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新宿区の教育

新宿区民憲章
平成 9年 3月15日

新宿区教育委員会

　わたくしたちは、日本の首都東京の中心に生活する誇りと責任をもち、先人の
築いた歴史と文化を受け継ぎ、ともに生きともに集う、ともに考えともに創る、
新時代の新宿を、明るく美しい理想的なまちにするため、この憲章を定めます。

新宿区は、身近な環境に配慮した、地球にやさしいまちづくりを
推進しています。
本誌「新宿区の教育」は、森林資源の保護とリサイクル促進のため、
古紙を利用した再生紙を使用しています。

だれもが安心して住み続けられるまちにします。

心のふれあう　おもいやりのある福祉を考え実行します。

安全で健康な　みどり豊かなまちをつくります。

ともに学び　はたらき　いきがいのもてる生活を実現します。

すばらしいまち新宿を　次の世代に引き継ぎます。
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Ⅰ 新宿区教育委員会 
 

第 1  新宿区教育ビジョン 

 社会が急速な変化を遂げる中にあって、子どもたちは、他者、社会、自然とのかかわりの中で、こ

れらと共に生き、生涯を切り拓いていく力を身に付けなければなりません。 

 新宿区教育委員会は、新宿の子どもたちが、自らを律し互いの個性を認め合い、社会の形成に主体

的に参画するとともに、自ら学び考え行動する自立した区民として成長することを願い、「教育目標」

を定めました。 

 新宿区教育ビジョンは、教育目標を達成するために今後取り組むべき課題を整理し、新宿区の目指

す教育と、その実現のための施策や事業を総合的かつ体系的に明らかにするものとして策定しました。 

 

教 育 目 標 

新新宿宿区区教教育育委委員員会会はは、、  

 子どもたちが、人間尊重の精神に基づいて自他の生命を尊び、心身と 

もに健康で、知性と感性に富み、郷土新宿を愛し環境を大切にする心と 

国際感覚をそなえ、自立した区民として成長することを願い、 

 

 

 

 

 

 

 

 

を育てる教育を推進します。 

 また、学校・家庭・地域との緊密な連携のもとに、豊かな文化の創造 

と活力に満ちた地域社会の形成を目指すとともに、誰もが生涯を通じて 

主体的に学ぶことができる生涯学習社会の実現を図ります。 

 

《平成 21 年 3 月 6 日新宿区教育委員会決定》 
 

○○  広広いい視視野野とと、、自自ららをを律律しし互互いいをを認認めめ、、思思いいややりりのの心心をを

ももつつ人人  

○○  地地域域のの一一員員ととししてて、、規規範範意意識識やや公公共共のの精精神神にに基基づづきき、、

社社会会のの形形成成にに進進んんでで参参画画すするる人人  

○○  個個性性やや創創造造力力がが豊豊かかでで、、自自らら学学びび、、考考ええ、、行行動動すするる人人 
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 － 2 －

新宿区が目指す教育～3 つの柱と 10 の施策～  

 新宿区教育委員会は、未来を担う子どもたちが夢と希望を持ち成長していけるよう、「3 つの柱

と 10 の施策」のもと、教育行政を推進します。 

 

 

 

 

 

  変変化化のの激激ししいい時時代代をを担担うう子子どどももたたちちはは、、社社会会ににおおいいてて自自立立的的にに生生ききるるたためめ、、知知・・徳徳・・体体のの

ババラランンススののととれれたた「「生生ききるる力力」」をを身身ににつつけけるる必必要要ががあありりまますす。。子子どどもものの学学力力やや学学習習のの状状況況、、

心心やや体体のの状状況況ななどど様様々々なな課課題題をを的的確確ににととららええ、、子子どどももたたちちのの力力をを着着実実にに伸伸ばばすす、、よよりり質質のの高高

いい学学校校教教育育をを実実現現ししまますす。。  

 

 施策１ 確かな学力の向上  

○ 子ども一人ひとりの課題に丁寧に対応するとともに、長所や強みを活かすという視点に立ち、す

べての子どもの能力を最大限に伸ばす教育を実現していきます。 

また、義務教育で身に付けるべき基礎学力を保証するために、特に基礎的・基本的な学力が十分

でない子どもへの支援の充実を図るとともに、子どものより発展的な学習にも積極的に支援します。 

さらに、さまざまな調査結果を分析し、教育課程や指導方法等を組織的に見直すとともに、「分か

る授業」への工夫・改善を図ることにより、一人ひとりの学力の定着と向上につなげます。 

○ 調べ学習をはじめとする言語活動を重視した指導により、言語に対する関心や理解を深め、思考・

判断等の知的活動やコミュニケーション、感性・情緒の基盤である言語能力を高めます。教育活動

全体を通して、体験的な活動や問題解決的な学習を積極的に取り入れ、子ども一人ひとりの実践的

な資質・能力を育成します。 

引き続き、児童・生徒の学習意欲を高め、主体的に学ぶ機会を充実するために、授業をよりよく

改善し、「主体的・対話的で深い学び」の実現を図ります。 

○ 新宿区版ＧＩＧＡスクール構想に基づき整備した 1 人 1 台のタブレット端末を学校の授業や家庭

学習で活用することで、児童・生徒一人ひとりの状況に応じた個別最適な学びや他者と協働しなが

ら自ら考え抜く自立した学びを推進し、ＩＣＴを効果的に活用した授業改善により、より一層、教

育活動の充実を図ります。 

○ グローバルな視野を持ち、時代の変化とともに自らの将来を切り拓く力を芽生えさせ、伸ばすた

めに、さまざまな手法による英語教育、理科教育及びプログラミング教育等の推進により、変化の

激しい時代を生きる力を育みます。 

また、「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」の達成に向けて、総合的な学習の時間を中心に、各教

科における学習等、あらゆる教育・学習機会をとらえて、「持続可能な社会の創り手」の育成を目指

します。 

 

 

子子どどもも一一人人ひひととりりのの「「生生ききるる力力」」ををははぐぐくくむむ質質のの高高いい学学校校教教育育のの実実現現 

柱１ 
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 施策２ 豊かな心と健やかな体づくり  

○ 豊かな人間性や社会性を育み、子ども一人ひとりが、かけがえのない自己を肯定的に捉えるとと

もに、命や平和の大切さを理解し、他者に対する思いやりや感謝の気持ちを言葉にして素直に伝え

ようとする心を養います。 

○ 体験的な活動や学校の教育活動全体を通したキャリア教育の充実を図り、児童・生徒自らが将来

や進路等について主体的に捉えて、社会的に自立することを目指すことができるよう、資質や能力

を育成します。また、優れた伝統と文化を理解し継承するとともに、郷土新宿に愛着を持ち、地域

の発展に寄与したいと思う気持ちを育みます。 

○ スポーツを通じて健康づくりや体力の向上に向けた取組を進めるとともに、学校・家庭・地域が

連携して、積極的に運動やスポーツに親しむ習慣や意欲・能力を育成します。 

また、子どもたちの心身のバランスのよい発達のため、家庭と連携し、望ましい食習慣等、健康

的な生活習慣の形成を促します。 

○ 東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を契機として、すべての学校及び幼稚園

でさまざまな学習活動や体験の機会を提供します。また、これらの教育活動については、東京 2020 大

会後も、子ども一人ひとりの心と体に人生の糧となるようなかけがえのないレガシーとして残して

いけるようにしていきます。 

 

 施策３ 就学前から中学校までのつながりのある教育の推進  

○ 幼児期は、生涯にわたる人格形成の基礎が培われる重要な時期であり、豊かな情操や基本的な生

活習慣、道徳性・規範意識や思考力の芽生え、協同性や自立心を育むことが、子どものその後の成

長や学び、社会とのかかわりに大きく影響を与えます。このため、幼児期の教育に必要な環境を整

え、遊びや生活を通して子どもたちの健やかな成長を育んでいきます。 

○ 公私立の幼稚園・保育園・子ども園の連携を推進し、教育・福祉・子ども・保健等の各部門の情
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  子子どどもものの教教育育ににおおいいてて、、新新宿宿のの伝伝統統・・文文化化をを生生ききたた教教材材ととししてて積積極極的的ににととりり入入れれ、、地地域域にに

根根ざざししたた教教育育をを進進めめてていいくくここととがが大大切切でですす。。ままたた、、教教育育にに対対すするる保保護護者者やや地地域域のの多多様様なな要要請請

ににここたたええてていいくくたためめにに、、家家庭庭・・地地域域・・学学校校ががととももにに学学びび、、ととももにに育育つつ関関係係をを実実現現ししまますす。。  

 

 施策４ 地域との連携・協働による教育の推進  

○ 学校と地域が連携・協働し、子どもたちの豊かな学びの環境をつくる地域協働学校の運営を支援

します。地域の多様な人材の参画を促し、開かれた学校づくりを推進し、地域ぐるみで子どもの一

貫した成長を支え、今後の地域社会を担う人材の育成へとつなげます。 

○ 地域の教育力を学校につなぎ、教育活動の充実を図るスクール・コーディネーターと、学校運営

に地域住民や保護者が参画し、学校と地域が一体となって子どもたちの成長を支援する地域協働学

校運営協議会との連携により、地域の教育力の一層の活用を図ります。 

○ 新宿のまちの特性を活かした教育活動を進めるため、地域協働学校の取組等を活用したキャリア

教育を推進するとともに、区民、地域団体、企業や大学等との連携・協働により、芸術等を学ぶ機

会として、地域の文化や歴史、芸術等の資源を積極的に活用します。 

 

 施策５ 家庭の教育力の向上支援  

○ 保護者が家庭教育の重要性を認識するとともに、孤立することなく子育ての悩みを共有し、安心

して家庭教育を行えるよう、学びの機会を提供します。 

また、共働き世帯や困難を抱える家庭等、さまざまな家庭のあり方に応じた多様な形態による家

庭の教育力の向上を支援していきます。 

〇 子育ての悩みについて保護者同士が話し合ったり、保護者と教員が共有したりしながら、互いに

支え合って家庭の教育力を高めることができるよう、ＰＴＡの主体的な活動への支援を充実します。 

また、保護者が学校行事等へ参加しやすくなるよう、企業等へ協力を呼び掛けていきます。 

 

 施策６ 生涯の学びを支える図書館の充実  

○ 新宿区立図書館基本方針に基づき、「区民にやさしい知の拠点」として、電子書籍等を含む情報資

源の活用に向けた検討を行うとともに、区民がより利用しやすいしくみを検討し、魅力ある図書館

を実現していきます。 

また、「区民にやさしい知の拠点」にふさわしい新中央図書館等の建設を目指します。 

○ 新宿区のすべての子どもが、あらゆる機会とあらゆる場所において自主的に読書活動ができるよ

う、新宿区子ども読書活動推進計画に基づき、家庭・地域・学校・行政が連携を図り、子どもの読

書活動の推進に取り組みます。 

 

 

 

 

新新宿宿ののままちちにに学学びび、、家家庭庭やや地地域域ととととももににすすすすめめるる教教育育のの実実現現  
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 施策７ 子どもの安全の推進  

○ さまざまな事件・事故や自然災害等の危険から自らの生命を守るために必要な知識や技能を身に

付けさせるとともに、安全・安心な社会づくりの意義を理解し、そうした社会づくりに貢献しよう

とする態度の育成を図ります。 

また、インターネット・ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）等の利用に潜む危

険を回避し、情報を正しく安全に利用できるよう、児童・生徒の情報モラルを育成するため、学校、

家庭等と連携した情報モラル教育を実施します。 

○ 学校安全計画及び学校危機管理マニュアルを必要に応じて検証・改善するとともに、学校施設や

通学路の安全性を確保するため、必要な設備の整備・運用を図ります。 

また、児童・生徒等の安全に関する課題について学校、家庭、地域が共有するとともに、ＰＴＡ

の主体的な活動や地域協働学校のしくみを活かすなどして、家庭や地域、関係機関等と連携・協働

した安全・安心の取組を推進していきます。 

 

 

 

 

 

  子子どどももががよよくく学学びび、、よよくく遊遊びび、、心心身身ととももにに健健ややかかにに育育つつここととをを目目指指しし、、高高いい資資質質・・能能力力をを

備備ええたた教教師師がが自自信信ををももっってて指指導導にに当当たたりり、、いいききいいききとと活活気気ああるる活活動動をを展展開開すするる学学校校をを実実現現しし

まますす。。  

 

 施策８ 一人ひとりの子どもが豊かに学べる教育環境の整備  

○ いじめや不登校にかかわる、各校や教育センターにおける取組のより一層の充実を図ります。 

  不登校児童・生徒に対しては、「学校に登校する」という結果のみを目標とせず、フリースクール

等との連携を図りながら、個々の児童・生徒の状況に応じた支援を推進し、多様で適切な教育機会

の確保に努めます。 

  また、研修等により教職員の対応力を高めるほか、家庭に課題がある場合については、地域の関

係諸機関や民生委員・児童委員等とのネットワークを活用し、家庭に寄り添った支援を行っていき

ます。 

○ 障害のある児童・生徒の増加に伴い、「個の状況に応じた適切な指導」をさらに推進していく必要

があります。子どもの将来を見据え生きる力を育むために、学校が保護者と積極的に情報を共有す

る機会を持ち、他機関との連携を図っていきます。 

また、児童・生徒の苦手なことや困難なこと等の特性を把握し、子どもの能力を最も伸ばす支援

や指導を行うとともに、一人ひとりの確かな学びを保証する体制を整備していきます。 

○ 来日した日本語を母語としない外国籍等の幼児・児童・生徒が日本の学校に慣れ、円滑に生活す

ることができるよう、日本語の初期指導を行うとともに、必要な教科学習の支援を行います。 

  また、日本に在留する外国人の増加に伴い、学齢期の外国籍の子どもの数も増えていることから、

就学状況の把握に努めるとともに、就学先不明の外国籍の子どもに対する就学を促進していきます。 

○ 共生社会を担う子どもたちの視野を広げ、社会性を養い、豊かな人間性を育むため、障害のある

時時代代のの変変化化にに対対応応ししたた、、子子どどももががいいききいいきき学学ぶぶ教教育育環環境境のの実実現現  
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子どもたちや外国にルーツを持つ子どもたちから学び合うことのできる交流・学習を進めていきま

す。 

○ 子どもたちが経済状況等の家庭環境にかかわらず確かな学力や社会性を身に付けることができる

よう、放課後等学習支援及び学校図書館の放課後等開放を行います。また、学業や進路等、教育上

の悩みに対して、専門家による相談体制を整えます。さらに、幼児教育・保育の無償化の趣旨に基

づき、幼稚園保護者に対する負担軽減を図るほか、就学援助等により、家庭への経済的な負担を軽

減し、子どもの学びと育ちの機会を支えていきます。 

 

 施策９ 学校の教育力の強化  

○ 校長・園長のリーダーシップのもと、組織的で実行力のある学校・園運営や中・長期的な視点に

立った創意工夫ある教育活動の展開を具現化するため、校長・園長の裁量予算の一定額確保や公募

制等の人事権の拡充に向けた取組を進めます。 

さらに、管理職のリーダーシップの強化や教職員のメンタルヘルス管理も含めた学校経営能力の

向上を図る研修を充実します。 

○ 教員が安心して本務に集中し、健康でやりがいを持ちながら質の高い教育活動を継続することが

できるよう、教員の勤務環境の改善と働き方改革をさらに進め、子どもたちが生涯を切り拓いてい

ける力を一層伸ばしていきます。 

○ 学習指導要領及び幼稚園教育要領に基づく教育課程及び授業・保育方法の改善や、新たな教育課

題への対応、チームとしての学校の実現に向け、教職員それぞれの経験と職層に応じた研修や学校

支援アドバイザーによる訪問指導等を体系的に実施し、教員の資質・能力の向上を図ります。特に

新宿区版ＧＩＧＡスクール構想におけるタブレット端末の 1 人 1 台環境を活用した個別最適な学び

と協働的な学びの充実に重点的に取り組んでいきます。 

  また、校・園内研究や研究発表等を通して、教員の自主的な研修意欲の高揚を評価・奨励し、教

員が自ら学ぶ意欲を持つ風土の醸成を図ります。さらには、学校の情報化を進め、「分かる授業」を

実践するとともに、教員同士が情報を共有し、相互に教材を開発・活用できる環境づくりを進めま

す。 

 

 施策 10 学校環境の整備・充実  

○ 新宿区版ＧＩＧＡスクール構想による、タブレット端末の 1 人 1 台環境の整備により、学習活動

を一層充実させるとともに、子どもたちの「主体的・対話的で深い学び」につなげていきます。全

小学校の学校図書館を放課後等に開放するなど、子どもたちの学びの環境のさらなる整備・充実を

図ります。 

○ 学校施設の長寿命化を基本として策定した小・中学校施設の個別施設計画に基づき、児童・生徒

にとって良好な教育環境を整備していきます。 

○ 近年、未就学児数の増加傾向が続いていることから、特に小学校における普通教室の整備・確保

を進めるとともに、再開発の動向や教育環境の変化を注視しながら、児童・生徒の学習や生活の場

にふさわしい学校づくりを進めます。 
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第 2  新宿区教育大綱 

区では、平成 27 年 4 月の地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正に基づき、区長と教育委

員会が意思疎通を図り、地域の教育の課題やあるべき姿を共有する「新宿区総合教育会議」を設置し

ました。また、平成 27 年 11 月には、教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策について、そ

の目標や根本的な方針を定める「新宿区教育大綱」が策定されました。この大綱は、新宿区総合教育

会議において、教育ビジョンに基づき教育委員会が実施している具体的な取組や課題のほか、区の子

育て支援施策等について、区長と教育委員会が十分な意見交換と議論を行い、策定したものです。 

大綱は、教育ビジョンの 3 つの柱に「子どもの育ち・学び・自立を地域とともに支えるまちの実現」

の柱を加えた 4 つの柱から構成されています。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 新宿区と教育委員会は新宿区教育ビジョンの理念を共有し、新宿区の子どもたちが自ら学

び、考え、行動できる「生きる力」を育むとともに、地域の人々とのつながりの中でのびの

びと健やかに育ち、新宿に誇りと愛着を持てる人として成長し、自立した個人として他者と

ともに次代の社会を担うことができるまちの実現をめざして、ここに新宿区教育大綱を定め

ます。 
平成２７年１１月６日 

Ⅱ 子ども一人ひとりの『生きる力』をはぐくむ質の高い学校教育の実現 

 変化の激しい時代を担う子どもたちは、社会において自立的に生きるため、知・徳・体のバランスの

とれた「生きる力」を身につける必要があります。子どもの学力や学習の状況、心や体の状況など様々

な課題を的確にとらえ、子どもたちの力を着実に伸ばす、より質の高い学校教育を実現します。 

Ⅲ 新宿のまちに学び、家庭や地域とともにすすめる教育の実現 

 子どもの教育において、新宿の伝統・文化を生きた教材として積極的にとり入れ、地域に根ざした教

育を進めていくことが大切です。また、教育に対する保護者や地域の多様な要請にこたえていくために、

家庭・地域・学校がともに学び、ともに育つ関係を実現します。 

Ⅰ 子どもの育ち・学び・自立を地域とともに支えるまちの実現 

 子どもたちがのびのびと健やかに成長できるよう子育てや学びと自立に対する支援のしくみを十分に

整備するとともに、地域が積極的に受け皿となり、子どもの成長をしっかり応援するまちを実現します。 

 子どもがよく学び、よく遊び、心身ともに健やかに育つことを目指し、高い資質・能力を備えた教師

が自信をもって指導に当たり、いきいきと活気ある活動を展開する学校を実現します。 

Ⅳ 時代の変化に対応した、子どもがいきいき学ぶ教育環境の実現 

新宿区総合教育会議 

新宿区長  吉住 健一 

新宿区教育大綱 
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第 3  教育委員会 

 1  教育委員会の組織 

教育委員会は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律(昭和 31 年法律第 162 号)」の定める

ところにより設置される合議制の執行機関です。 

新宿区教育委員会は、教育委員会制度改革によって設けられた新たな教育長制度に平成 28 年 4 月

1 日に移行したことから、教育長及び教育委員 5名の構成となっています。 

教育長は、人格が高潔で、教育行政に関し識見を有する人のうちから、区議会の同意を得て区長

が任命し、その任期は原則として 3 年となっています。また、教育長は、教育委員会を代表すると

ともに、教育委員会の権限に属する事務の責任者となります。 

教育委員は、人格が高潔で、教育、学術及び文化に関し識見を有する人のうちから、区議会の同

意を得て区長が任命し、その任期は原則として 4年となっています。 

教育長が病気等の理由により職務を行えない場合に備え、教育長の職務代理者を委員のうちから

教育長が指名します。 

なお、令和 6年 8 月 1 日現在の新宿区教育委員会の構成は下の表のとおりです。 

  
 

   

針谷教育長  
年綱教育長 

職務代理者 
古笛委員 星野委員 鴨川委員 的場委員 

 構 成 （令和 6年 8 月 1 日現在） 

職  名 氏   名 任 期 

教 育 長       針
はり

 谷
や

 弘
こう

 志
じ

 令和 4. 4. 1 ～ 令和 7. 3.31 

教 育 長      

職務代理者       
年
とし

 綱
つな

 和
かず

 代
よ

 令和 2.12. 8 ～ 令和 6.12. 7 

委 員       古
こ

 笛
ぶえ

 恵
けい

 子
こ

 令和 4.10. 1 ～ 令和 8. 9.30 

委 員       星
ほし

 野
の

   洋
ひろし

 令和 3.10.17 ～ 令和 7.10.16 

委 員       鴨
かも

 川
がわ

 明
あき

 子
こ

 令和 5. 3.21 ～ 令和 6.12. 7 

委 員        的
ま と

場
ば

美
み

規 子
き こ

 令和 5.12. 8 ～ 令和 9.12. 7 
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 2  教育委員会の職務 

(1) 教育委員会の職務権限 

教育委員会の職務権限は以下のとおりです。 

ア 教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の設置、管理及び廃止に関すること。 

イ 学校その他の教育機関の用に供する財産の管理に関すること。 

ウ 教育委員会及び学校その他の教育機関の職員の任免その他の人事に関すること。 

エ 学齢生徒及び学齢児童の就学並びに生徒、児童及び幼児の入学、転学及び退学に関すること。 

オ 学校の組織編制、教育課程、学習指導、生徒指導及び職業指導に関すること。 

カ 教科書その他の教材の取扱いに関すること。 ※「7 教科用図書（教科書）の採択（P.21）」参照 

キ 校舎その他の施設及び教具その他の設備の整備に関すること。 

ク 校長、教員その他の教育関係職員の研修に関すること。 

ケ 校長、教員その他の教育関係職員並びに生徒、児童及び幼児の保健、安全、厚生及び福利に

関すること。 

コ 学校その他の教育機関の環境衛生に関すること。 

サ 学校給食に関すること。 

シ 社会教育に関すること。 

ス 学校における体育に関すること。 

セ 文化財の保護に関すること。 

ソ ユネスコ活動に関すること。 

タ 教育に関する法人に関すること。 

チ 教育に係る調査及び基幹統計その他の統計に関すること。 

ツ 所掌事務に係る広報及び教育行政に関する相談に関すること。 

テ 上記のほか、区内における教育に関する事務に関すること。 

 

(2) 総合教育会議への出席 

総合教育会議は、地域の教育の課題やあるべき姿を共有して、より一層民意を反映した教育行

政を推進することを目的に、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基づき平成 27 年 4

月に設置した会議です。総合教育会議では、区長と教育委員会が十分な意思疎通のもと、以下の

事項について、協議・調整を行います。 

ア 教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策の大綱の策定 

イ 教育の条件整備など重点的に講ずべき施策 

ウ 児童・生徒等の生命・身体の保護等緊急の場合に講ずべき措置 
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 3  教育委員会事務局・教育機関の組織 

  教育委員会の権限に属する事務を処理するため、教育長の統括のもとに教育委員会事務局を設置

し、その他区立学校、図書館等の教育機関を設置しています。その組織図及び事務分掌は以下のと

おりです。 

(1) 教育委員会の組織 

組織図                                  ※管理職(内数) 

 

Excel データ 

【B】Ⅰ-3 教育委員会（1-5）【10】組織図 

＊令和6年4月1日現在
＊職員数には再任用職員を含むが、区政推進員は含まない

資料主査(1)

利用者サービス主査(1)

学校運営課(36)

教育支援課(23)

教育センター(4)

（課長1含む）

（課長1含む）

保健給食主査(1)

教育活動支援係(6)

学校運営主査(1)

教職員主査(1)

特別支援教育主査(1)

教育調整課(17)

（統括指導主事2、指導主事4含む）

（次長1、課長1含む）管理係(10)

企画調整係(5)

教育指導課(22)

調整主査(1)

企画調整主査(1)

指導係(6)          

区外学習施設（女神湖高原学園）　※指定管理

区立学校（小学校29校・中学校10校・幼稚園21園（休園含む）・特別支援学校1校）

区役所内分室(-)

中央図書館(46)

中町図書館(-)　※指定管理

鶴巻図書館(-)　※指定管理

下落合図書館(-)　※指定管理

角筈図書館(-)　※指定管理

戸山図書館(-)　※指定管理

大久保図書館(-)　※指定管理

管理係(8)

統括指導主事(1)

学校ＩＣＴ推進係(5)          

北新宿図書館(-)　※指定管理

西落合図書館(-)　※指定管理

資料係(13)

特別支援教育係(4)

幼稚園係(6)

幼稚園主査(1)

保健給食係(5)

教育施設係(10)

利用者サービス係(15)

四谷図書館(-)　※指定管理

こども図書館(8)

学校運営支援係(11)

(145) (144)

運営支援主査(1)

地域連携・家庭教育推進主査(1) 

（館長1含む）

（課長1含む）

教育長 次 長
地域連携・家庭教育推進係(4) 

指導主事(2)

教職員係(10)
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(2) 担 当 事 務 

課 係    名 担    当    事    務 

教育調整課 

 管 理 係 1  教育委員会に関すること。 

2  教育委員会における総合教育会議の協議及び調整事項の調整に関すること。 

3  事務局職員に関すること。 

4  公印に関すること。 

5  規則及び訓令等の立案に関すること。 

6  公告式に関すること。 

7  文書の審査、収受、配布、発送、保存及び廃棄に関すること。 

8  学校職員、幼稚園教育職員(子ども園の教育職員を含む。以下同じ。）及び県

費負担教職員(以下「教職員」という。）の健康管理に関すること。 

9  学校職員、幼稚園教育職員及び教職員の労働安全衛生委員会に関すること。 

10 学校職員、幼稚園教育職員及び教職員（栄養教諭及び学校栄養職員に限る。）

の被服貸与に関すること。 

11 学校職員及び幼稚園教育職員の公務災害補償に関すること。 

12 学校職員の人事及び服務の連絡に関すること。 

13 奨学資金に関すること。 

14 学校の和解、異議の申立て及び行政不服審査の連絡調整に関すること。 

15 新宿歴史博物館及び林芙美子記念館に関すること。 

16 文化財の調査、保護及び活用に関すること。 

17 文化財の指定及び登録に関すること。 

18 文化財保護審議会に関すること。 

19 他の課及び課内他係に属しない諸証明、調査及び統計に関すること。 

20 他の課及び課内他係に属しないこと。 

 企画調整係 1  教育行政の基本的な政策の策定及び重要施策の総合調整に関すること。 

2  教育行政一般の企画、調整及び調査に関すること。 

3  教育行政の広報及び広聴に関すること。 

4  教育行政に関する相談に関すること。 

5  特命事項に関すること。 

6  学校危機管理の総合調整及び対策に関すること。 

7  教育委員会の予算、決算及び会計に関すること。 
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教育指導課  

 教 職 員 係 1  教職員の人事の連絡調整及び服務に関すること。 

2  幼稚園教育職員の人事及び服務に関すること。 

3  教職員及び幼稚園教育職員の研修の事務に関すること。 

4  教職員及び幼稚園教育職員の給与、旅費及び退職手当に関すること。 

5  幼稚園教育職員の共済組合に関すること。 

6  教職員及び幼稚園教育職員の福利厚生(教育調整課管理係に属するものを除

く。）に関すること。 

7  課内他係に属しないこと。 

 指 導 係 1  学校行事等の承認に関すること。 

2  教科書採択及び教材の取扱いに関すること。 

3  教職員及び幼稚園教育職員の研修の事務(教職員係に属するものを除く。）に

関すること。 

4  学校評価に関すること。 

5  教職員の教育研究活動に関すること。 

6  その他学校教育の推進に関すること。 

 学校ＩＣＴ推進係 1  学校のＩＣＴ化の推進に関すること。 

2  学校のＩＣＴ機器の運用に関すること。 

3  その他学校教育の推進（指導係に属するものを除く。）に関すること。 

教育支援課 

 教育活動支援係 1  移動教室に関すること。 

2  校外学習活動等の支援に関すること。 

3  学校の連合行事に関すること。 

4  教職員及び幼稚園教育職員の研修の事務(教育指導課に属するものを除く。）

に関すること。 

5  女神湖高原学園の設置、廃止及び管理運営等に関すること。 

6  その他学校教育活動の支援に関すること。 

7  課内他係に属しないこと。 

 地域連携・家庭

教育推進係 

1  社会教育に関すること。 

2  社会教育委員に関すること。 

3  家庭教育に関すること。 

4  ＰＴＡの活動に関すること。 

5  地域協働学校の推進に関すること。 

6  スクール・コーディネーターに関すること。 

7  その他学校、家庭及び地域の連携に関すること。 
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 特別支援教育係 1  特別支援教育に係る就学相談に関すること。 

2  特別支援教育に係る巡回相談・指導に関すること。 

3  特別支援学校及び特別支援学級の連合行事等に関すること。 

4  特別支援教育に係る教育活動の支援に関すること。 

 教育センター 1  教職員の研修に関すること。 

2  教育に関する調査研究及び普及に関すること。 

3  科学教育の振興に関すること。 

4  教育相談に関すること。 

5  視聴覚教育の振興に関すること。 

6  特別支援教育の推進に関すること。 

7  教科書及び教育に関する資料の整備と活用に関すること。 

8  前各号に掲げるもののほか必要な事業。 

学校運営課 

 学校運営支援係 1  小学校、中学校及び特別支援学校の設置、廃止及び位置変更並びに管理等に

関すること。 

2  通学区域に関すること。 

3  学齢児童及び学齢生徒の就学に関すること。 

4  小学校、中学校及び特別支援学校の学級編制に関すること。 

5  就学奨励に関すること。 

6  小学校、中学校及び特別支援学校の教具その他の備品の充実に関すること。 

7  学事統計に関すること。 

8  学校適正配置に関すること。 

9  課内他係に属しないこと。 

 保健給食係 1  学校給食の運営に関すること。 

2  学校保健衛生に関すること。 

3  学校医、学校歯科医及び学校薬剤師に関すること。 

4  日本スポーツ振興センターに関すること。 

 幼 稚 園 係 1  幼稚園の設置、廃止及び位置変更並びに管理等に関すること。 

2  幼稚園の学級編制に関すること。 

3  幼稚園の教具その他の備品の充実に関すること 

 教育施設係 1  教育施設(区立図書館を除く。以下同じ。）の施設の設備及び建設の計画に関

すること。 

2  教育施設の営繕に関すること。 

3  教育施設の施設及び設備の保守管理に関すること。 

4  教育施設の財産の管理に関すること。 

5  学校施設の使用に関すること。 
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中央図書館  

 管 理 係 1  文書の処理及び公印の管守に関すること。 

2  館内の秩序維持並びに館舎の維持及び管理に関すること。 

3  調査及び統計に関すること。 

4  予算、決算及び会計に関すること。 

5  職員の服務に関すること。 

6  広報に関すること。 

7  こども図書館及び指定図書館(新宿区立図書館条例(昭和44年新宿区条例第14

号)別表第 5に掲げる館をいう。以下同じ。）との連絡及び調整に関すること。 

8  その他の係に属しないこと。 

 資 料 係 1  図書館資料の収集、整理、保存及び廃棄に関すること。 

2  図書館資料の館内での利用及び館外への貸出しに関すること。 

3  読書相談、読書案内及び参考調査に関すること。 

4  読書会、映写会、講習会、展示会等の開催及び奨励に関すること。 

5  不用になった図書館資料(以下「リサイクル資料」という。）の提供に関する

こと。 

6  16 ミリ発声映写機の操作、技術講習会及び検定に関すること。 

7  図書館資料についての連絡及び調整に関すること。 

8  ビジネス情報の支援に関すること。 

 利用者サービ

ス係 

1  図書館資料の予約に関すること。 

2  図書館資料の館内での利用及び館外への貸出しに関すること。 

3  館を利用することに障害がある者に対する利用の援助に関すること。 

4  図書館サービスについての連絡及び調整に関すること。 

5  図書館情報システムの運用管理に関すること。 

6  指定図書館の運営に関すること。 

 こども図書館 1  文書の処理及び公印の管守に関すること。 

2  児童・青少年用図書館資料の収集、整理、保存及び廃棄に関すること。 

3  児童・青少年用図書館資料の館内での利用及び館外への貸出しに関するこ

と。 

4  子どもの読書活動の推進に関すること。 

5  学校図書館の支援に関すること。 

6  リサイクル資料の提供に関すること。 

7  指定図書館の児童サービスの支援に関すること。 
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 4  教育委員会の附属機関 

  教育委員会では条例で定める附属機関として、以下の審議会・調査委員会・委員を設置・委嘱し

ています。 

(1) 新宿区いじめによる重大事態調査委員会（P.34 参照） 

(2) 新宿区社会教育委員（P.110 参照） 

(3) 新宿区文化財保護審議会（P.117 参照） 
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 5  教育委員会の活動 

(1) 教育委員会の開催 

  教育委員会は、学校教育及び社会教育に関する施策の決定、予算の見積り、教育委員会の規則

の制定改廃等重要な案件を処理するため、毎月第 1 金曜日（都合により変更あり）に定例会を開

催し、また、必要に応じ臨時会を開催しています。 

  令和 5年の新宿区教育委員会の開催状況は次の表のとおりです。 

会  名 

開催月日 

議 案 

番号等 
件            名 

第 1 回定例会 

1 月 6 日 

報告 1 

2 

3 

 

令和 4 年第 4回新宿区議会定例会における代表質問等答弁要旨について 

オンラインを活用した東京都との連携事業について 

令和 4年度 児童・生徒の健全育成に関する警察と新宿区立学校との相互連絡

制度の協定に基づく本人外収集及び外部提供について 

第 2 回定例会 

2 月 3 日 

議案 1 

2 

 

3 

 

4 

5 

6 

 

報告 1 

2 

3 

 

新宿区職員定数条例の一部を改正する条例（案）に関する意見について 

公益的法人等への新宿区職員の派遣等に関する条例の一部を改正する条例（案）

に関する意見について 

新宿区立の小学校、中学校及び特別支援学校の非常勤の学校医、学校歯科医及

び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例の一部改正について 

令和 4年度内部評価と外部評価実施結果を踏まえた総合判断について 

令和 4年度新宿区一般会計補正予算（第 12号）（案）に関する意見について 

令和 5年度新宿区一般会計予算（案）に関する意見について 

 

タイムレコーダーのデータ集計による教員の勤務時間等について 

令和 5年度新宿区立幼稚園の学級編制について 

令和 4年度「図書館を使った調べる学習コンクール」・全国コンクールの実施結

果について 

第 3 回定例会 

3 月 3 日 

議案 7 

8 

 

報告 1 

2 

教育財産の用途廃止について 

新宿区教育委員会委員辞職の同意について 

 

令和 5年度新入学 学校選択制度 中学校 補欠登録者の繰上げについて 

「第六次新宿区子ども読書活動推進計画」の策定について 

第 1 回臨時会 

3 月 29 日 

議案 9 

10 

11 

12 

13 

 

 

新宿区教育委員会非常勤職員の報酬の額に関する規則の一部を改正する規則 

新宿区教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則 

教育委員会が行う情報公開事務に関する規則の一部を改正する規則 

教育委員会が行う個人情報保護事務に関する規則の一部を改正する規則 

新宿区教育委員会パブリック・コメント制度に関する規則の一部を改正する規

則 
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教育委員会が行う情報公開事務に関する規則の一部を改正する規則 

教育委員会が行う個人情報保護事務に関する規則の一部を改正する規則 

新宿区教育委員会パブリック・コメント制度に関する規則の一部を改正する規

則 
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会  名 

開催月日 

議 案 

番号等 
件            名 

14 

 

15 

 

16 

17 

 

協議 1 

新宿区幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則の一部

を改正する規則 

新宿区幼稚園教育職員の管理職員特別勤務手当に関する規則の一部を改正す

る規則 

令和 5年度新宿区教育委員会会計年度任用職員の報酬額について 

新宿区教育委員会の権限に属する事務について新宿区教育委員会教育長が臨

時代理を執行した件に関する承認について 

新宿区教育委員会委員の通称名の使用について 

第 4 回定例会 

4 月 7 日 

議案 18 

報告 1 

2 

3 

4 

新宿区いじめによる重大事態調査委員会委員の委嘱について 

教育委員会事務局幹部職員の人事異動について 

令和 5年第 1回新宿区議会定例会における代表質問等答弁要旨について 

令和 6年度使用教科用図書の採択について 

「令和 5年度 新宿区立図書館を使った調べる学習コンクール」の実施につい

て 

第 5 回定例会 

5 月 12 日 

 報告 1 令和 6 年度使用新宿区立小学校教科用図書の採択における検討委員会委員に

ついて 

第 6 回定例会 

6 月 1 日 

議案 19 

20 

 

21 

 

22 

23 

 

24 

25 

26 

27 

28 

 

 

報告 1 

2 

新宿区職員の高齢者部分休業に関する条例（案）に関する意見について 

新宿区職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例（案）に関する意

見について 

新宿区職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（案）に関する意見

について 

新宿区幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部改正について 

新宿区幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行規則の一部

を改正する規則 

新宿区幼稚園教育職員の給与に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

新宿区幼稚園教育職員の住居手当に関する規則の一部を改正する規則 

令和 5年度新宿区一般会計補正予算（第 3号）（案）に関する意見について 

令和 5年度新宿区一般会計補正予算（第 4号）（案）に関する意見について 

令和 5年度 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の実施 

方針について 

 

令和 4年度 新宿区学力定着度調査結果分析概要と改善策について 

新宿区立図書館（地域図書館 9館）の指定管理者の選定について 

第 7 回定例会 

7 月 7 日 

議案 29 

 

新宿区教育委員会の権限に属する事務について新宿区教育委員会教育長が臨

時代理を執行した件に関する承認について 
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会  名 

開催月日 

議 案 

番号等 
件            名 

報告 1 令和 5年第 2回新宿区議会定例会における代表質問等答弁要旨について 

第 2 回臨時会 

  7 月 14 日 

協議 1 令和 6年度使用新宿区立小学校教科用図書の採択について 

第 3 回臨時会 

  7 月 19 日 

協議 1 令和 6年度使用新宿区立小学校教科用図書の採択について 

第 4 回臨時会 

  7 月 21 日 

協議 1 令和 6年度使用新宿区立小学校教科用図書の採択について 

第 8 回定例会 

8 月 4 日 

議案 30 

31 

32 

 

 

報告 1 

令和 6年度使用新宿区立小学校教科用図書の採択について 

令和 6年度使用新宿区立中学校教科用図書の採択について 

令和 6年度新宿区立特別支援学校並びに新宿区立小学校及び中学校の特別支 

援学級において使用する教科用図書の採択について 

 

令和 4年度 「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調

査」について 

第 9 回定例会 

  9 月 1 日 

議案 33 

 

34 

 

35 

36 

 

報告 1 

新宿区立の小学校、中学校及び特別支援学校の非常勤の学校医、学校歯科医及

び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例の一部改正について 

新宿区立の小学校、中学校及び特別支援学校の非常勤の学校医、学校歯科医及

び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

令和 5年度新宿区一般会計補正予算（第 6号）（案）に関する意見について 

令和 6年度 新宿区立幼稚園の学級編制方針について 

 

女神湖高原学園におけるインターネット予約導入について 

第 10 回定例会 

10 月 6 日 

議案 37 

38 

 

 

報告 1 

2 

新宿区立幼稚園条例施行規則の一部を改正する規則 

令和 5年度 新宿区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の

点検及び評価（令和 4年度分）報告書について 

 

令和 5年第 3回新宿区議会定例会における代表質問等答弁要旨について 

令和 4・5 年度 児童・生徒の健全育成に関する警察と新宿区立学校との相互

連絡制度の協定に基づく本人外収集及び外部提供について 

第 11 回定例会 

11 月 2 日 

議案 39 

40 

41 

42 

43 

公の施設の指定管理者の指定について 

公の施設の指定管理者の指定について 

公の施設の指定管理者の指定について 

公の施設の指定管理者の指定について 

公の施設の指定管理者の指定について 
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会  名 

開催月日 

議 案 

番号等 
件            名 
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報告 1 

令和 6年度使用新宿区立小学校教科用図書の採択について 

令和 6年度使用新宿区立中学校教科用図書の採択について 

令和 6年度新宿区立特別支援学校並びに新宿区立小学校及び中学校の特別支 

援学級において使用する教科用図書の採択について 

 

令和 4年度 「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調

査」について 

第 9 回定例会 

  9 月 1 日 

議案 33 

 

34 

 

35 

36 

 

報告 1 

新宿区立の小学校、中学校及び特別支援学校の非常勤の学校医、学校歯科医及

び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例の一部改正について 

新宿区立の小学校、中学校及び特別支援学校の非常勤の学校医、学校歯科医及

び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

令和 5年度新宿区一般会計補正予算（第 6号）（案）に関する意見について 

令和 6年度 新宿区立幼稚園の学級編制方針について 

 

女神湖高原学園におけるインターネット予約導入について 

第 10 回定例会 

10 月 6 日 

議案 37 

38 

 

 

報告 1 

2 

新宿区立幼稚園条例施行規則の一部を改正する規則 

令和 5年度 新宿区教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況の

点検及び評価（令和 4年度分）報告書について 

 

令和 5年第 3回新宿区議会定例会における代表質問等答弁要旨について 

令和 4・5 年度 児童・生徒の健全育成に関する警察と新宿区立学校との相互

連絡制度の協定に基づく本人外収集及び外部提供について 

第 11 回定例会 

11 月 2 日 

議案 39 

40 

41 

42 

43 

公の施設の指定管理者の指定について 

公の施設の指定管理者の指定について 

公の施設の指定管理者の指定について 

公の施設の指定管理者の指定について 

公の施設の指定管理者の指定について 
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会  名 

開催月日 

議 案 

番号等 
件            名 

44 

45 

46 

47 

48 

 

報告 1 

2 

 

3 

 

4 

5 

 

6 

公の施設の指定管理者の指定について 

公の施設の指定管理者の指定について 

公の施設の指定管理者の指定について 

公の施設の指定管理者の指定について 

新宿区文化財保護審議会委員の委嘱について 

 

第 23 期新宿区社会教育委員の会議「報告」について 

新宿区立女神湖高原学園指定管理者の事業評価及び労働環境モニタリング実

施結果の報告について 

新宿区立中学校の学校選択制度（令和 6年度新入学者）の学校別状況及び抽選

について 

新宿区立図書館指定管理者の事業評価結果について 

令和 5年度新宿区立図書館を使った調べる学習コンクール応募状況等につい 

て 

「第六次 新宿区子ども読書活動推進計画」（素案）の作成及びパブリック・コ

メントの実施について 

第12回定例会 

12 月 1 日 

議案 49 

 

50 

 

51 

52 

53 

54 

 

報告 1 

 

2 

新宿区教育委員会の委員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する

条例（案）に関する意見について 

新宿区教育委員会教育長の給料等及び勤務等に関する条例の一部を改正する

条例（案）に関する意見について 

新宿区幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部改正について 

新宿区幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 

令和 5年度新宿区教育委員会会計年度任用職員の報酬額について 

令和 5年度新宿区一般会計補正予算（第 8号）（案）に関する意見について 

 

四谷地区における区立小学校の通学区域の見直しや緩和等の検討に係る意見

募集・地域説明会の実施について 

「第五次 新宿区子ども読書活動推進計画」の数値目標の進捗について 

 定例会 12 回 臨時会 4回 議案 54 件 協議 4件 報告 28 件 傍聴者延 62 人 
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(2) 学校訪問 

  定期的に学校を訪問し、学校の経営方針等の説明を受けるとともに、授業の様子や施設の状況

等を視察し、学校の実態の把握に努めています。 

令和 5年度学校訪問実施校 

実施日 校（園）名 実施日 校（園）名 

05 月 26 日（金） 愛 日 小 学 校 9 月 04 日（月） 四 谷 第 六 小 学 校 

06 月 19 日（月） 落合第六小学校 9 月 05 日（火） 西 早 稲 田 中 学 校 

06 月 22 日（木） 四 谷 小 学 校 9 月 06 日（水） 落合第二中学校 

06 月 23 日（金） 余 丁 町 小学 校 9 月 07 日（木） 柏 木 小 学 校 

06 月 26 日（月） 落合第三小学校 10 月 12 日（木） 市 谷 小 学 校 

06 月 27 日（火） 戸塚第三小学校 10 月 19 日（木） 新宿西戸山中学校 

6 月 29 日（木） 落合第四小学校 11 月 01 日（水） 鶴 巻 小 学 校 

07 月 04 日（火） 富 久 小 学 校 11 月 14 日（火） 戸塚第二小学校 

7 月 10 日（月） 牛込第三中学校 01 月 16 日（火） 落合第二小学校 

7 月 14 日（金） 牛込第一中学校 01 月 23 日（火） 花 園 小 学 校 

 

(3) 研究発表会への出席 

  教育委員会が指定した教育課題研究校が1～2年間をかけて研究した成果を発表する会に出席し

ています。 

令和 5年度教育課題研究校発表会 

実施日 校（園）名 実施日 校（園）名 

10 月 11 日(水) 落合第二小学校 10 月 11 日(水) 新 宿 養 護学 校 

 

(4) 学校行事への出席等 

  区立学校の入学式、卒業式及び 10 年ごとに実施する周年行事に出席するほか、中学校生徒会役

員交流会に出席し、生徒会役員の声を聞くなどの活動も行っています。 
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(2) 学校訪問 

  定期的に学校を訪問し、学校の経営方針等の説明を受けるとともに、授業の様子や施設の状況

等を視察し、学校の実態の把握に努めています。 

令和 5年度学校訪問実施校 
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06 月 22 日（木） 四 谷 小 学 校 9 月 06 日（水） 落合第二中学校 

06 月 23 日（金） 余 丁 町 小学 校 9 月 07 日（木） 柏 木 小 学 校 
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(4) 学校行事への出席等 

  区立学校の入学式、卒業式及び 10 年ごとに実施する周年行事に出席するほか、中学校生徒会役
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 6  教育委員会の点検・評価 

  「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基づき、教育委員会は、毎年、その権限に属す

る事務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、こ

れを議会に提出するとともに、公表することが義務付けられています。また、点検及び評価を行う

にあたっては、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を図るものとするとされています。 

  新宿区教育委員会では、教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価の実施方針に基

づき、点検及び評価を実施します。 

  ［令和 5 年度実績］ 

・有識者による意見聴取 

（学識経験者 3 名） 

令和 5 年  8 月 1 日(火) 

・教育委員会決定 令和 5 年 10 月 6 日(金) 

・議会報告・公表 令和 5 年 11 月 8 日(水) 

 

 

 7  教科用図書（教科書）の採択 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

教科用図書を種目ごとに

一種を採択します。 

新宿区教育委員会 

調査委員会及び学校から

報告された調査資料を､学

習指導要領及び研究資料

等に基づいて、検討・協議

します。 

検討委員会 意意見見聴聴取取  

教科用図書(教科書)採択までの手続き 

各学校に対し、全ての教

科用図書について調査研

究を依頼します。 

全ての教科用図書の調 

査研究にあたり､資料を 

作成します。 

学  校 

調調査査資資料料提提出出  

調調査査依依頼頼  

教科別に、全ての教科用 

図書について調査研究し、 

調査資料を作成します。 
調査委員会 

調調査査資資料料  

提提供供  
調調査査資資料料  
提提供供依依頼頼  

※採択結果については新宿区教育委員会事務局から 

東京都教育委員会へ報告する。 

報報告告  

調調査査依依頼頼  

全ての教科用図書に関

して意見聴取します。 

全ての教科用図書に関して

調査依頼を行います。 
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令和 6 年度新宿区立学校使用教科用図書一覧 

小学校教科用図書  中学校教科用図書 

種   目 発 行 者  種   目 発 行 者 

国    語 光村図書出版  国    語 光村図書出版 

書    写 光村図書出版  書    写 光村図書出版 

社    会 教 育 出 版        社会(地理的分野) 帝 国 書 院 

地    図 帝 国 書 院        社会(歴史的分野) 東 京 書 籍 
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特別の教科 道徳 日本文教出版  
技 術 ・ 家庭       
（技術分野） 

開 隆堂出版 

   
技 術 ・ 家庭       
（家庭分野） 

教 育 図 書 

   英    語 東 京 書 籍 

   特別の教科 道徳 教 育 出 版 

  教育委員会は、「新宿区立学校において使用する教科用図書(文部科学省検定済教科書)採択に関

する要綱」に従い、令和 6 年度に区立小・中学校で使用する教科書を、令和 5 年 8 月 4 日に採択

しました。 
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 8  広報活動 

  教育行政の施策や計画等に関する情報を広く区民に提供するため、教育委員会では広報紙「しん

じゅくの教育」や、ニュースリリース等で積極的に広報活動を行っています。 

(1) 「しんじゅくの教育」（教育だより） 

  昭和 62 年度より、教育行政に関する各種情報提供を目的とした広報紙「しんじゅくの教育」を

発行しています。新宿区教育ビジョンに基づき取り組んでいる事業や、区立学校の特色ある教育

活動を紹介するとともに、区民と行政が教育についてともに考える場として活用します。 

［令和 5 年度実績］ 

ア 配布対象 全区民 

イ 発行回数 年 4 回(4 月、7 月、11 月、2 月) 

ウ 発行部数 97,500 部 

エ 規  格 A4 判 4 ページ 4 色刷り 

オ 配布方法 (ｱ) 区立幼稚園・保育園・子ども園・小学校・中学校・特別支援学校の園児・

児童・生徒に配布 

 (ｲ) 朝日、産経、東京、日経、毎日、読売新聞の朝刊に折込んで各家庭に配布 

 (ｳ) 上記新聞を購読していない方には希望により郵送 

 (ｴ) 特別出張所、図書館等区内各施設の窓口にて配布 

 (ｵ) 区内の公衆浴場にて掲示 

              ※区ホームページにバックナンバーを掲載 

カ 視覚障害者用 

配布媒体 規  格 
発 行 部 数 

配布方法 
4 月 7 月 11 月 2 月 

点字版 B5 判 約 50 ページ 27 部 27 部 27 部 26 部 

希望により郵送 

カセットテープ版 60 分テープ 1 本 8 部 8 部 8 部 8 部 

デジタル音声図書

（デイジー）版 
ＣＤ－Ｒ1 枚 7 部 7 部 7 部 7 部 

ＣＤ版 ＣＤ－Ｒ1 枚 5 部 5 部 5 部 5 部 

※区ホームページに音声版（MP3 版）を掲載 

  

― 23 ―



 － 24 －    

(2) ニュースリリース 

  各学校での取組や教育施策について、適切な時機をとらえて「ニュースリリース」として新宿

区ホームページで紹介し、ＰＲに努めています。また、ニュースリリースするものは原則として

マスコミ向けに情報提供し、記事として取り上げてもらうよう依頼しています。 

 

(3) 「新宿区の教育」の発行(本誌) 

  新宿区教育委員会の教育行政のあらましを紹介する行政資料として、毎年発行しています。 

［令和 5 年度実績］ 

ア 規  格  A4判 146 ページ 

イ 発行部数  560 冊 

ウ 配布対象  区議会議員、教育関係者、区立学校、各特別区教育委員会等 

 

 
 9  情報公開制度及び個人情報保護制度の運営 

  新宿区では、情報公開制度を昭和 62 年 4 月 1 日から、個人情報保護制度を平成 2 年 10 月 1 日か

らそれぞれ実施しています。 

  当初、区立学校及び幼稚園については両制度の適用外となっていましたが、情報公開制度を平成 3

年 4 月 1 日に、個人情報保護制度を平成 5 年 3 月 31 日にそれぞれ適用し実施しています。 

  令和 5 年度の新宿区教育委員会の情報公開制度及び個人情報保護制度の運用状況は次のとおりで

す。 

(1) 情報公開制度 

 公文書公開請求の状況 

 単位：件 

請求・申出件数 公開決定等件数 

不服申立て

件 数 5年度分 4年度分 全部公開 部分公開 

非公開 

却 下 
未決定・

取 下 げ 
非 公 開 

情 報 
不 存 在 

存否応答

拒 否 

34 8 15 12 1 1 0 0 5 0 

 
(2) 個人情報保護制度 

ア 個人情報業務登録、個人情報ファイル登録の状況 

単位：件 

個 人 情 報 業 務 登 録 個人情報ファイル登録 

698 97 

※令和 6 年 3 月 31 日現在 

 

  

― 24 ―



 － 24 －    

(2) ニュースリリース 

  各学校での取組や教育施策について、適切な時機をとらえて「ニュースリリース」として新宿

区ホームページで紹介し、ＰＲに努めています。また、ニュースリリースするものは原則として

マスコミ向けに情報提供し、記事として取り上げてもらうよう依頼しています。 

 

(3) 「新宿区の教育」の発行(本誌) 

  新宿区教育委員会の教育行政のあらましを紹介する行政資料として、毎年発行しています。 

［令和 5 年度実績］ 

ア 規  格  A4判 146 ページ 

イ 発行部数  560 冊 

ウ 配布対象  区議会議員、教育関係者、区立学校、各特別区教育委員会等 

 

 
 9  情報公開制度及び個人情報保護制度の運営 

  新宿区では、情報公開制度を昭和 62 年 4 月 1 日から、個人情報保護制度を平成 2 年 10 月 1 日か

らそれぞれ実施しています。 

  当初、区立学校及び幼稚園については両制度の適用外となっていましたが、情報公開制度を平成 3

年 4 月 1 日に、個人情報保護制度を平成 5 年 3 月 31 日にそれぞれ適用し実施しています。 

  令和 5 年度の新宿区教育委員会の情報公開制度及び個人情報保護制度の運用状況は次のとおりで

す。 

(1) 情報公開制度 

 公文書公開請求の状況 

 単位：件 

請求・申出件数 公開決定等件数 

不服申立て

件 数 5年度分 4年度分 全部公開 部分公開 

非公開 

却 下 
未決定・

取 下 げ 
非 公 開 

情 報 
不 存 在 

存否応答

拒 否 

34 8 15 12 1 1 0 0 5 0 

 
(2) 個人情報保護制度 

ア 個人情報業務登録、個人情報ファイル登録の状況 

単位：件 

個 人 情 報 業 務 登 録 個人情報ファイル登録 

698 97 
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イ 個人情報業務委託、目的外利用、外部提供、外部電子計算機との結合、指定管理者による管

理、個人情報を取り扱う事務に係る実習生及び派遣労働者受入状況 

単位：件 

業務委託 目的外利用 外部提供 
外部電子計算機 

との結合 
指定管理者 
による管理 

実習生 
受入 

派遣労働者 
受入 

36 3 4 24 10 4 12 

 

ウ－1 保有個人情報開示請求の状況 

単位：件 

請求件数 開示決定等件数 

不服申立て

件 数 5年度分 4年度分 全部開示 一部開示 

非開示 

却 下 
未決定・

取 下 げ 
非 開 示 

情 報 
不 存 在 

存否応答

拒 否 

10 7 2 5 0 2 0 0 1 2 

 

ウ－2 保有個人情報訂正請求の状況 

単位：件 

請求件数 訂正決定等件数 

不服申立て

件 数 5年度分 4年度分 訂 正 一部訂正 

非訂正 

却 下 
未決定・

取 下 げ 非 容 認 不 存 在 
存否応答

拒 否 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

ウ－3 保有個人情報利用停止請求の状況 

単位：件 

請求件数 利用停止決定等件数 

不服申立て

件 数 5年度分 4年度分 全部停止 一部停止 

非停止 

却 下 
未決定・

取 下 げ 非 容 認 不 存 在 
存否応答

拒 否 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

(3) 審査請求 

 公文書公開請求及び保有個人情報開示請求等の審査請求の処理状況 

単位：件 

審査請求件数 決定件数 

5年度分 4年度分 却 下 棄 却 一 部 認 容 全 部 認 容 未 決 定 

2 0 0 0 0 0 2 

 
10 教育委員会表彰 

  新宿区教育委員会では、学校教育、社会教育、スポーツ振興、文化・学術等に顕著な功績又は模

範として推奨するに値する業績があった方をたたえるため、随時表彰を行っています。 

  表彰にあたっては、教育長を会長とする審査会において、教育委員会事務局各課長及び区立学校

長等から推薦のあった候補者について審査し、被表彰者を決定しています。 
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11 歴代教育委員及び教育長 (令和 6 年 8月 1 日現在) 

氏   名 就 任 年 月 日 退 任 年 月 日 備   考 

高 井 忠 雄 昭和 31 年 10 月 1 日 昭和 34 年 9 月 30 日  

升 本 喜兵衛   31年 10 月 1 日   36 年 9 月 30 日  

松 下   実   31年 10 月 1 日   35 年 9 月 30 日  

黒 田 正 夫   31年 10 月 1 日   33 年 9 月 30 日  

堀 口 鋼 鉄   31年 10 月 1 日   33 年 5 月 13 日  

金 子   博   33 年 6 月 26 日   39 年 9 月 30 日  

栗 田 秀 雄   33年 10 月 1 日   37 年 9 月 30 日  

渡 辺 福太郎   34年 10 月 1 日   38 年 9 月 30 日  

長谷山 峻 彦   35年 10 月 1 日   39 年 9 月 30 日  

上 島 茂 夫   36年 10 月 1 日   40 年 9 月 30 日  

田 辺 秀 雄   37年 10 月 1 日   41 年 9 月 30 日  

早 川   清   38年 12 月 19 日   42年 12 月 18 日  

原   唯 吉   39年 10 月 1 日   43 年 9 月 30 日  

松 下   実   39年 10 月 1 日   42 年 3 月 7 日  

山 本 克 忠   40年 10 月 1 日   43年 10 月 3 日  

大 内 脩二郎   41年 10 月 1 日   45 年 9 月 30 日  

天 利 長 三   43年 10 月 26 日   56 年 9 月 30 日  

高 橋 仁 三   43年 10 月 26 日   51年 11 月 3 日  

高 山 政 子   43年 10 月 26 日   51年 11 月 3 日  

山 地 英太郎   43年 10 月 26 日   51年 11 月 3 日  

三 輸 善 雄   45年 10 月 1 日   50 年 5 月 31 日  

千 葉 清 雄   50 年 6 月 27 日   57 年 9 月 30 日  

大 野 憲 吉   51年 12 月 8 日   59年 12 月 7 日  

佐 藤 繁 信   51年 12 月 8 日   59年 12 月 7 日  

山 地 英太郎   51年 12 月 8 日   55年 12 月 7 日  

高 山 政 子   55年 12 月 8 日   63年 12 月 7 日  

辻 田 正 巳   56年 10 月 1 日 平成 5 年 9 月 30 日  

浜 野 政 雄   57年 10 月 1 日 61 年 9 月 30 日  

細 谷 純之助   59年 12 月 8 日 平成 4 年 12 月 7 日  

増 田 喜代藏   59年 12 月 8 日 60年 12 月 20 日  

蜂 谷 栄 治   61 年 4 月 1 日 平成 4 年 12 月 7 日  

大 野 初 枝   61年 10 月 1 日    2 年 9 月 30 日  

小 林 辰 重   63年 12 月 8 日    4 年 12 月 7 日  

十 返 千鶴子 平成 2 年 10 月 1 日   10 年 9 月 30 日  

安 原 正 之    4 年 12 月 8 日   12 年 12 月 7 日  

井 内   昇    4 年 12 月 8 日   12 年 12 月 7 日  
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氏   名 就 任 年 月 日 退 任 年 月 日 備   考 

森 岡 泰 弘 平成 4 年 12 月 8 日 平成 12 年 12 月 7 日  

山 本 隆 司    5 年 10 月 1 日    9 年 4 月 8 日  

石 原 文 之    9 年 6 月 20 日   13 年 9 月 30 日  

櫻 井 美紀子   10 年 10 月 1 日   18 年 9 月 30 日  

内 藤 頼 誼   12 年 12 月 8 日   19年 12 月 11 日  

熊 谷 洋 一   12 年 12 月 8 日   24 年 12 月 7 日  

山 﨑 輝 雄   12 年 12 月 8 日   16 年 12 月 7 日  

木 島 冨士雄   13年 10月 17 日   21年 10 月 16 日  

金 子 良 江   16 年 12 月 8 日   20 年 12 月 7 日  

白 井 裕 子   18 年 10 月 1 日   26 年 9 月 30 日  

羽 原 清 雅   19年 12月 12 日 令和 2 年 12 月 7 日  

松 尾   厚   20 年 12 月 8 日 27年 12 月 7 日  

石 崎 洋 子   20 年 12 月 8 日   24 年 12 月 7 日  

菊 池 俊 之   21年 10月 17 日 29年 10 月 16 日  

今 野 雅 裕   24 年 12 月 8 日 5 年 3 月 20 日  

酒 井 敏 男   24 年 12 月 8 日     28 年 3月 31 日  

古 笛 恵 子    26 年 10 月 1 日 在 任 中  

菊 田 史 子    27 年 12 月 8 日 令和 元年 12 月 7 日  

酒 井 敏 男   28 年 4 月 1 日    4 年 3 月 31 日 教育長 

星 野    洋 29年 10 月 17 日 在 任 中  

山 下 浩一郎 令和 元年 12 月 8 日    5 年 12 月 7 日  

年 綱 和 代 2 年 12 月 8日 在 任 中  

針 谷 弘 志 4 年 4 月 1 日 在 任 中 教育長 

鴨 川 明 子 5 年 3 月 21 日 在 任 中  

的 場 美規子 5 年 12 月 8日 在 任 中  

※昭和 31 年 10月 1 日からの歴代教育委員を掲載しています。 

※平成 28 年 4 月 1 日からの歴代教育長を掲載しています。なお、酒井敏男教育委員は、

平成 28 年 3 月 31 日にその職を辞し、同年 4 月 1 日にあらためて教育長に任命されま

した。 
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第 4  教育予算の概要 

 1  令和 6 年度予算の概要 
  令和 6年度の教育費予算（当初予算）は、212 億 502 万 2 千円（昨年度 153 億 1,091 万 4 千円）で、

これは 30 ページの図で示すように、区一般会計歳出予算 1,844 億 9,802 万 6 千円の 11.5％を占めて

います。 

  本年度の主な事業は次のとおりです。 

 

新宿区第三次実行計画事業及び拡充事業等                   （単位：千円） 

個別目標 № 事  業  名 予算額 

安心できる子育て環境

の整備 

1 学童擁護委託 99,164 

2 私立幼稚園緊急助成 12,128 

未来を担う子どもたち

の生きる力を伸ばす教

育の充実 

3 不登校児童・生徒への支援【計画】 6,161 

4 ICT を活用した教育の充実【計画】 953,975 

5 入学祝金支給 386,986 

6 学校給食費等助成（学校給食費助成） 871,555 

7 学校給食費等助成（私立学校就学者等への食材料費等助成） 358,797 

8 教育センター運営費 教育相談 103,980 

9 日本語サポート指導 76,292 

10 学校支援体制の充実 176,668(※) 

11 地域協働学校の充実 22,168 

12 特別支援教育の推進 355,444 

13 部活動運営支援事業 122,832 

14 特別支援教室等の運営（小学校） 120,602 

15 四谷小学校校舎の増築 238,492 

16 西新宿小学校校舎の増築 1,025,891 

17 幼稚園の管理運営（預かり保育） 31,220 

18 幼稚園の管理運営（幼児教育の充実） 23,619 

19 保護者負担軽減補助金 171,207 

20 私立幼稚園事業助成（安全安心助成） 11,624 

21 私立幼稚園事業助成（一時預かり事業助成） 39,083 

22 私立幼稚園事業助成（未就園児預かり事業助成） 35,532 
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生涯にわたり学習・スポ

ーツ活動などを楽しむ

環境の充実 

23 子ども読書活動の支援（絵本でふれあう子育て支援） 7,269 

24 
図書等資料購入、図書館情報システム機器賃借料等 

（電子書籍貸出サービスの導入） 
13,290 

平和都市の推進 25 平和啓発事業の推進【計画】（平和のポスター作品展） 481 

効果的・効率的な行財政

運営 

26 学校用務委託 375,387 

27 図書館情報システム機器賃借料等（図書館情報システムの更新） 165,205 

公共施設マネジメント

の強化 

28 旧学校施設の計画修繕【計画】 5,007 

29 教育センターの計画修繕【計画】 36,977 

30 小学校施設の計画修繕【計画】 567,065 

31 中学校施設の計画修繕【計画】 343,438 

32 中央図書館の計画修繕【計画】 2,805 

33 旧都立市ヶ谷商業高等学校の将来活用【計画】 3,596,733 

  ※1 号補正予算（令和 6年 2月）も含む 
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項目単位で四捨五入のうえ、合計が合うよう数値を一部調整しています。 

  
2  令和 5年度決算の概要 
  令和 5年度の教育費決算は、145億 6,523万 993円（昨年度 134億 4,450万 2,299円）で、これは

区一般会計歳出決算 1,784億 65万 9,365円の 8.2％を占めています。 

 

 

 

項目単位で四捨五入のうえ、合計が合うよう数値を一部調整しています。 

 
 

（単位：千円） 

 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

区一般会計 141,970,899 146,235,006 184,186,917 166,751,200 172,221,068 178,400,659 

教 育 費 9,577,375 10,051,522 11,276,876 11,740,916 13,444,502 14,565,231 

構 成 比 6.8% 6.9% 6.1% 7.0% 7.8% 8.2% 

 

教育費

15,310,914

9.0%

福祉費

46,229,748

27.3%

子ども家庭

費

32,395,446

19.1%

健康費

20,868,746

12.3%

総務費

11,893,739

7.0%

その他

42,761,976

25.3%

令和6年度区一般会計歳出予算内訳

（単位：千円）

歳 出

169,460,569

教育総務費

4,900,524

32.0%

小学校費

5,006,203

32.7%

中学校費

1,802,774

11.8%

特別支援

学校費

247,352

1.6%

区外学習

施設費

268,414

1.8%

幼稚園費

1,428,988

9.3%

図書館費

1,656,659

10.8%

令和6年度教育費歳出予算内訳

（単位：千円）

教育費歳出

15,310,914

教育費

13,444,502

7.8%

福祉費

45,325,631

26.3%

子ども家庭費

32,055,987

18.6%

健康費

21,126,442

12.3%

土木費

10,865,382

6.3%

その他

49,403,124

28.7%

令和5年度区一般会計歳出決算内訳

（単位：千円）

歳 出

172,221,068

教育総務費

4,417,790

32.9%

小学校費

4,106,450

30.5%

中学校費

1,575,410

11.7%

特別支援

学校費

281,148

2.1%

区外学習

施設費

248,213

1.9%

幼稚園費

1,336,475

9.9%

図書館費

1,479,016

11.0%

令和5年度教育費歳出決算内訳

（単位：千円）

教育費歳出

13,444,502
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21,205,022

11.5%

福祉費

47,051,289

25.5%

子ども家庭費

35,038,051

19.0%

健康費

19,789,976

10.7%

総務費

16,247,289

8.8%

その他

45,166,399

24.5%

歳 出
184,498,026

教育費

14,565,231

8.2%

福祉費

44,455,481

24.9%

子ども家庭費

32,478,857

18.2%

総務費

21,311,951

11.9%

健康費

19,717,326

11.1%

その他

45,871,813

25.7%

歳 出
178,400,659

教育総務費

6,026,775

28.4%

小学校費

5,691,132

26.8%

中学校費

5,200,109

24.5%

特別支援

学校費

246,486

1.2%

区外学習

施設費

284,377

1.4%

幼稚園費

1,547,229

7.3% 図書館費

2,208,914

10.4%

教育費歳出
21,205,022

教育総務費

4,719,885

32.4%

小学校費

4,609,346

31.7%

中学校費

1,704,129

11.7%

特別支援

学校費

230,566

1.6%

区外学習

施設費

260,890

1.8%

幼稚園費

1,404,151

9.6%

図書館費

1,636,264

11.2%

教育費歳出
14,565,231
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Ⅱ 学 校 教 育 
 

第 1  学校教育の充実 

 社会が急速に変化を遂げる中、新宿区の子どもたちが夢と希望をもち成長していけるよう、新宿区

教育委員会は「教育目標」及び教育基本法に定める教育振興基本計画として平成 30 年 2 月に策定した

「新宿区教育ビジョン」に基づき、教育行政を推進しています。 

学校教育においては、次代を担う子どもたちに必要な、確かな学力、豊かな心、健やかな体の知・

徳・体のバランスがとれた「生きる力」を育むため、子どもの学力や学習の状況、心や体の状況等のさ

まざまな課題を的確に捉え、就学前教育及び 9 年間の義務教育を通じてより質の高い教育の実現に努

めています。また、「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」の達成に向け、あらゆる教育・学習機会を捉え

て、「持続可能な社会の創り手」の育成を目指しています。学習指導支援員の全校配置や新宿区版ＧＩ

ＧＡスクール構想に基づく児童・生徒 1人1 台のタブレット端末の活用等、各学校の教育活動の支援に

重点を置いた取組を進めるとともに、高い資質・能力を備えた教員が指導に当たり、「主体的・対話的

で深い学び」や、活気あふれる魅力ある学校の実現のため、学校の経営力の強化を図っています。さら

に、特別な支援を必要とする子どもの教育ニーズに応えるための特別支援教育の推進や、いじめの未

然防止・早期発見、不登校児童・生徒に対する多様な教育機会の確保の観点をふまえた適切な対応に重

点的に取り組んでいます。 

このほか、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を契機として、子ども一人ひと

りの心と体に人生の糧となるようなレガシーを残していくため、すべての学校及び幼稚園でさまざま

な学習活動や体験の機会を提供しています。 

また、教育活動を実際に行っている学校だけではなく、学校・家庭・地域がそれぞれの役割、機能を

発揮し、相互に連携・協力して子どもの教育を行っていくことが大切であることから、地域協働学校

（コミュニティ・スクール）の充実をはじめ、地域と連携した教育についても取り組んでいます。 

 

第 2  いじめ防止等の取組 

 いじめは、いじめを受けた子どもの教育を受ける権利を著しく侵害し、その心身の健全な成長及び

人格の形成に重大な影響を与えるばかりでなく、その生命又は身体に重大な危険を生じさせるおそれ

があるものです。 

 教育委員会は「新宿区いじめ防止等のための基本方針」に基づき、家庭・学校・地域や関係機関等と

連携して、いじめの未然防止と早期発見・早期解決等に取り組んでいます。 

 

 1  新宿区いじめ防止等のための基本方針 

  いじめ防止対策推進法に基づき、平成 26 年 3 月、新宿区いじめ防止等のための基本方針を策
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[基本理念] 

○いじめは重大な人権侵害であるとの認識に立ち、いじめの防止に取り組みます。 

○いじめはどの学校、どの子どもにも起こり得るとの認識に立ち、いじめの早期発見に努めま

す。 

○子どもの生命及び心身を保護することが特に重要であるとの認識に立ち、いじめを受けた子

どもに寄り添うとともに、学校、家庭、地域、関係機関等と連携し、これを解決します。 

 

 2  人権教育、道徳教育の推進 

  児童・生徒の豊かな情操と道徳心を培い、心の通う人間関係を構築する能力の素地を養うことが、

いじめの防止に資することをふまえ、すべての教育活動を通じた人権教育、道徳教育等の充実を図

ります。 

(1) 人権教育の推進 

  子どもたちが人権尊重の理念を正しく理解し、あらゆる偏見・差別をなくす指導を徹底すると

ともに、特別支援教育の充実と連帯感の育成を図るための教職員の研修を実施します。また、多文

化共生の視野をもった児童・生徒を育成し、人間愛、男女平等、世界平和等について家庭において

も家族で考える機会が得られるよう努めます。 

  人権尊重教育推進委員会では取り組むべき課題や指導のあり方を協議するとともに、教育委員

会が指定する人権教育推進校において研究を進め、その成果を各学校に普及していきます。 

 

(2) 道徳教育の推進 

  「特別の教科 道徳」の時間を要に、学校の教育活動全体を通して道徳教育を展開し、発達の段

階に応じた指導内容の重点化や体験活動の充実を図ります。教科書や東京都教育委員会から配布

される東京都道徳教育教材集等の道徳副読本など、豊かな心の糧となるような資料や生きること

の価値を深く考えさせるような資料等を活用して、道徳教育の充実を図っていきます。 
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 3  いじめ防止対策の推進体制 

  新宿区子ども家庭・若者サポートネットワークを中心として、子ども学校サポート部会や各学校

における取組との連携を図りながら、いじめ防止対策を推進しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 4  新宿区学校問題支援室 

(1) 新宿区学校問題支援室 

  「新宿区学校問題支援室」は、新宿区いじめ防止等のための基本方針に掲げる基本理念に基づ

き、いじめや不登校、その他問題行動に対する学校の対応を総合的に支援するため、教育委員会内

に設置された専門家チームです。学校問題支援室は、統括指導主事・指導主事・学校問題サポート

専門員・スクールソーシャルワーカーで構成されています。 

[主な支援内容]  ・学校における問題行動の防止等の取組に対する指導・助言 

      ・学校における問題行動の実態把握及び調査・分析 

      ・学校において発生した問題行動に対する追跡調査等個別事例への対応 

      ・学校からの法律相談への対応 

      ・児童・生徒、保護者等からの相談への対応 

       ・その他、生活指導全般について 

 

(2) 不登校児童・生徒への支援 

不登校児童・生徒に対しては、「学校に登校する」という結果のみを目標とせず、多様で適切な

教育機会の確保に努めるとともに、不登校児童・生徒が自ら進路を主体的に捉え、社会的に自立す

ることを支援する体制の充実を図ります。 

平成 24 年度から、児童・生徒の不登校対策の一環として、社会福祉士等の資格を有するスクー

ルソーシャルワーカーを 2名配置しました。平成 29 年度からは 3名に増員して各学校を定期的に

※新宿区学校問題等調査委員会は、令和 3年 4月より新宿区いじめによる重大事

態調査委員会及び新宿区いじめによる重大事態等に関する協議会に変更 
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訪問し、児童・生徒の抱える課題の解決に向けて学校への助言を行ったり、関係機関とのネットワ

ーク構築や連携・調整に当たったりしています。教育委員会事務局内に設置した学校問題支援室

の構成員として活動しています。また、令和 6年度は家庭と子供の支援員を 22 校に配置し、教職

員と相談しながら、支援の必要な児童・生徒やその保護者のニーズに応じた支援等を行っていま

す。さらに、東京都教育委員会と連携した仮想空間（メタバース）を活用したオンラインによる支

援について、令和 4年 12 月に東京都と協定を締結し、つくし教室に通う児童・生徒を対象に、令

和 5年 1 月から利用を開始しています。 

※スクールソーシャルワーカー…社会福祉の専門的知識、技術を活用し、問題を抱えた児童・生徒

を取り巻く環境に働きかけ、家庭、学校、地域の関係機関をつなぎ、学校だけでは支援が難しい

児童・生徒の問題解決のための支援を行う。 

※家庭と子供の支援員…児童・生徒の不登校や問題行動の改善、未然防止のため、児童・生徒及び

保護者への相談・助言を行う。 

※仮想空間（メタバース）…インターネット上に構築された仮想の教室であり、児童・生徒はこの

空間の中で自分の分身（アバター）を使って相互に交流する。 

 

    令和 5 年度主訴別スクールソーシャルワーカー相談件数 

主訴別内訳 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

合 

計 

知
能
・
学
業 

身
体
・
精
神
・ 

発
達
障
害 

性
格
・
行
動 

児
童
虐
待 

そ
の
他 

小学生 5 79 47 62 139 332 

中学生 1 32 20 22 37 112 

計 6 111 67 84 176 444 

 

 5  新宿区いじめによる重大事態調査委員会 
専門家（法律・医療・学識経験）で構成する「新宿区いじめによる重大事態調査委員会」を教育委

員会に設置し、いじめにより児童・生徒の生命や財産が脅かされるなどの重大事態が発生した際に、

当該重大事態を調査するとともに、同種の事態の発生を防止します。 

また、上記の専門家と教育委員会事務局職員で構成する「新宿区いじめによる重大事態等に関す

る協議会」を設置し、重大事態の調査の手法や対応の流れ等について事前に協議を行うとともに、

「子ども学校サポート部会」といじめ等に係る情報や課題の共有を図ります。 
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 6  「より良い学校生活と友達づくりのためのアンケート（hyper-ＱＵ）」の実施  

  平成 27 年度から、小学校 4 年生から中学校 3 年生を対象に、「より良い学校生活と友達づくりの

ためのアンケート（hyper-ＱＵ）」を導入し、教職員が学級の状況や児童・生徒の実態を客観的に把

握するとともに、いじめ等の未然防止や早期発見・早期対応のための組織的な対応の推進を図って

います。 

【期待される効果】 

○いじめの発生・深刻化の予防や、いじめ被害にあっている児童・生徒の発見に活用することができ

る。 

○学級集団の雰囲気や状態を把握することにより、いじめ等の未然防止や早期発見・早期対応に向

けて組織的な対応を行うことができる。 

〇個々に返却される個人票を参考にして、自分の学校生活を振り返る機会とすることができる。 
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第 3  教育活動支援 

 1  教育活動支援事業 

(1) 学習指導支援員の全校配置 

  少人数・習熟度別指導等、子ども一人ひとりに応じたきめ細かな指導を行い、基礎・基本の定

着を図るとともに、各校の連携教育の推進、小 1 問題や中 1 ギャップなど各校の教育課題への対

応を支援していくため、教員免許状を保有した区費講師である学習指導支援員を各学校に 1～2 名

配置しています。 

 

(2) 放課後等学習支援の実施 

  各小・中学校に複数の学習支援員を配置し、授業だけでは学習内容の習得が十分でない児童・

生徒や学習意欲・学習習慣に課題がある児童・生徒に対し、放課後等に一人ひとりの学習到達状

況に応じたきめ細かな指導を行っています。また、学習意欲の向上や学習習慣の定着を図り、家

庭でも自分で学習を進められるよう児童・生徒の自学自習を支援し、基礎学力の定着を目指して

います。 

 

(3) 国際理解教育 

ア 外国人英語教育指導員（ＡＬＴ）の配置（小学校） 

(ｱ) 目 的 

  区立小学校における外国語科及び外国語活動（英語活動）に指導助手として配置し、質の

高い授業を実施することで、英語教育の充実を図るとともに、交流活動等国際理解教育の推

進と、コミュニケーション能力の向上を図ります。 

(ｲ) 内 容 

  授業において、英語を用いる具体的な場面で外国人英語教育指導員による生きた英語に触

れる機会の充実を図るとともに、外国人英語教育指導員とのコミュニケーションを取り入れ

た指導を行います。また、外国人英語教育指導員は、英語の教材作成等にも当たります。 

(ｳ) 配 置 

  1・2 年生（年間 10 時間程度） 

  3～6 年生（年間 35 時間） 

 

イ 外国人英語教育指導員（ＡＬＴ）の配置（中学校） 

(ｱ) 目 的 

  区立中学校における英語授業及び部活動等に指導助手として配置し、質の高い授業を実施

することで、英語教育の充実を図るとともに、交流活動等国際理解教育の推進と、コミュニ

ケーション能力の向上を図ります。 

(ｲ) 内 容 

  外国人英語教育指導員とのコミュニケーションを通して、標準的な英語音声に接し、音声

を通して重要な情報を判断したり、英語で情報や自分の考えを述べたりすることができるよ

うにします。また、外国人英語教育指導員は、英語の教材作成やスピーチ・英語劇の指導・
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うにします。また、外国人英語教育指導員は、英語の教材作成やスピーチ・英語劇の指導・
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助言等にも当たります。 

(ｳ) 配 置 

  全学年（年間 70 時間） 

 

ウ 日本語サポート指導 

  外国等から編（転）入した幼稚園児・児童・生徒を対象に、日本語の初期指導及び日本の学

校生活への円滑な適応を支援しています。 

[日本語初期指導] 

 外国等から編（転）入した幼稚園児・児童・生徒を対象に、日本語の指導及び日本の学校生活

への円滑な適応を支援しています。 

・教育センターにおける集中指導    ：上限 30 時間 

・学校、園における個別指導  幼稚園児：上限 50 時間、小学校 1・2 年生：上限 50 時間 

               小学校 3 年生以上：上限 70 時間、中学生：上限 70 時間 

               ※集中指導を受けていない場合は、必要に応じて 30 時間を限

度に延長指導を実施 

[日本語学習支援] 

・各小・中学校における放課後等を活用した日本語による教科指導及び日本語学習の指導 

   時数：1 日 2 時間を基本とし、70 回実施 

[外国籍等の中学生に対する進学支援] 

・外国から転（編）入した外国籍等の中学 3 年生に対する、母語と学習習熟度に応じた 5 教科

（国語・数学・理科・社会・英語）の学習指導及び進学支援 

   時数：1 回 2 時間を基本とし、年 35 回実施 

 

(4) サイエンス・プログラムの推進 

  学校における理科教育の充実及び教員の指導力・資質の向上を図ります。また、観察・実験等

を通して小・中学生の理科（科学）に対する興味・関心を高めます。 

【事業内容】 

ア 観察実験アシスタントの派遣 

  小学校の理科教育の資質向上のため、学校の要請により理科授業の改善指導、観察・実験等

の授業支援を行います。 

 

イ 理科実験名人の派遣 

  小学校において、理科実験名人の講師による特別プログラムの理科実験授業を行い、児童の

理科学習に対する興味・関心を高めます。 

 

ウ 新宿版サイエンス・パートナーシップ・プログラム（ＳＰＰ） 

  中学校において、早稲田大学や研究機関から講師、実験助手を招き、先端科学技術をふまえ

た特別授業を行い、理科学習の面白さを体験させ、興味・関心を高めます。 
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エ 理科実験教室の開催 

  教育センターの科学教室を拠点として、希望する児童・生徒を対象に、科学実験や科学施設

の見学会等を実施し、さまざまな科学的な体験を積ませることで、科学に対する興味・関心を

高め、科学的思考力・表現力を伸ばします。 

 

令和 5 年度事業実績 

事 業 名 対  象 事業実施内容 

観察実験アシスタン

トの派遣 
小学校 8 校延べ 192 回 

理科の退職教員による実験や授業の進め方

等の指導・助言 

理科実験名人の派遣 小学校 29 校 62 学級 

ドライアイスであそぼう、チョウをそだてよ

う、世界で一番強いじしゃくであそぼう、こ

ん虫をしらべよう 等 

新宿版サイエンス・

パートナーシップ・

プログラム（SPP） 

中学校 10 校 27 学級 身の回りの光を見てみよう 

理科実験教室の開催 
小学校 6 年生 24 名 

中学校 1・2年生 17 名 

超電導、放射線観察、電池づくり、ロボット

プログラミング 等 

 

(5) 学校図書館の充実 

  子どもたちが主体的に本に親しみ、読書に取り組むことができるようにするとともに、学校図

書館を活用したさまざまな学習活動が展開できるように学校図書館の充実を図っています。 

  司書等（学校図書館支援員）を全校の学校図書館に定期的に配置し、司書の専門性を活かしな

がら、カウンター業務、児童・生徒への読書案内とレファレンス（調べ学習や資料探しの支援）

等の図書館業務を担います。また、図書を計画的に購入し、蔵書の充実を図ります。さらに、学

校図書館の機能拡充を図り、より一層活用できるよう、令和元年度から全区立小学校の学校図書

館を放課後等も開放し、児童の読書活動の推進を図るとともに、自学自習や調べ学習等が可能な

場を提供しています。 

 

(6) 学校情報ネットワークシステムの活用 

  平成21年度に教員1人に1台のパソコンを配備するとともに、小・中学校全校をネットワーク化

する「校務用ネットワークシステム」を構築しました。学籍・成績管理等の校務支援システム等

により校務処理の効率化を図るとともに、教員間の情報共有を進め、子どもにとってより分かり

やすく、学習効果の高い授業となるよう取り組んでいます。 

  また、将来、子どもたちが情報社会の中で生きていくために必要な資質や情報処理能力を育む

ために、平成21年度から平成23年度にかけて、区立学校「教育用ネットワークシステム」として、

平成29～30年度にタブレット型パソコン、また、普通教室・特別教室・少人数教室等に電子黒板

機能付きプロジェクタ及び最新の実物投影機を整備し、主体的・対話的で深い学びを可能とする

より使いやすいＩＣＴ環境を構築しました。 
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場を提供しています。 
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  平成21年度に教員1人に1台のパソコンを配備するとともに、小・中学校全校をネットワーク化

する「校務用ネットワークシステム」を構築しました。学籍・成績管理等の校務支援システム等

により校務処理の効率化を図るとともに、教員間の情報共有を進め、子どもにとってより分かり
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  そして、令和 2 年度、新宿区版 GIGA スクール構想に基づく児童・生徒 1人 1 台タブレット端末

（約 15,000 台）を整備し、授業及び家庭学習における活用を開始し、学校が分散登校を実施した

際には、オンラインを活用した学習指導を実施しました。また、令和 4 年 8 月からの教員のＩＣ

Ｔ活用をサポートするＩＣＴ支援員の学校巡回体制の拡充や、令和 5 年 9 月の全普通教室へのデ

ィスプレイ型電子黒板の導入など、学校の授業改善をより推進しています。今後も、子どもたち

を誰一人取り残すことなく、習熟度に応じた個別最適な学びや、協働的な学びによる深い学びを

実現するとともに、学級閉鎖等が生じた際は、同時双方向の遠隔授業の実施や児童・生徒と教員

との通信手段として活用します。 

 

(7) 情報モラル教育の推進 

  学校情報ネットワークシステムを活用し、児童・生徒が情報化のもつさまざまな側面を理解で

きるようにし、情報機器を適切に利活用する能力の育成を図っています。平成 26 年度から、イン

ターネットにおけるいじめやトラブルの未然防止、情報モラル教育を教育課程に位置付け、小・

中学校において民間技術者を活用した情報モラル教育の授業を実施しています。新宿区版 GIGA

スクール構想に基づく 1 人 1 台タブレット端末の配布に伴い、令和 3 年度からは児童・生徒のタ

ブレット端末の利用機会が増えていることから、長時間利用等の防止に向けた取組も扱っていま

す。また、携帯電話・スマートフォン・タブレット等の安全な利用に関する理解啓発資料を作成

し、家庭向けに配布しています。 

  さらに、情報教育に携わる教員に対し、ネットいじめにかかわる実態やその対処の仕方、教員

として知っておくべき有益サイト情報等について理解を深め、情報社会を生きる子どもたちに情

報モラル等の指導を適切に行うための研修会を実施しています。 

 

(8) 移動教室等 

ア 校外学習 

  校外の自然や文化に触れさせることにより、豊かな経験を与え、集団生活のきまりや集団行

動を身に付けさせ、公衆道徳等の実践的体験を積ませるため、各学校では校外学習を実施して

います。 

  小学校では、1 年生から 6 年生までの縦割り班による全校遠足や 2 学年合同の遠足等、異年齢

間での生活体験を豊かにするための工夫を行っています。場所は、自然に恵まれた新宿御苑、

井の頭公園、多摩動物公園、昭和記念公園、高尾山等を利用し、主に春と秋に実施しています。 

  中学校では、班行動による文化施設見学等多岐にわたりますが、場所は、都内、鎌倉等を利

用しています。 

  なお、幼稚園では、ほぼ月 1 回の割合で、区内の公園を利用して園外保育を実施し、幼児の

自然との触れ合いを大切にしています。 

 

イ 修学旅行 

  中学校では、3 年生を対象に 2泊 3 日の日程で修学旅行を実施しています。修学旅行のねらい

としては次のことが挙げられます。 

(ｱ) 平素と異なる生活環境の中で、生徒同士や教師との人間的な触れ合いを経験するとともに、
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生涯の楽しい思い出をつくる。 

(ｲ) 広く我が国の自然、文化、産業等に接することによって、各教材やその他の学習を拡充し、

広い知見と豊かな情操を育てる。 

(ｳ) 楽しく豊かな集団行動を通して、健康・安全、集団生活のきまり、公衆道徳等について望

ましい体験を積ませる。 

  各学校では、修学旅行の充実を図るため、旅行地について慎重に検討し、事前の課題学習や、

現地での体験学習、事後の発表会等、創意・工夫に努めています。関西方面に出かけ、時期と

しては、例年 5・6・9月に実施しています。 

 

ウ 移動教室 

  各学校では、区の区外学習施設や民間借上施設等を利用し、2 泊 3日の日程で移動教室を実施

しています。 

  この行事のねらいとして次のことが挙げられます。 

(ｱ) 豊かな自然と触れ合い、情操を養うとともに、心身を鍛練する。 

(ｲ) 集団生活を通して、健康・安全に対する態度を養い、集団におけるきまりや、公衆道徳に

ついて望ましい体験を積ませる。 

(ｳ) 友情を深め、よりよい人間関係を育てる。 

  小学校では、館山・日光・伊那・河口湖にて、民間施設等を利用し、6 年生の児童全員を対象

に実施しています。通常の学習では体験できない社会や理科の学習の良い機会となるよう、見

学地として、館山では、鎌倉、砂山、沖ノ島、鴨川シーワールド等を、日光では、東照宮、華

厳の滝、戦場ヶ原、足尾銅山等を利用しています。伊那では、市内農家での農家民泊とますみ

ヶ丘の「新宿の森」での間伐体験を実施しています。また、河口湖では、青木ヶ原樹海、富士

山レーダードーム、リニア見学センター等を利用しています。 

中学校では、区外学習施設である女神湖高原学園を利用し、1・2 年生の生徒全員を対象に実

施しています。学園の周辺には、白樺の映える高原が広がり、花の宝庫霧ケ峰、森林美が鮮や

かな北八ヶ岳にも近く、生徒の心身の鍛練や自然の中での教育にふさわしい環境です。1 年生

は、春を中心に車山高原において高山植物や野鳥の観察・写生・ハイキング等を、2 年生は、白

樺高原国際スキー場において冬季スキー移動教室を実施しています。 

なお、これまで小学校 5 年生の希望者を対象に、女神湖高原学園を利用し、夏季休業中に教 

育課程外として実施していた夏季施設については、令和 6 年度から 5 年生の児童全員を対象に

教育課程内の移動教室として 6 月～10 月（夏季休業中を除く）に実施します。車山、霧ケ峰高

原のハイキング、牧場の見学、飯ごう炊さん等のさまざまな体験学習を通して、自然に親しみ、

自然を愛する心を養い、心身を鍛え、集団生活における協働・自立の精神の育成を図ります。 
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教育課程内の移動教室として 6 月～10 月（夏季休業中を除く）に実施します。車山、霧ケ峰高

原のハイキング、牧場の見学、飯ごう炊さん等のさまざまな体験学習を通して、自然に親しみ、

自然を愛する心を養い、心身を鍛え、集団生活における協働・自立の精神の育成を図ります。 
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令和 5 年度実績 

実 施 場 所 期  間 
参加児童 

・生徒数 
備  考 

館 山 5～6 月、10 月 197 人 小学校 5 校 

日 光 5～6 月、8～10 月 1,059 人 小学校 18 校 

伊      那 7～9 月 191 人 小学校 5 校 

河   口   湖 10 月 48 人 小学校 1 校 

女神湖高原学園 

7～8 月（小 5 夏季施設※） 1,521 人 小学校 29 校 

5～6 月（中 1 移動教室） 919 人 中学校 10 校 

1～2 月（中 2 スキー移動教室） 861 人 中学校 10 校 

※令和 6 年度からは移動教室として実施します。 

 

エ その他 

  その他の校外での指導としては、プラネタリウムの見学、社会科見学等を各学校において適

宜実施し、成果を収めています。 

 

(9) キャリア教育・進路指導  

  一人ひとりの子どもが、社会の一員であることを認識するとともに、自己の個性を理解し、社

会的・職業的自立に必要な能力や態度を身に付けられるよう、発達段階に応じたキャリア教育を

行っています。 

  小学校では、各教科や校内活動、地域社会とかかわる活動等を通じて、働くことの意義や、自

分が「できること」「意義を感じること」を理解し行動することなどを学習しています。 

  中学校では、各教科・活動を通じて、社会における自らの役割や将来の生き方・働き方等につ

いて考えさせるとともに、目標を立てて計画的に取り組む態度の育成を図っています。 

  また、小学生による「職場訪問」や中学 2 年生の「職場体験」については、スクール・コーデ

ィネーターや地域協働学校運営協議会が中心となって受入れ事業所との調整を行い、効果的な学

習となるよう、体験内容の充実に努めています。 
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［進路状況］ 

    小学校卒業生の進路（令和 6 年 5 月現在） 

（人） 

 区立中学校・中等教育学校 
新宿区内 884 

新宿区外 29 

都立中学校・中等教育学校 24 

都内特別支援学校 3 

国立中学校・中等教育学校（都内） 12 

私立中学校（都内） 574 

都外の中学校 27 

他 4 

計 1,557 

     

中学校卒業生の進路（令和 6 年 5月現在） 

（人） 

都立高等学校等 393 

 国立・私立・他県の高等学校等 544 

専修学校、就職 28 

他 11 

計 976 

 

 

(10) 部活動 

  中学校の部活動は、生徒にとって望ましいスポーツや文化等の環境を構築するという観点から、

以下の 3 つの点を目指し、運動部・文化部合わせて 110 以上の部活動が行われています。 

・生徒がスポーツや文化・科学等の活動を楽しむことで学習意欲の向上や責任感、連帯感の涵養、

運動習慣の確立等を図り、学校教育が目指す資質・能力の育成を図ること 

・生徒の自主的、自発的な参加により行われ、学校教育の一環として教育課程との関連を図り、

効果的に取り組むこと 

・学校全体として部活動の指導・運営に係る体制を構築すること 

各学校では、「新宿区立学校における部活動ガイドライン」をもとに、週当たり 2 日以上の休養

日や活動時間の上限を設け、活動方針や年間活動計画を学校のホームページで公表しています。 

令和元年度からは、部活動の指導、大会への引率、外部人材の確保・配置調整等の支援を行う

部活動指導員を配置するとともに、令和 5 年度から部活動指導員の配置業務の一部を専門事業者

に委託し、部活動の運営支援を行っています。 

 

(11) その他 

ア 平和のポスター展 

  新宿区平和都市宣言にちなみ、区内の児童・生徒に、平和や人命の大切さを考えてもらう機
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［進路状況］ 

    小学校卒業生の進路（令和 6 年 5 月現在） 

（人） 

 区立中学校・中等教育学校 
新宿区内 884 

新宿区外 29 

都立中学校・中等教育学校 24 

都内特別支援学校 3 

国立中学校・中等教育学校（都内） 12 

私立中学校（都内） 574 

都外の中学校 27 

他 4 

計 1,557 

     

中学校卒業生の進路（令和 6 年 5月現在） 

（人） 

都立高等学校等 393 

 国立・私立・他県の高等学校等 544 

専修学校、就職 28 

他 11 

計 976 

 

 

(10) 部活動 

  中学校の部活動は、生徒にとって望ましいスポーツや文化等の環境を構築するという観点から、

以下の 3 つの点を目指し、運動部・文化部合わせて 110 以上の部活動が行われています。 

・生徒がスポーツや文化・科学等の活動を楽しむことで学習意欲の向上や責任感、連帯感の涵養、

運動習慣の確立等を図り、学校教育が目指す資質・能力の育成を図ること 

・生徒の自主的、自発的な参加により行われ、学校教育の一環として教育課程との関連を図り、

効果的に取り組むこと 

・学校全体として部活動の指導・運営に係る体制を構築すること 

各学校では、「新宿区立学校における部活動ガイドライン」をもとに、週当たり 2 日以上の休養

日や活動時間の上限を設け、活動方針や年間活動計画を学校のホームページで公表しています。 

令和元年度からは、部活動の指導、大会への引率、外部人材の確保・配置調整等の支援を行う

部活動指導員を配置するとともに、令和 5 年度から部活動指導員の配置業務の一部を専門事業者

に委託し、部活動の運営支援を行っています。 

 

(11) その他 

ア 平和のポスター展 

  新宿区平和都市宣言にちなみ、区内の児童・生徒に、平和や人命の大切さを考えてもらう機
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会とするため、ポスターを募集し、優秀作品については表彰するとともに、平和展で展示して

います。対象は、区立小学校 4 年生以上の児童と区立中学校生徒とし、ポスターの内容につい

ては、次のようなものを取り上げています。 

○「新宿区、東京都、世界の平和」を願うもの 

○「戦争やあらゆる紛争等（テロ等も含む）及び核兵器の廃絶」を訴えるもの 

○「生命の尊さ」を訴えるもの 

○「家族、親子の絆の大切さ」等を訴えるもの 

 

  令和 5 年度は 1,705 点の応募がありました。応募作品については、区立小・中学校の教員に

よる審査委員会で慎重に審査し、最優秀賞 6 点、優秀賞 22 点、優良賞 29 点、佳作 368 点を選

び、そのうち最優秀賞、優秀賞、優良賞の 57 点を、新宿区役所 1 階ロビーに展示（8 月 15 日～

8 月 22 日）し、各特別出張所にて、それぞれ地域の子どもたちの作品を展示（9 月 5 日～9 月

14 日・9 月 19 日～9 月 28 日、期間は特別出張所により異なる）しました。 

 

イ 幼児・児童・生徒の表彰 

  学校教育の一層の充実と青少年の健全育成を目的に、文化・スポーツ活動等で優秀な成績を

あげ、勤勉さから他の模範となる活動をした新宿区在住の幼児・児童・生徒を表彰します。 

(ｱ) 表彰基準 

① 人命救助やこれに類する行為を行ったとき 

② 学校教育にかかわるクラブ活動・部活動等の対外活動・コンクール等において著しい成

果をあげたとき、又は幼児・児童・生徒の模範となる活動を行ったとき 

③ 心身障害者、高齢者等に対する福祉活動やこれに類する行為を長期にわたり継続的に実

践したとき 

④ その他表彰に値する行為を行ったとき 

 

(ｲ) 審  査 

  教育委員会事務局次長を委員長とする審査会において、学校（園）等から推薦された候補

者について審査し、被表彰者を決定します。 

 

(ｳ) 令和 5年度表彰結果（各児童・生徒の学校・学年は令和 5 年度のもの） 

〈団体・小学校〉 

 学校・学年・団体名 表 彰 内 容 

1 
早稲田小学校 
金管バンド 

第42回全日本小学生バンドフェスティバル東京都大会金賞 

継続的な取組と学校生活における模範的行動 
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〈団体・中学校〉 

 学校・学年・団体名 表 彰 内 容 

1 
牛込第二中学校 

吹奏楽部 
第 63 回東京都中学校吹奏楽コンクールＢ組金賞 
継続的な取組と学校生活における模範的行動 

2 
牛込第三中学校 

吹奏楽部 
第 63 回東京都中学校吹奏楽コンクールＢ組金賞 
継続的な取組と学校生活における模範的行動 

3 
落合中学校 

ウインドアンサンブル部 

地域吹奏楽団や近隣小学校との演奏活動等を通じた 
地域への貢献 
継続的な取組と学校生活における模範的行動 

 

〈個人・小学生〉 

 学校・学年・氏名 表 彰 内 容 

1 
早稲田小学校 

  島田
しまだ

 七瀬
ななせ

（3 年） 

第 40 回全国少年少女レスリング選手権大会  
女子の部 3年生 +36kg 級 優勝 

2 
早稲田小学校 

  藤本
ふじもと

 東馬
とうま

（3 年） 

2023 東京夏季フィギュアスケート競技大会  
1 級男子 第 1 位 

3 
早稲田小学校 

  天野
あまの

 菜々
な な

（5 年） 

第 9 回全国小学生一輪車大会 ペア演技部門  
クラスＢ 第 3 位 
2023 全日本一輪車競技大会ソロ演技部門  
小学生の部 第 5 位 

4 
早稲田小学校 

   屋代
やしろ

 帆
ほの

花
か

（5 年） 

第 45 回全国ＪＯＣジュニアオリンピックカップ 
春季水泳競技大会 10 歳以下女子 50m バタフライ 優勝 
第 38 回全国少年少女水泳大会とびうお杯  
女子 50m バタフライ 優勝 

5 
早稲田小学校 

  屋代
やしろ

 瑞
みず

月
き

（6 年） 

第 38 回全国少年少女水泳大会とびうお杯  
女子 200m 自由形 優勝 

6 
余丁町小学校 

  寺野
てらの

 仁梛
にいな

（2 年） 

第 44 回全日本ジュニアクラシック音楽コンクール 
弦楽器部門 小学 1 年生の部 第 5 位 

7 
余丁町小学校 

  寺野
てらの

 帆
はん

南
な

（4 年） 

第 44 回全日本ジュニアクラシック音楽コンクール 
弦楽器部門 小学 3 年生の部 審査員賞 
第33回日本クラシック音楽コンクール地区本選会 優秀賞 
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〈団体・中学校〉 

 学校・学年・団体名 表 彰 内 容 

1 
牛込第二中学校 

吹奏楽部 
第 63 回東京都中学校吹奏楽コンクールＢ組金賞 
継続的な取組と学校生活における模範的行動 

2 
牛込第三中学校 

吹奏楽部 
第 63 回東京都中学校吹奏楽コンクールＢ組金賞 
継続的な取組と学校生活における模範的行動 

3 
落合中学校 

ウインドアンサンブル部 

地域吹奏楽団や近隣小学校との演奏活動等を通じた 
地域への貢献 
継続的な取組と学校生活における模範的行動 

 

〈個人・小学生〉 

 学校・学年・氏名 表 彰 内 容 

1 
早稲田小学校 

  島田
しまだ

 七瀬
ななせ

（3 年） 

第 40 回全国少年少女レスリング選手権大会  
女子の部 3年生 +36kg 級 優勝 

2 
早稲田小学校 

  藤本
ふじもと

 東馬
とうま

（3 年） 

2023 東京夏季フィギュアスケート競技大会  
1 級男子 第 1 位 

3 
早稲田小学校 

  天野
あまの

 菜々
な な

（5 年） 

第 9 回全国小学生一輪車大会 ペア演技部門  
クラスＢ 第 3 位 
2023 全日本一輪車競技大会ソロ演技部門  
小学生の部 第 5 位 

4 
早稲田小学校 

   屋代
やしろ

 帆
ほの

花
か

（5 年） 

第 45 回全国ＪＯＣジュニアオリンピックカップ 
春季水泳競技大会 10 歳以下女子 50m バタフライ 優勝 
第 38 回全国少年少女水泳大会とびうお杯  
女子 50m バタフライ 優勝 

5 
早稲田小学校 

  屋代
やしろ

 瑞
みず

月
き

（6 年） 

第 38 回全国少年少女水泳大会とびうお杯  
女子 200m 自由形 優勝 

6 
余丁町小学校 

  寺野
てらの

 仁梛
にいな

（2 年） 

第 44 回全日本ジュニアクラシック音楽コンクール 
弦楽器部門 小学 1 年生の部 第 5 位 

7 
余丁町小学校 

  寺野
てらの

 帆
はん

南
な

（4 年） 

第 44 回全日本ジュニアクラシック音楽コンクール 
弦楽器部門 小学 3 年生の部 審査員賞 
第33回日本クラシック音楽コンクール地区本選会 優秀賞 
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〈個人・中学生〉 

 学校・学年・氏名 表 彰 内 容 

1 
牛込第二中学校 

  芝
しば

 春奈
は る な

（3 年） 

第 76 回東京都中学校支部対抗陸上競技選手権大会 
女子 3 年砲丸投げ 第 2 位 

2 
牛込第三中学校 

  近藤
こんどう

 小桃
こ も も

（1 年） 
令和 5 年度薬物乱用防止標語 東京都選考 優秀賞 

3 
牛込第三中学校 

  道明
どうめい

 孝太郎
こ う た ろ う

（3 年） 

令和 5 年度中学生の「税についての作文」コンクール 
全国納税貯蓄組合連合会 会長賞 

4 
四谷中学校 

  伊地知
い ぢ ち

 楓子
ふ う こ

（2 年） 
令和 5 年度薬物乱用防止標語 東京都選考 優良賞 

5 
西早稲田中学校 

  八田
や つ だ

 璃
り

海
う

（3 年） 
第 8 回全日本中学女子軟式野球大会 第 3 位 

6 
落合中学校 

  堀切
ほりきり

 梓
あず

彩
さ

（2 年） 

第 63 回全国中学校水泳競技大会  
女子 400m 個人メドレー 第 8 位 
第 46 回全国ＪＯＣジュニアオリンピックカップ 
夏季水泳競技大会 
13～14 歳女子 400m 個人メドレー 第 6 位 

7 
落合中学校 

  藤井
ふ じ い

 和音
か の ん

（3 年） 

第 67 回全国学芸サイエンスコンクール 
アート分野絵画部門 銀賞 

 

ウ 読書感想文表彰 

  読書教育においては、児童・生徒の発達段階に応じた適切な読書の方法や態度、読書の習慣

を身に付けさせることが重要です。 

  そのため、各学校の読書活動を盛んにするとともに、読書感想文の募集を行っています。応

募作品の中から特に優秀な作品を表彰するとともに、表彰作品を掲載した読書感想文集を発行

し、読書教育の推進を図っています。 

 

(ｱ) 新宿区立学校読書感想文の表彰 

 小   学   校 中   学   校 

区 長 賞  3 点 1 点 

優 秀 賞  9 点 2 点 

優 良 賞  区長賞・優秀賞以外の応募作品 7 点 
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(ｲ) 読書感想文集の発行 

  読書感想文の表彰をされた作品を掲載します。 

 小 ・ 中 学 校 

文 集 名 けやき 

頁 数 206 ページ 

 

エ 環境学習発表会 

  平成 16 年度から環境学習発表会を行い、毎年いくつかの学校の環境学習実践事例についての

紹介をしています。現在の環境教育の課題についても理解を深め、各学校における環境学習が

充実するように努めています。 

 ［令和 5年度実績］ 

  環境学習発表会：四谷・淀橋地区 6 校 3 校ずつ 2 組で対面およびオンライン等により発表 

          （1）1 月 30 日（火）淀橋第四小学校・柏木小学校・西新宿小学校 

          （2）2 月 1日（木）四谷小学校・四谷第六小学校・花園小学校 

           

オ 中学校生徒会役員交流会 

  各中学校では学校生活の向上を目指して、生徒会を組織し、生徒による自主的・自発的な生

徒会活動に取り組んでいます。生徒会活動を活発にするためには、活動の中心となる役員の資

質の向上を図ることが必要です。このことをねらいとして生徒会役員の交流会を開催していま

す。 

(ｱ) 役員交流会の開催 

  年 1 回、区立中学校及び新宿養護学校の生徒会役員が一堂に会し、日常の実践活動をふま

えた交流を行っています。生徒会活動や学校生活を向上させるための情報交換等を通して、

自校の活動に役立てています。 

※令和 5 年度は教育センター大研修室を本会場として中学校 10 校が集い、新宿養護学校は

自校からタブレット端末を活用して参加するハイブリッド型で実施しました。 

［令和 5 年度実績］ 

  第 53 回生徒会役員交流会「これまでの経験を活かし、私たちの未来について考えよう」 

  日時：令和 5 年 12 月 25 日（月） 

(ｲ) 役員交流会誌の発行 

  役員交流会の記録誌を発行し、生徒全員に配布して、生徒会活動の啓発に努めています。 

 

 

― 46 ―



 － 46 －    

(ｲ) 読書感想文集の発行 

  読書感想文の表彰をされた作品を掲載します。 

 小 ・ 中 学 校 

文 集 名 けやき 

頁 数 206 ページ 

 

エ 環境学習発表会 

  平成 16 年度から環境学習発表会を行い、毎年いくつかの学校の環境学習実践事例についての

紹介をしています。現在の環境教育の課題についても理解を深め、各学校における環境学習が

充実するように努めています。 

 ［令和 5年度実績］ 

  環境学習発表会：四谷・淀橋地区 6 校 3 校ずつ 2 組で対面およびオンライン等により発表 

          （1）1 月 30 日（火）淀橋第四小学校・柏木小学校・西新宿小学校 

          （2）2 月 1日（木）四谷小学校・四谷第六小学校・花園小学校 

           

オ 中学校生徒会役員交流会 

  各中学校では学校生活の向上を目指して、生徒会を組織し、生徒による自主的・自発的な生

徒会活動に取り組んでいます。生徒会活動を活発にするためには、活動の中心となる役員の資

質の向上を図ることが必要です。このことをねらいとして生徒会役員の交流会を開催していま

す。 

(ｱ) 役員交流会の開催 

  年 1 回、区立中学校及び新宿養護学校の生徒会役員が一堂に会し、日常の実践活動をふま

えた交流を行っています。生徒会活動や学校生活を向上させるための情報交換等を通して、

自校の活動に役立てています。 

※令和 5 年度は教育センター大研修室を本会場として中学校 10 校が集い、新宿養護学校は

自校からタブレット端末を活用して参加するハイブリッド型で実施しました。 

［令和 5 年度実績］ 

  第 53 回生徒会役員交流会「これまでの経験を活かし、私たちの未来について考えよう」 

  日時：令和 5 年 12 月 25 日（月） 

(ｲ) 役員交流会誌の発行 

  役員交流会の記録誌を発行し、生徒全員に配布して、生徒会活動の啓発に努めています。 
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 2  教育センター 

  教育センターは、新宿における教育を振興し、その充実を図るために設置され、教職員の研修を

はじめとして教育に関する調査研究等の事業を行っています。 

[施設の概要] 

名  称  新宿区立教育センター 

所 在 地  東京都新宿区大久保三丁目 1 番 2 号（平成 4年 10 月 10 日移転） 

      電話（3232）2713 

構  造  鉄骨・鉄筋コンクリート造 

      地下 3 階 地上 8 階 塔屋 1 階（4 階から 8階が教育センター） 

建物面積  4,158 ㎡ 

開所年月  昭和 42 年 8 月 1 日 

[利用時間] 

平  日  午前 9 時から午後 5時まで 

休 館 日  土曜日・日曜日・国民の祝日・年末年始 

 

(1) 研修施設の利用 

  研修施設は、教育委員会が主催又は共催する教職員の研修や区立学校の教職員の自主的な研究

研修活動等に利用しています。 

  施設：大研修室（150 人）  中研修室（90 人）  小研修室 2 室（14 人・12 人） 

[利用の範囲] 

ア 新宿区教育委員会が主催・共催する事業に関して利用する場合 

イ 新宿区立学校に勤務する教職員が、研究・研修を目的として利用する場合 

ウ 区立学校の幼児・児童・生徒が教職員等の指導のもとに教育上の目的をもって利用する場合 

エ その他教育委員会が特に認めたもの 

 

(2) 教育調査研究、普及活動及び各種研修 

  指導主事及び研修・研究・教育開発室の職員を中心に区立学校の幼児・児童・生徒の学習等に

かかわる実態調査に基づく研究・普及活動を行うとともに、各種研修会に関する運営・支援を行

っています。また、教育図書・資料を収集・展示し、教職員に提供しています。 
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(3) 研修・研究・教育開発室 

  区内の幼稚園・小・中学校の教育活動を充実するための一環として、次のような活動を積極的

に進めています。 

ア 教員向けの研修用図書を購入し、閲覧・貸出をしています。 

イ 教育全般にわたって各学校（園）の教育計画、研究紀要、学校要覧、周年記念誌等の教育資

料の収集・整理をしています。 

ウ 都･区市町村の教育委員会や小･中学校から送られた研究資料等を整理し参考に供しています。 

エ 視聴覚教材として、教員等からの要望を参考にＤＶＤ等を購入し、貸出をしています。 

オ 教科書の検定制度に基づいて、小・中学校、一部の高等学校の教科書を展示しています。 

 

 [令和 5 年度教科等別貸出件数] 

 
外
国
語 

国 

語 

社 

会 

数 

学 

算 

数 

理 

科 

総 

合 

生 

活 

音 
楽 

美 

術 
図 

工 
家 

庭 

技 

術 

保 

体 

道 

徳 

特 

活 

課 

題 

教 

育 

劇 

画 

そ
の
他 

計 

1 6 ㎜ フ ィ ル ム 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ビ デ オ テ ー プ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 

C D ・ D V D ・ L D 0 0 0 1 0 0 0 0 5 1 6 0 14 0 27 

機 器 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 0 0 0 1 0 0 0 0 5 1 6 0 15 0 28 

 

 [令和 5 年度視聴覚教材月別貸出件数] 

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 計 

幼

稚

園

等 

16 ㎜ﾌｨﾙﾑ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ビデオテープ 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

CD・DVD・LD 0 0 1 2 0 3 2 0 0 0 3 3 14 

機器 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 0 0 2 2 0 3 2 0 0 0 3 3 15 

小

学

校 

16 ㎜ﾌｨﾙﾑ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ビデオテープ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

CD・DVD・LD 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 2 0 4 

機器 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 2 0 4 

中

学

校

等 

16 ㎜ﾌｨﾙﾑ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ビデオテープ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

CD・DVD・LD 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 3 

機器 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 3 

関

係

機

関 

16 ㎜ﾌｨﾙﾑ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ビデオテープ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

CD・DVD・LD 0 0 0 0 0 3 3 0 0 0 0 0 6 

機器 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 0 0 0 0 0 3 3 0 0 0 0 0 6 

合計 0 0 3 2 0 6 5 0 3 1 5 3 28 
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(3) 研修・研究・教育開発室 

  区内の幼稚園・小・中学校の教育活動を充実するための一環として、次のような活動を積極的

に進めています。 

ア 教員向けの研修用図書を購入し、閲覧・貸出をしています。 

イ 教育全般にわたって各学校（園）の教育計画、研究紀要、学校要覧、周年記念誌等の教育資

料の収集・整理をしています。 

ウ 都･区市町村の教育委員会や小･中学校から送られた研究資料等を整理し参考に供しています。 

エ 視聴覚教材として、教員等からの要望を参考にＤＶＤ等を購入し、貸出をしています。 

オ 教科書の検定制度に基づいて、小・中学校、一部の高等学校の教科書を展示しています。 

 

 [令和 5 年度教科等別貸出件数] 

 
外
国
語 

国 

語 

社 

会 

数 

学 

算 

数 

理 

科 

総 

合 

生 

活 

音 

楽 

美 

術 

図 

工 

家 

庭 

技 

術 

保 

体 

道 

徳 

特 

活 

課 

題 

教 

育 

劇 

画 

そ
の
他 

計 

1 6 ㎜ フ ィ ル ム 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ビ デ オ テ ー プ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 

C D ・ D V D ・ L D 0 0 0 1 0 0 0 0 5 1 6 0 14 0 27 

機 器 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 0 0 0 1 0 0 0 0 5 1 6 0 15 0 28 

 

 [令和 5 年度視聴覚教材月別貸出件数] 

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 計 

幼

稚

園

等 

16 ㎜ﾌｨﾙﾑ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ビデオテープ 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

CD・DVD・LD 0 0 1 2 0 3 2 0 0 0 3 3 14 

機器 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 0 0 2 2 0 3 2 0 0 0 3 3 15 

小

学

校 

16 ㎜ﾌｨﾙﾑ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ビデオテープ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

CD・DVD・LD 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 2 0 4 

機器 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 2 0 4 

中

学

校

等 

16 ㎜ﾌｨﾙﾑ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ビデオテープ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

CD・DVD・LD 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 3 

機器 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 3 

関

係

機

関 

16 ㎜ﾌｨﾙﾑ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ビデオテープ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

CD・DVD・LD 0 0 0 0 0 3 3 0 0 0 0 0 6 

機器 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 0 0 0 0 0 3 3 0 0 0 0 0 6 

合計 0 0 3 2 0 6 5 0 3 1 5 3 28 
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(4) 教育相談室 

ア 教育相談 

  区内の幼児・児童・生徒の知能、学業、性格、行動、心身の健康、進路の適性等の問題につ

いての相談を行っています。相談の内容等によっては、継続相談に応じたり、専門医師や専門

機関への紹介等も行います。なお、教育相談に関する研究調査や教職員の教育相談研修も実施

しています。 

 ※教育相談室直通電話 （3232）3071 

  施設：相 談 室   （6 室） 

     観 察 室   （2 室） 

     プレイルーム  （3 室） 

[令和 5 年度面接相談受付件数] 284 件（令和 4年度 265 件） 

 
受付

件数 

相 談 者  相 談 内 容  

就
学
前 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
・
そ
の
他 

知
能
・
学
業 

進
路
・
適
性 

性格・行動 
身
体
・
精
神 

その他 

不
登
校 

い
じ
め 

家
庭
内
暴
力 

非 

行 

情
緒
不
安
定 

集
団
不
適
応 

対
人
関
係 

そ
の
他 

育
て
方 

そ
の
他 

前年度継続 190 0 95 57 38 7 0 70 3 4 1 24 26 10 11 15 17 2 

新規受付 94 4 53 31 6 4 1 39 2 1 0 8 6 10 6 0 12 5 

計 284 4 148 88 44 11 1 109 5 5 1 32 32 20 17 15 29 7 

イ 電話相談 

  家庭の事情や時間の都合で来所して相談できない人の利便を図るために電話による相談を受

けています。 

 ※電話相談直通電話 （3232）2711 

[令和 5 年度電話相談受付件数] 163 件（令和 4年度 142 件） 

受付

件数 

相 談 者  相 談 内 容  

就
学
前 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生
・
そ
の
他 

知
能
・
学
業 

進
路
・
適
性 

性格・行動 
身
体
・
精
神 

その他 

不
登
校 

い
じ
め 

家
庭
内
暴
力 

非 

行 

情
緒
不
安
定 

集
団
不
適
応 

対
人
関
係 

そ
の
他 

育
て
方 

そ
の
他 

163 9 111 27 16 12 9 25 6 1 1 6 1 7 14 7 13 61 

※問合せ(5 件)、新宿子どもほっとラインによる相談(17 件)を除く。 

ウ 新宿子どもほっとライン 

  いじめ専用相談電話として平成 18 年 12 月に開設し、児童・生徒や保護者からの相談を受け

ています。電話相談では、専門の相談員がいじめ等で困っていること、悩んでいることを受け

止めるところから始め、相談者の気持ちに沿って問題の解決につなげていきます。 

 ※受付時間 月曜～金曜  午後 5 時～午後 10 時 

       土・日・祝日・年末年始(12/29～1/3) 正午～午後 10 時 

 ※新宿子どもほっとライン相談直通電話 （3232）2070 
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エ 新宿区子ども相談フォームからの相談 

  令和 6年 5月から児童・生徒 1人 1台タブレット端末を活用した相談窓口を開設しています。 

  区立小・中学校に在籍する児童・生徒から送信された内容を確認し、相談内容に応じた対応

を行っています。 

 

オ 子どもなやみそうだん 

  平成 28 年度から区民意見システムを活用して、インターネット相談として「子どもなやみそ

うだん」を開設し、パソコンやスマートフォンからの相談を受け付けています。 

 

カ スクールカウンセラーの配置 

  児童・生徒や保護者とのカウンセリング、教師への助言、専門機関との連携等を行うために

スクールカウンセラーを配置しています。 

  新宿区教育委員会からは、20 名のスクールカウンセラーを区立の全小・中学校に週 1～2日配

置しています。また、東京都教育委員会から派遣されたスクールカウンセラーを全小・中学校

に年間 38 日配置しています。 

 

[令和 5 年度面接相談実施実績] 

小学校 

相 

談 

件 

数 

相 談 者 相 談 内 容 

児 

童 

保
護
者 

教
職
員 

そ
の
他 

不
登
校 

い
じ
め 

友
人
関
係 

問
題
行
動
等 

情
緒
不
安
定 

性
格
・
行
動 

生
活
習
慣 

身
体
・
健
康 

学
習
・
進
学 

家
族
・
家
庭 

虐 

待 

対
教
師 

子
育
て 

発
達
障
害 

話
し
相
手 

そ
の
他 

23,823 11,650 4,066 7,554 553 2,241 208 2,267 1,419 1,660 2,607 207 303 1,518 1,090 86 460 230 2,338 4,122 3,067 

 

中学校 

相 

談 

件 

数 

相 談 者 相 談 内 容 

生 

徒 

保
護
者 

教
職
員 

そ
の
他 

不
登
校 

い
じ
め 

友
人
関
係 

問
題
行
動
等 

情
緒
不
安
定 

性
格
・
行
動 

生
活
習
慣 

身
体
・
健
康 

学
習
・
進
学 

家
族
・
家
庭 

虐 

待 

対
教
師 

子
育
て 

発
達
障
害 

話
し
相
手 

そ
の
他 

７,547 2,987 911 3,157 492 1,565 6 292 130 691 791 18 96 252 314 48 120 98 923 762 1,441 
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エ 新宿区子ども相談フォームからの相談 

  令和 6年 5月から児童・生徒 1人 1台タブレット端末を活用した相談窓口を開設しています。 

  区立小・中学校に在籍する児童・生徒から送信された内容を確認し、相談内容に応じた対応

を行っています。 

 

オ 子どもなやみそうだん 

  平成 28 年度から区民意見システムを活用して、インターネット相談として「子どもなやみそ

うだん」を開設し、パソコンやスマートフォンからの相談を受け付けています。 

 

カ スクールカウンセラーの配置 

  児童・生徒や保護者とのカウンセリング、教師への助言、専門機関との連携等を行うために

スクールカウンセラーを配置しています。 

  新宿区教育委員会からは、20 名のスクールカウンセラーを区立の全小・中学校に週 1～2日配

置しています。また、東京都教育委員会から派遣されたスクールカウンセラーを全小・中学校

に年間 38 日配置しています。 

 

[令和 5 年度面接相談実施実績] 

小学校 

相 

談 

件 

数 

相 談 者 相 談 内 容 

児 

童 

保
護
者 

教
職
員 

そ
の
他 

不
登
校 

い
じ
め 

友
人
関
係 

問
題
行
動
等 

情
緒
不
安
定 

性
格
・
行
動 

生
活
習
慣 

身
体
・
健
康 

学
習
・
進
学 

家
族
・
家
庭 

虐 

待 

対
教
師 

子
育
て 

発
達
障
害 

話
し
相
手 

そ
の
他 

23,823 11,650 4,066 7,554 553 2,241 208 2,267 1,419 1,660 2,607 207 303 1,518 1,090 86 460 230 2,338 4,122 3,067 

 

中学校 

相 

談 

件 

数 

相 談 者 相 談 内 容 

生 

徒 

保
護
者 

教
職
員 

そ
の
他 

不
登
校 

い
じ
め 

友
人
関
係 

問
題
行
動
等 

情
緒
不
安
定 

性
格
・
行
動 

生
活
習
慣 

身
体
・
健
康 

学
習
・
進
学 

家
族
・
家
庭 

虐 

待 

対
教
師 

子
育
て 

発
達
障
害 

話
し
相
手 

そ
の
他 

７,547 2,987 911 3,157 492 1,565 6 292 130 691 791 18 96 252 314 48 120 98 923 762 1,441 
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(5) 国際理解室 

  外国等から編（転）入した幼稚園児・児童・生徒に対し、母語を使って日本語の指導を行う日

本語サポート指導を行っています。 

  ※「1 教育活動支援事業 (3)国際理解教育 ウ日本語サポート指導（P.37）」を参照 

 

(6) つくし教室 

  さまざまな理由で学校に登校できない区立小・中学校の児童・生徒に対し、それぞれの実態に

応じて集団活動や個別学習を行い、自分の進路の実現や社会的な自立を支援する教室です。 

  つくし教室では、相談・学習・スポーツ活動等を通して、子どもたちが安心して学べる場を提

供しています。指導・支援には、教職経験者、指導員、カウンセラー等が当たります。また、つ

くし教室へも行けない子どもに対して、メンタルフレンド（ふれあい心の友）が家庭訪問し、相

談や支援を行っています。さらに、西落合図書館、鶴巻図書館及び牛込箪笥地域センターを活用し

てけやきルーム（つくし教室以外での定期的な学習活動や居場所機能の展開）を開室し、支援の充
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  ※「第 2 いじめ防止等の取組 4 新宿区学校問題支援室 (2)不登校児童・生徒への支援（P.33）」

を参照 

    開    設：平成 2 年 4 月 

    開室日・時間：月曜日～金曜日、午前 9 時 30 分から午後 2時 50 分まで 

    施    設：学習室      （2 室） 

           ランチルーム   （1 室） 

           相談室兼学習室  （1 室） 

           プレイルーム   （1 室） 

[令和 5 年度つくし教室実績] 

指導数 

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 計 

開室日数 15 20 22 12 4 20 21 20 16 16 19 10 195 

児童・生徒数 2 10 13 12 13 15 20 22 22 24 25 24  

のべ出席数 9 80 170 100 35 168 252 254 195 169 209 81 1,722 

けやきルーム 

開室日数 
3 2 3 3 1 3 3 5 3 4 4 3 37 

利用回数 4 4 7 6 2 8 6 8 10 7 5 6 73 

メンタルフレンド 

訪問 

利用回数 
0 0 2 2 0 4 3 3 2 2 2 3 23  
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(7) 科学教育 

ア プラネタリウム 

  プラネタリウムは、小・中学校の天体学習の校外学習として利用されています。また、学習

に支障のない範囲で、区民を対象に、有料で土曜日、日曜日、夏休み等、年間 27 日程度（令和

5 年度年間 31 日）一般公開しています。さらに、観覧を希望する私立幼稚園等の団体にも特別

に公開しています。 

 

 [令和 5 年度プラネタリウム利用状況] 

 月別利用者数 

学校等 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 計 

幼 稚 園 0 38 115 0 0 37 0 0 16 0 0 0 206 

小 学 校 0 64 47 156 0 230 122 278 376 246 271 0 1,790 

中 学 校 0 0 0 66 0 0 0 135 0 0 60 0 261 

各 種 団 体 0 0 719 300 0 0 68 190 0 17 0 0 1,294 

一 般 公 開 289 130 0 374 707 274 324 303 273 284 394 190 3,542 

合 計 289 232 881 896 707 541 514 906 665 547 725 190 7,093 

 

 一般公開月別件数 

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 計 

一
般
公
開 

公開日数 3 2 0 4 7 2 2 3 2 2 2 2 31 

投影回数 9 4 0 8 19 6 6 7 6 6 6 6 83 

 

イ サイエンス・プログラムの推進 

  科学教育推進のため、「サイエンス・プログラムの推進」事業をはじめとして、区立小・中学

校の理科教育の活性化と充実を図るための事業を行います。 

  ※「第 3 教育活動支援 1 教育活動支援事業 (4)サイエンス・プログラムの推進（P.37）」を

参照 
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(8) ことばの教室 

  「きこえ」及び「ことば」に心配のある区内在住の幼児及び小・中学校の児童・生徒に、課題

の改善・克服に必要な技能を身に付けさせるための指導を、言語聴覚士の資格をもつ専門家によ

り個別に行っています。指導にあたっては、幼児・児童・生徒の実態を十分に把握し、一人ひと

りの問題に応じた指導法及び教材を工夫して行っています。保護者の希望や承諾の下、在籍校（園）

と連携を図り、安心して生活できる学級、友達づくり等について情報交換を行っています。 

  相談・指導は、平日の午前 10 時から午後 5 時までとなっています。 

〔相談・指導場所〕 新宿区立東戸山小学校 3 階 「ことばの教室」 

             電話 (3204)5533   ファクシミリ（3204）3353 

             新宿区戸山二丁目 34 番 2 号 

             施設：聴覚検査室 

                指導室（2室） 

                プレイルーム 

                観察室 

 [令和 5 年度ことばの教室実績] 

 指導件数 

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 計 

初
回
面
接 

言語 7 7 6 9 7 9 8 9 5 6 7 8 88 

聴覚 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2 

継
続
指
導 

言語 126 112 151 145 139 139 150 169 144 120 143 146 1,684 

聴覚 3 3 1 3 6 8 4 6 8 6 8 5 61 

計 136 122 159 157 153 156 162 184 157 132 158 159 1,835 

 

 通室人数 

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 計 

幼
児 

言語 35 33 38 44 45 47 47 53 51 56 49 64 562 

聴覚 0 0 1 0 1 1 1 1 1 1 1 1 9 

小
学
生 

言語 41 33 36 35 37 33 32 33 31 30 31 36 408 

聴覚 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 12 

中
学
生 

言語 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

聴覚 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 77 67 76 80 84 82 81 88 84 88 82 102 991  
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第 4  幼 稚 園 

○ 区立幼稚園数 21 園（休園 7園を含む。） 

○ 学級数及び定員 38 学級 1,020 名 

 [内訳] ・3 歳児 12 学級 240 名 

  ・4 歳児 13 学級 390 名 

  ・5 歳児 13 学級 390 名 

○ 入園料及び保育料 無料  

 

 1  幼稚園教育 

  幼稚園教育は、幼児の心身の調和的な発達を図り、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要な役

割を担っています。 

  教育委員会では、豊かな体験を通じて、感じたり、気付いたり、分かったり、できるようになっ

たりする「知識及び技能の基礎」、気付いたことや、できるようになったこと等を使い、考えたり、

試したり、工夫したり、表現したりする「思考力、判断力、表現力等の基礎」、心情、意欲、態度が

育つ中で、より良い生活を営もうとする「学びに向かう力、人間性等」の育成を目指し、「幼稚園教

育の質的向上」を教育行政の重点の一つに取り上げて教育内容の充実を図っています。 

 

 2  園児の入園及び教育環境の整備 

  区立幼稚園での 3年保育は、平成 6年度に 6園で開始し、平成 9年度から、13 園で実施しました。

その後、子ども園化等により 11 園で実施していましたが、平成 28 年度から、開園している 14 園全

園で実施しています（休学級となった場合は除く）。 

  また、園児の健全な発達を促進するために、適切な教育環境の整備に努め、園舎及び園庭等の施

設設備の充実を図っています。 

  なお、園児の募集は、毎年 11 月初旬に行っています。 

 

 3  子ども・子育て支援新制度 

  平成 27 年 4 月より、子ども・子育て支援新制度（以下「新制度」という。）が始まりました。新

制度では、特定教育・保育施設（区立幼稚園、新制度に移行した私立幼稚園等）の利用を希望する

場合は、利用のための認定を受ける必要があります。年齢や保育の必要性に応じて客観的な基準を

もとに認定します。 

 

認定区分 対象 利用できる施設等 

1 号認定 3 歳以上 幼稚園等での教育を希望する方  幼稚園、認定こども園（幼稚園機能利用） 

2 号認定 3 歳以上 就労など保育の必要な事由に該当

し、保育園等での教育・保育を希望

する方 

 保育園、認定こども園（保育園機能利用） 

3 号認定 3 歳未満 
 保育園、認定こども園（保育園機能利用） 

保育ルーム、保育ママ ほか 
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 4  幼児教育・保育の無償化 

  令和元年 10 月より、子育てを行う家庭の経済的負担の軽減を図るため、幼児教育・保育の無

償化が始まりました。新制度に移行していない幼稚園に通園している場合や預かり保育の利用

料について無償化の対象となるためには、施設等利用給付認定を受ける必要があります。 

 

  区内私立幼稚園数  9 園（うち新制度に移行している園 4 園） 

区立幼稚園、新制度に移行した私立幼稚園の保育料  無料 

新制度に移行していない私立幼稚園の保育料  308,400 円／年を上限に無償化 

幼稚園が実施する預かり保育の利用料  月額 11,300 円を上限に無償化 

  ※預かり保育の利用料については、保育の必要性の認定を受けた園児のみ対象 

 

 5  私立幼稚園補助金 

  私立幼稚園保護者のさらなる負担軽減を図り、保護者の選択肢を広げることを目的として、

区内在住で私立幼稚園に就園している満 3歳児、3・4・5歳児のいる世帯に対し、幼児教育・保

育の無償化に上乗せする形で、入園料・保育料の補助を行っています。 

  令和元年 10 月から新制度に移行した私立幼稚園の特定負担額を、令和 2年 4 月から新制度に

移行した私立幼稚園の入園時納付金をそれぞれ補助対象に加え、すべての私立幼稚園保護者が

補助制度を利用できるようになりました。 

 ※特定負担額：教育・保育の質の向上を図る上で、特に必要であると認められる対価について 

        保護者に負担を求めるもので、園則に定められている費用 

 

  入園料補助  80,000 円を上限に補助 

  保育料補助  254,400 円／年を上限に補助 

 
 6  保健衛生事業（区立幼稚園） 

  園児の健康管理及び幼稚園保健衛生全般に関する事業 

(1) 入園時健康診断 

  一斉募集の際に入園を希望する幼児に対して、内科医による健康診断を各園で実施しています。 

  令和 5年度実績      14 園 

 

(2) 腎臓検診 

  腎臓病等の低年齢化に対応して、区立幼稚園に在籍する全園児を対象に実施しています。 

  令和 5年度実績     529 件（2・3 次検診含む） 
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 7  支援を要する幼児の入園（区立幼稚園） 

  支援を要する（心身に障害等があると思われる）幼児についても、集団保育が可能な場合は、既

存の施設で対応できる範囲で受入れています。 

(1) 就園相談委員会の設置 

  支援を要する（心身に障害等があると思われる）幼児について、集団保育が可能か否かを検討

する組織として就園相談委員会を設置しています(令和 5 年度就園相談委員会 5 回、観察会 32 回

開催)。 

ア 委員  

 園長 3 名、副園長及び主任 3名、 

    教育指導課・教育支援課・子ども家庭支援課職員、 

保健師、心理学を専門とする者   計 14 名（令和 6年度） 

イ 手続き 

 

(2) 介護員の配置 

  支援を要する（心身に障害等があると思われる）園児について、安全上の配慮を主たる目的と

して必要に応じて介護員（派遣職員）を配置しています。 

  令和 5年度実績     14 園  対象園児 71 名 

 

 8  区民ニーズに即した幼稚園の取組 

  幼稚園児数の動向や、新宿区次世代育成支援に関する調査(ニーズ調査)の結果、保護者の方々の

ご要望等幼稚園に対する需要をふまえて、これからの区立幼稚園のあり方について検討し、平成 27

年 10 月に「区立幼稚園のあり方の見直し方針」を策定しました。 

  平成 28 年度から、この方針に基づいて、4 園（市谷、鶴巻、花園、西戸山）で在園児を対象に、

午後 4時 30 分までの預かり保育を実施しています。 
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第 5  地域との連携 

 子どもの教育は、学校・家庭・地域がそれぞれの役割、機能を発揮し、取り組む必要があります。
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営協議会が連携を図り、それぞれ小中連携型地域協働学校を実施しています。 

  今後も、地域住民・保護者のほか、企業や NPO 等の地域団体、教育機関など、多様な人材が学校

運営に参画していくことで、地域に信頼され、地域に支えられる開かれた学校づくりをさらに進め

ていきます。 

 

〔地域協働学校運営協議会委員〕 

組 織  小学校：委員 10 名以内 

中学校：委員 15 名以内 

任 期  1 年以内 

 

 2  学校評議員制度 

(1) 目的 

  各学校が、保護者や地域の方々の意見を広く聴き、地域に開かれた学校づくりを一層推進する

ための制度です。この制度により、学校が家庭や地域と連携しながら、創意工夫ある教育活動を

展開することが期待できます。 

 

  

― 57 ―



 － 58 －

(2) 学校評議員の委嘱と任期 

ア 学校評議員の委嘱 

  学校長が、保護者や地域住民を中心に公募も含めてできる限り幅広い分野から学校評議員候

補者を推薦し、教育委員会が委嘱します。 

イ 学校評議員の任期 

  任期は、委嘱された日から 1年とします。原則として、再任は 2 回までとし、3 回目以降の再

任については、校園長からの申請に基づき、教育委員会と別途協議し決定します。 

※平成 29 年度に新宿区立のすべての小・中学校が地域協働学校に指定されました。地域協働学校

運営協議会は学校評価の役割も担うため、地域協働学校では学校評議員制度から地域協働学校

運営協議会へと機能を移行しました。 

 

 3  地域人材の活用による学校支援 

(1) スクールスタッフの活用 

  中学校区域を単位として、地域の教育資源（教員免許・図書館司書・保育士等の有資格者等）

である「スクールスタッフ」を共有・相互活用し、地域が抱える教育課題に対して、地域の学校

が協力しあえるしくみづくりを推進しています。また、各校が蓄積した教育実績、地域人材の協

働活動を促進し、地域単位での教育力の向上を図っています。  

  [令和 5年度実績] 

   活動人員（区分） 

      教科におけるティーム・ティーチング（ＴＴ）等による授業支援 107 名 

      学校図書館における図書館奉仕 33 名 

      総合的な学習の時間や特別活動等における芸能・技術指導等 87 名 

      特に配慮が必要な児童・生徒の活動支援 96 名 

      幼稚園における学習及び保育支援 69 名 

      クラブ活動及び部活動支援 150 名 

      放課後等学習支援 94 名 

      校外学習等の引率支援 8 名 

      プール指導 71 名 

 

  ※令和元年度から教育委員会事務局内の事業を「スクールスタッフの活用」に移管し、事業を統

合しています。 

    

(2) スクール・コーディネーターの活動 

  スクール・コーディネーターは、区立小学校及び中学校と地域社会と家庭との連携を図り、児

童・生徒の学習活動を支援するため、各学校に 1 名ずつ配置する特別職非常勤公務員です。 

  学校の求めに応じて、「総合的な学習の時間」の講師として地域の方を紹介するなど、子どもた

ちの学習活動や体験活動を充実させ、地域に開かれた学校づくりを支援しています。 
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・設  置 平成 16 年 4 月設置 （青少年委員制度は 16 年 3 月廃止） 

・定  数 39 名 

・任  期 1 年 

・報  酬 月額 8,200 円  
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第 6  特別支援教育 

 新宿区では、障害のある子どもたちの特別な教育的ニーズに応え、一人ひとりの能力を最大限に伸

長し、ともに学び、地域社会で自立して生活していくことを目標に、就学前から学校卒業後までの一

貫した教育体制の構築を目指しています。 

 また、幼稚園・小学校・中学校の通常の学級に在籍する、情緒障害や学習障害、注意欠陥多動性障

害、自閉症等の発達障害のある幼児・児童・生徒に対しても、適切な指導及び必要な支援を行います。 

 

 1  学校内指導体制の充実に向けた支援 

(1) 専門家による巡回相談 

  学識経験者や心理職等の専門家が各学校を巡回し、発達障害等のある児童・生徒等への適切な

指導方法や学校内指導体制等について、学校からの相談を受け、指導・助言しています。 

 

(2) 特別支援教育推進員の派遣 

  [令和 5年度実績] 75 名 

  通常の学級に在籍し、発達障害等があるため、特別な教育的支援を必要としている児童・生徒

に対して、人的支援が必要であると教育委員会が判断した場合には、特別支援教育推進員を派遣

しています。 

 

(3) 就学支援シートの活用 

  特別な教育的支援や個別の配慮が必要な児童を対象に、家庭や就学前施設での生活の様子や大

切にしてきたこと等を小学校に引き継ぐための資料である「就学支援シート」の活用を図ってい

ます。これは保護者が就学前施設の協力を得ながら作成し、小学校に提出するものです。小学校

では、このシートをもとに保護者と話し合いながら、適切な指導や配慮を考えています。 

 

 2  特別支援学級 

  特別支援学級は、心身の状態や発達段階、障害の特性等に応じて適切な教育を受けることができ

る環境を整え、その可能性を最大限に伸ばし、将来の社会的自立に向けた基礎・基本になる力を身

に付けるための教育を行う学級です。 

  新宿区では、知的障害特別支援学級、病弱特別支援学級を設置しています。 
(1) 知的障害特別支援学級（固定学級） 

  小学校では、基本的生活習慣を身に付け、生活に必要な言葉や数といった基礎的学力の習得や

音楽や図工等の学習、学校の行事等、生活の中で活かせるよう具体的な体験を通して学習してい

ます。さらに、中学校においては将来の職業生活にそなえて働く意欲を持つことを大切にし、作

業学習や職場実習等の学習も行っています。 

 

  [設置校] 

小学校：愛日小学校、東戸山小学校、花園小学校、落合第二小学校、柏木小学校 

中学校：四谷中学校、新宿中学校、西新宿中学校 
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(2) 病弱特別支援学級（固定学級） 

  慢性疾患等による長期入院中の児童・生徒が治療を続けながら通う、病院内に設けられた特別

支援学級（院内学級）です。新宿区では余丁町小学校を在籍校として、東京女子医科大学病院内

に設置し、教科学習の他にもメンタル面でのサポートや退院後の復学に向けた支援を行っていま

す。 

 

 3  まなびの教室（特別支援教室） 

  通常の学級での学習におおむね参加できるが、発達障害等のため特別な指導を必要とする児童・

生徒のための教室です。平成 28 年度から全区立小学校に、令和元年度から全区立中学校に設置して

います。利用する児童・生徒は、普段は在籍学級（通常の学級）で学習し、児童・生徒の状態に応

じて、学校内にあるまなびの教室で指導を受けます。社会性を身に付け、コミュニケーション能力

を高めて豊かな人間関係を育てるための指導等を、個別や小集団で行っています。 

 
 4  新宿養護学校（肢体不自由特別支援学校） 

  特別支援学校は、障害の程度が比較的重い児童・生徒を対象として専門性の高い教育活動を行う

学校です。新宿養護学校は、肢体不自由の児童・生徒を対象とした都内では唯一の区立の特別支援

学校で、昭和 53 年 4 月に開校しました。一人ひとりの児童・生徒の課題に応じた教材・教具や自助

具等を取り入れながら、きめ細かな学習指導を行っています。また、障害や病気により通学が困難

な児童・生徒や、慢性疾患等により長期入院中の児童・生徒に対しては訪問学級を設置し、担任が

家庭または病院を訪問することで、生活や学習の指導を行っています。 

  1 年間の教育活動では、生活上で必要な体験的活動を多く取り入れ、自立活動を主とした学習を進

め、学校行事でも生活体験の広がりを目的とする校外学習、宿泊体験学習・移動教室や修学旅行の

宿泊行事、近隣の小・中学校や副籍を置く地域指定校との学校間交流や副籍交流授業等の地域交流

など数多くの活動を実施しています。 

 

  新宿養護学校では他にも以下のような特色のある活動を行っています。 

・年間を通して温水プールで指導を行っています。 

・児童・生徒の登下校には、5台のスクールバス(リフト付き)を運行し送迎を行っています。 

・令和元年度から医療的ケア児の登下校支援のため、専用通学車両を運行し送迎を行っています。 

・専門の医師や理学療法士（ＰＴ）、作業療法士（ＯＴ）、言語聴覚士（ＳＴ）による相談・指導

を行っています。 

・地域の特別支援教育のセンター校として、区内小・中学校の児童・生徒の身体的な面での相談

に応じています。 
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 5  就学相談 

  児童・生徒の心身の状態や発達段階、障害の特性等に応じて適切な教育を受けることができるよ

う、就学相談を行っています。この相談は、相談員が窓口になり、保護者や本人の意向を十分に聴

取した上で、心理学、医学、教育学等の専門的知識や経験のある委員で構成する就学支援委員会に

おいて、一人ひとりの教育的ニーズに応じた教育環境や教育内容等について検討します。委員会の

判断は保護者に報告し、児童・生徒の適切な教育環境についてともに考えていきます。 

 

 

 

［就学相談の流れ］ 
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審議 

都立特別支援学校 

保 護 者 

区立小・中学校 

通常の学級 

特別支援学級 

まなびの教室 

区立特別支援学校 

保護者から 
の相談を受 

け付ける。 

① 

② 

相談員と保護者と
の面接、臨床心理

士による発達の検

査、医師による診
察を実施する。 
 

③ 

在園、在籍校等から
情報提供を受ける。

在園、在籍校等を訪

問して様子を観察す
る。 

 

⑤ 

就学支援委員会の

就学に関わる意見を
保護者へ伝える。 

④ 

学識経験者、医師、学校長、 

教員、特別支援教育相談

員、療育機関職員等で構

成する委員会で集団や個

別の様子を観察したり、面

接や検査等の資料を参考

に適切な教育環境につい

て協議し、意見をまとめる。 

① 

② 

③ 

④ 
⑤ 

― 62 ―



 － 62 －    

 5  就学相談 

  児童・生徒の心身の状態や発達段階、障害の特性等に応じて適切な教育を受けることができるよ

う、就学相談を行っています。この相談は、相談員が窓口になり、保護者や本人の意向を十分に聴

取した上で、心理学、医学、教育学等の専門的知識や経験のある委員で構成する就学支援委員会に

おいて、一人ひとりの教育的ニーズに応じた教育環境や教育内容等について検討します。委員会の

判断は保護者に報告し、児童・生徒の適切な教育環境についてともに考えていきます。 

 

 

 

［就学相談の流れ］ 
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保護者から 
の相談を受 

け付ける。 

① 

② 

相談員と保護者と
の面接、臨床心理

士による発達の検

査、医師による診
察を実施する。 
 

③ 

在園、在籍校等から
情報提供を受ける。

在園、在籍校等を訪

問して様子を観察す
る。 

 

⑤ 

就学支援委員会の

就学に関わる意見を
保護者へ伝える。 

④ 

学識経験者、医師、学校長、 

教員、特別支援教育相談

員、療育機関職員等で構

成する委員会で集団や個

別の様子を観察したり、面

接や検査等の資料を参考

に適切な教育環境につい

て協議し、意見をまとめる。 

① 

② 

③ 

④ 
⑤ 
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第 7  学校経営 

 1  学校評価 

  学校教育法や学校教育法施行規則等の規定及び文部科学省が示した「義務教育諸学校における学

校評価ガイドライン」等により、学校評価について、平成 22 年度から、①各学校の教職員が行う自

己評価、②保護者、地域住民等の学校関係者が学校の自己評価結果について評価する学校関係者評

価、③学校運営に関する外部の専門家等による第三者評価（2年に 1度実施）を実施しています。こ

のことにより、学校運営の改善、学校の説明責任、学校・家庭・地域の連携協力による学校づくりを

進めています。 

  なお、より学校運営の改善に結びつき、学校のすべての関係者が主体的に参加できる組織マネジ

メントの考え方を取り入れた新たな学校評価を実施していきます。 

 

 2  教員の資質・能力の向上 

  幼児・児童・生徒の確かな学力の向上及び心身の健全育成を目指し、学校が直面している教育課題

に対応した研修や教職員それぞれの経験と職層に応じた体系的な研修を企画・実施しています。 

  また、教員はその職責を遂行するために絶えず研究と修養に努めることが大切であり、校・園内研

究や研究発表等を通して、教員の自主的な研修意欲の向上も図っています。 

(1) 学校支援アドバイザーの活用 

  新規採用から 4 年目までを中心とした若手教員の資質・能力の向上を図ることを目的に、学校

支援アドバイザー(退職校長等 8 名)を学校に派遣し、授業観察や個別指導を通して、教員の授業

力向上を図っています。また、ミドルリーダー出前研修等を実施し、ミドルリーダーの育成や管理

職の組織マネジメント力の向上について助言し、学校の教育力の向上を図っています。 

 

(2) 各種研修会  （  ）内は令和 5年度実施回数 

  ア 経営に関する研修会 

①校園長研修会（2） ②副校長・副園長研修会（2） 

③新任主幹教諭研修会（1） ④新任主任教諭研修会（1） 

⑤教務主任会（5） ⑥生活指導主任会（10） 

    ⑦保健主任研修会（2） ⑧進路指導主任会（4） 

⑨幼稚園主任教諭研修会（1） ⑩研究主任会（2） 

⑪幼稚園長研修会（2） ⑫学校マネジメント講座（1） 

    ⑬ミドルリーダー研修会（40） 

⑭ＩＣＴ管理職対象研修（1） ⑮新任教務主任研修会（1） 

  イ 指導に関する研修会 

①中堅教諭等資質向上研修（7） 

②小学校英語Ⅰ（2）・Ⅲ（1） 

③就学前教育合同研修会（5）※当初予定回数は 6 

④2・3 年次研修会（2年次 3、3 年次 3） 

⑤体育実技研修会（1） ⑥ＩＣＴ推進リーダー向け研修会（2） 
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⑦理科安全指導研修会（1） 

  ウ 教育課題に関する研修会 

①特別支援教育研修会（3） ②教育相談研修会（3） 

③学校図書館教育研修会（1） 

  エ 新任教員研修会（10）    オ 転入教員研修会（1） 

  カ 転入・新任副校長研修会（1） 

  キ 学習指導支援員・産育代替教諭等研修会（2） 

  ク メンタルヘルス研修会（1）   

ケ 夏季集中研修会（8） 

【夏季集中研修の内容】人権教育、特別支援教育、生活指導、ＩＣＴ活用、情報モラル教育、 

国際理解教育（小学校英語Ⅱ）、理科教育、幼小連携 

  コ 民間企業派遣研修（1） 

 

 (3) 研究発表校(園) 

  学校（園）では、効果的な教育方法を実践的に研究し、授業の工夫や改善を図っています。 

[教育課題研究校] 

  教育課題研究校は、区の教育課題について、教育委員会とともに 2 年間にわたり研究を進めた

その成果を、区内の教員を対象に発表します。 

[教育課題モデル校] 

  教育課題モデル校は、教育委員会が設置する各委員会と連携し、教育課題を解決するための取

組について研究・検証を進めたその成果を、研究報告会等で区内の学校へ発表します。 

 

令和 5・6 年度 教育課題研究校一覧 

 校 名 教育課題 研  究  主  題 期間 発表日 

1 花園小 

基礎体力の向
上 

意欲的に運動に取り組む児童の育成 

～体育授業や日常的な活動を通しての体力向上～ 
2 年 

令和6年10月9日 

2 淀四小 
自ら課題を設定し、運動の楽しさを味わいながら 

基礎体力の向上を目指す児童の育成 
2 年 

令和 6年度 教育課題モデル校一覧 

 校 名 教育課題 研  究  主  題 期間 発表日 

1 江戸川小 

教科担任制 

教科担任制の円滑な実施に向けて、「授業の質の向

上」「小・中学校の円滑な接続」「多面的な児童理解」

「教師の負担軽減」の視点に基づいて取組を推進

し、その成果を発信する。 

1 年 
各校で授業公開を
含む成果発表 

2 東戸山小 

3 柏木小 

4 牛二中 
不登校児童・
生徒への支援
の充実 

不登校児童・生徒の対応について、「未然防止」「早

期支援」「連携した対応」「多様な教育機会の確保」

の視点に基づいて取組を推進し、その成果を発信す

る。 

1 年 
生活指導主任会等
における報告会 

5 四谷中 
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⑦理科安全指導研修会（1） 

  ウ 教育課題に関する研修会 

①特別支援教育研修会（3） ②教育相談研修会（3） 

③学校図書館教育研修会（1） 

  エ 新任教員研修会（10）    オ 転入教員研修会（1） 

  カ 転入・新任副校長研修会（1） 

  キ 学習指導支援員・産育代替教諭等研修会（2） 

  ク メンタルヘルス研修会（1）   

ケ 夏季集中研修会（8） 

【夏季集中研修の内容】人権教育、特別支援教育、生活指導、ＩＣＴ活用、情報モラル教育、 

国際理解教育（小学校英語Ⅱ）、理科教育、幼小連携 

  コ 民間企業派遣研修（1） 

 

 (3) 研究発表校(園) 

  学校（園）では、効果的な教育方法を実践的に研究し、授業の工夫や改善を図っています。 

[教育課題研究校] 

  教育課題研究校は、区の教育課題について、教育委員会とともに 2 年間にわたり研究を進めた

その成果を、区内の教員を対象に発表します。 

[教育課題モデル校] 

  教育課題モデル校は、教育委員会が設置する各委員会と連携し、教育課題を解決するための取

組について研究・検証を進めたその成果を、研究報告会等で区内の学校へ発表します。 

 

令和 5・6 年度 教育課題研究校一覧 

 校 名 教育課題 研  究  主  題 期間 発表日 

1 花園小 

基礎体力の向
上 

意欲的に運動に取り組む児童の育成 

～体育授業や日常的な活動を通しての体力向上～ 
2 年 

令和6年10月9日 

2 淀四小 
自ら課題を設定し、運動の楽しさを味わいながら 

基礎体力の向上を目指す児童の育成 
2 年 

令和 6年度 教育課題モデル校一覧 

 校 名 教育課題 研  究  主  題 期間 発表日 

1 江戸川小 

教科担任制 

教科担任制の円滑な実施に向けて、「授業の質の向

上」「小・中学校の円滑な接続」「多面的な児童理解」

「教師の負担軽減」の視点に基づいて取組を推進

し、その成果を発信する。 

1 年 
各校で授業公開を
含む成果発表 

2 東戸山小 

3 柏木小 

4 牛二中 
不登校児童・
生徒への支援
の充実 

不登校児童・生徒の対応について、「未然防止」「早

期支援」「連携した対応」「多様な教育機会の確保」

の視点に基づいて取組を推進し、その成果を発信す

る。 

1 年 
生活指導主任会等
における報告会 

5 四谷中 
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(4) 校内研修会 

  研究発表校（園）以外の学校（園）においても、各々の課題に応じ研究主題を設け、授業研究や

教員としての資質向上を目指した研修を行っています。 

 

(5) 教育研究会 

  区立幼稚園、小・中・特別支援学校、関係教職員が連携し、研究会を組織して自主的に研究活動

をしています。 

ア 新宿区立小学校教育研究会（新教研） 

イ 新宿区立中学校教育研究会（新中教研） 

ウ 新宿区立幼稚園教育研究会（区幼教） 

 

 3  教職員の勤務環境の改善・働き方改革 

教員が健康でやりがいを持ちながら子どもたちと向き合い、質の高い教育活動を継続できるよう、

勤務環境の改善と働き方の意識改革の取組を進めています。タイムレコーダーの運用により教員の

勤務時間を定量的に把握するとともに、勤務時間の上限に関する方針の策定、定時退庁日や夏季休

業中の一斉休暇取得促進期間の設定、学校経営推進員、スクール・サポート・スタッフ、エデュケー

ション・アシスタント等の配置などの取組を通して、目標を実現するための環境を整えています。 

当面の目標：「過労死ライン」に相当する 1週間当たりの実働勤務時間が 60 時間を超える教員を

ゼロにする 

 

 タイムレコーダーのデータ集計による 1週間当たりの実働勤務時間が 60 時間を超えた教員数（人） 

年

度 
職 層 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

4
年
度 

校長・園長 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 

副校長・副園長  4 2 3 0 0 1 1 2 1 0 1 2 

教 諭 16 6 4 2 0 5 6 3 2 3 6 10 

5
年
度 

校長・園長 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

副校長・副園長 3 1 0 0 0 1 2 1 0 1 1 2 

教 諭 7 10 10 6 0 4 5 3 1 3 3 10 

 ※教諭には、主幹教諭、主幹養護教諭、指導教諭、主任教諭、主任養護教諭、教諭、養護教諭、期限

付き任用教諭、臨時的任用教員、再任用教員（フルタイム）を含みます。 

 ※1 週間当たりの勤務時間については、平日の平均勤務時間×5＋休日の平均勤務時間×2 により算出

しています。なお、1週間当たりの正規の勤務時間は 38 時間 45 分です。 

 ※タイムレコーダーは出勤時間・退勤時間を記録しています。（休憩時間は、小・中学校、特別支援

学校は 45 分（8時間以上勤務の場合は 1時間）、幼稚園は 1時間であり、自動的に計算され除かれ

ています。） 
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第 8  学校一覧 

 1  新宿区立小・中・特別支援学校一覧 

(1) 小 学 校                      （令和 6年 5 月 1 日現在） 

校 名 所 在 地 電  話 児 童 数 教 員 数 学 級 数 開 校 年 

津 久 戸 津久戸町 2-2 3266-1601（代） 310 18 12 明治 37 年 

江 戸 川 水道町 1-28 3266-1602（代） 291 18 12 明治 38 年 

市 谷 市谷山伏町 1-3 3266-1603（代） 515 ⑤ 28 16 明治 39 年 

愛 日 北町 26 3266-1604（代） (16)479 (3) 25 (2)16 明治 13 年 

早 稲 田 早稲田南町 25 3205-9501（代） 640 30 22 明治 33 年 

鶴 巻 早稲田鶴巻町 140 3205-9502（代） 173 ⑤ 18 7 大正 14 年 

牛込仲之 市谷仲之町 4-33 3358-3762（代） 337 20 12 明治 41 年 

富 久 富久町 7-24 3358-3763（代） 313 ③ 21 12 昭和 6 年 

余 丁 町 若松町 13-1 3205-9503（代） (1)357 (1) 19 (1)12 明治 35 年 

東 戸 山 戸山 2-34-2 3205-9504（代） (39)170 (6) 19 (5) 6 昭和 24 年 

四 谷 四谷 2-6 5369-3776（代） 633 28 21 平成 19 年 

四谷第六 大京町 30 3358-3767（代） 365 ④ 23 13 大正 15 年 

花 園 新宿 1-22-1 3353-8276（代） (23)115 (4) 16 (3) 6 平成 7 年 

大 久 保 大久保 1-1-21 3205-9506（代） 150 15 6 明治 12 年 

天 神 新宿 6-14-2 3358-3769（代） 186 ⑤ 18 7 大正 11 年 

戸 山 百人町 2-1-38 3205-9507（代） 374 ③ 22 12 大正 7 年 

戸塚第一 西早稲田 3-10-12 3205-9508（代） 423 22 15 明治 9 年 

戸塚第二 高田馬場 1-25-21 3205-9509（代） 298 ⑤ 23 12 大正 7 年 

戸塚第三 高田馬場 3-18-21 3227-2101（代） 262 17 11 大正 15 年 

落合第一 中落合 2-13-27 3565-0940（代） 546 ④ 31 18 明治 25 年 

落合第二 上落合 2-10-23 3227-2102（代） (42)355 (7) 25 (6)12 大正 14 年 

落合第三 西落合 1-12-20 3565-0941（代） 340 ③ 21 12 昭和 4 年 

落合第四 下落合 2-9-34 3565-0942（代） 435 21 15 昭和 7 年 

落合第五 上落合 3-1-6 3227-2103（代） 226 15 9 昭和 29 年 
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第 8  学校一覧 

 1  新宿区立小・中・特別支援学校一覧 

(1) 小 学 校                      （令和 6年 5 月 1 日現在） 

校 名 所 在 地 電  話 児 童 数 教 員 数 学 級 数 開 校 年 

津 久 戸 津久戸町 2-2 3266-1601（代） 310 18 12 明治 37 年 

江 戸 川 水道町 1-28 3266-1602（代） 291 18 12 明治 38 年 

市 谷 市谷山伏町 1-3 3266-1603（代） 515 ⑤ 28 16 明治 39 年 

愛 日 北町 26 3266-1604（代） (16)479 (3) 25 (2)16 明治 13 年 

早 稲 田 早稲田南町 25 3205-9501（代） 640 30 22 明治 33 年 

鶴 巻 早稲田鶴巻町 140 3205-9502（代） 173 ⑤ 18 7 大正 14 年 

牛込仲之 市谷仲之町 4-33 3358-3762（代） 337 20 12 明治 41 年 

富 久 富久町 7-24 3358-3763（代） 313 ③ 21 12 昭和 6 年 

余 丁 町 若松町 13-1 3205-9503（代） (1)357 (1) 19 (1)12 明治 35 年 

東 戸 山 戸山 2-34-2 3205-9504（代） (39)170 (6) 19 (5) 6 昭和 24 年 

四 谷 四谷 2-6 5369-3776（代） 633 28 21 平成 19 年 

四谷第六 大京町 30 3358-3767（代） 365 ④ 23 13 大正 15 年 

花 園 新宿 1-22-1 3353-8276（代） (23)115 (4) 16 (3) 6 平成 7 年 

大 久 保 大久保 1-1-21 3205-9506（代） 150 15 6 明治 12 年 

天 神 新宿 6-14-2 3358-3769（代） 186 ⑤ 18 7 大正 11 年 

戸 山 百人町 2-1-38 3205-9507（代） 374 ③ 22 12 大正 7 年 

戸塚第一 西早稲田 3-10-12 3205-9508（代） 423 22 15 明治 9 年 

戸塚第二 高田馬場 1-25-21 3205-9509（代） 298 ⑤ 23 12 大正 7 年 

戸塚第三 高田馬場 3-18-21 3227-2101（代） 262 17 11 大正 15 年 

落合第一 中落合 2-13-27 3565-0940（代） 546 ④ 31 18 明治 25 年 

落合第二 上落合 2-10-23 3227-2102（代） (42)355 (7) 25 (6)12 大正 14 年 

落合第三 西落合 1-12-20 3565-0941（代） 340 ③ 21 12 昭和 4 年 

落合第四 下落合 2-9-34 3565-0942（代） 435 21 15 昭和 7 年 

落合第五 上落合 3-1-6 3227-2103（代） 226 15 9 昭和 29 年 
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校 名 所 在 地 電  話 児 童 数 教 員 数 学 級 数 開 校 年 

落合第六 西落合 4-11-21 3565-0943（代） 273 18 12 昭和 33 年 

淀橋第四 北新宿 3-17-1 3227-2105（代） 348 20 13 大正 9 年 

柏 木 北新宿 2-11-1 3227-2104（代） (23)319 (4) 23 (3)12 平成 9 年 

西 新 宿 西新宿 4-35-5 3373-6031（代） 328 19 12 平成 9 年 

西 戸 山 百人町 4-2-1 3227-2107（代） 439 22 15 昭和 26 年 

※児童数の（ ）は、特別支援学級の在籍児童数で、通常学級在籍児童数の外数 

※教員数の（ ）は特別支援学級、○は特別支援教室で、どちらも内数 

※学級数の（ ）は、特別支援学級の学級数で、通常学級数の外数 

 

(2) 中 学 校                      （令和 6年 5 月 1 日現在） 

校 名 所 在 地 電  話 生 徒 数 教 員 数 学 級 数 開 校 年 

牛込第一 北山伏町 4-1 3266-1605（代） 131 13 5 昭和 22 年 

牛込第二 喜久井町 20 3205-9671（代） 155 15 6 昭和 22 年 

牛込第三 市谷加賀町 1-3-1 3266-1606（代） 299 ③ 22 9 昭和 22 年 

四 谷 四谷 1-12 3358-3771（代） (13)268 (3) 22 (2)8 平成 13 年 

西早稲田 戸山 3-20-2 3205-9674（代） 437 ② 25 12 平成 17 年 

落 合 下落合 2-24-6 3565-0701（代） 243 18 7 昭和 22 年 

落合第二 西落合 1-6-5 3565-0702（代） 315 ③ 21 9 昭和 23 年 

西 新 宿 西新宿 8-2-44 5330-0661（代） (20)183 (4) 20 (3)6 平成 9 年 

新 宿 新宿 6-15-22 3357-6191（代） (27)342 (6) 29 (4)11 平成 17 年 

新宿西戸山 百人町 4-3-1 3227-2110（代） 439 23 12 平成 23 年 

※生徒数の（ ）は、特別支援学級の在籍生徒数で、通常学級在籍生徒数の外数 

※教員数の（ ）は特別支援学級、〇は特別支援教室で、どちらも内数 

※学級数の（ ）は、特別支援学級の学級数で、通常学級数の外数 

 

(3) 特別支援学校                       （令和 6年 5 月 1 日現在） 

校 名 所 在 地 電  話 児童・生徒数 教員数 学級数 開 校 年 

新宿養護学校 西新宿 4-20-11 5351-1233（代） 40 35 16 昭和 53年 
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 2  新宿区立幼稚園一覧 

（令和 6年 5 月 1 日現在） 

園 名 所 在 地 電  話 園児数 教員数 学級数 

園児数内訳 

開 園 年 

3 歳 4 歳 5 歳 

津 久 戸 津久戸町 2-2 3266-0129(代) 29 4 3 11 6 12 昭和36年 

江 戸 川 水道町 1-28 3266-0154(代) 
平成 9年度から休園 

※保育ルームえどがわ園として利用 
昭和36年 

市 谷 市谷山伏町 1-3 3266-0184(代) 48 4 3 14 24 10 昭和40年 

早 稲 田 早稲田南町 25 3205-9086(代) 43 4 3 17 13 13 昭和21年 

鶴 巻 早稲田鶴巻町 140 3205-9167(代) 31 4 3 9 13 9 昭和 6 年 

牛込仲之 市谷仲之町 4-33 3358-3880(代) 14 3 2 9 5 休学級 昭和22年 

富 久 富久町 7-24 3358-3904(代) 
平成 11 年度から休園 

※富久小学校内学童クラブとして利用 
昭和 36 年 

余 丁 町 若松町 13-1 3205-9255(代) 39 3 2 休学級 18 21 昭和41年 

四谷第六 大京町 30 3358-3774(代) 29 4 3 9 11 9 昭和36年 

花 園 新宿 1-22-1 3353-8277(代) 37 4 3 11 13 13 平成 7 年 

大 久 保 大久保 1-1-21 3205-9425(代) 30 4 3 11 9 10 昭和39年 

戸 山 百人町 2-1-38 3205-9489(代) 
平成 25 年度から休園 

※小学校の日本語指導のための部屋として利用 
昭和42年 

戸塚第一 西早稲田 3-10-12 3205-9567(代) 
平成 27 年度から休園 

※戸塚第一小学校内学童クラブ等として利用 
昭和41年 

戸塚第二 高田馬場 1-25-21 3205-9609(代) 25 3 2 14 休学級 11 昭和39年 

戸塚第三 高田馬場 3-18-21 3227-2039(代) 
平成 15 年度から休園 

※高田馬場第一児童館として利用 
昭和36年 

落合第二 上落合 2-10-23 3227-1944(代) 
平成 12 年度から休園 

※保育ルームおちにすくすく園として利用 
昭和41年 

落合第三 西落合 1-12-20 3565-0914(代) 25 4 3 8 8 9 昭和39年 

落合第四 下落合 2-9-34 3565-0939(代) 19 3 2 休学級 9 10 昭和36年 

落合第六 西落合 4-11-21 3565-0875(代) 
平成 20 年度から休園 

※まなびの教室等として利用 
昭和42年 

淀橋第四 北新宿 3-17-1 3227-2165(代) 21 4 3 4 13 4 昭和42年 

西 戸 山 百人町 4-7-1 3362-0400(代) 63 5 3 19 21 23 昭和36年 

※教員数には兼任園長を含まない。ただし会計年度任用職員を含む。 
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 2  新宿区立幼稚園一覧 

（令和 6年 5 月 1 日現在） 

園 名 所 在 地 電  話 園児数 教員数 学級数 

園児数内訳 

開 園 年 

3 歳 4 歳 5 歳 

津 久 戸 津久戸町 2-2 3266-0129(代) 29 4 3 11 6 12 昭和36年 

江 戸 川 水道町 1-28 3266-0154(代) 
平成 9年度から休園 

※保育ルームえどがわ園として利用 
昭和36年 

市 谷 市谷山伏町 1-3 3266-0184(代) 48 4 3 14 24 10 昭和40年 

早 稲 田 早稲田南町 25 3205-9086(代) 43 4 3 17 13 13 昭和21年 

鶴 巻 早稲田鶴巻町 140 3205-9167(代) 31 4 3 9 13 9 昭和 6 年 

牛込仲之 市谷仲之町 4-33 3358-3880(代) 14 3 2 9 5 休学級 昭和22年 

富 久 富久町 7-24 3358-3904(代) 
平成 11 年度から休園 

※富久小学校内学童クラブとして利用 
昭和 36 年 

余 丁 町 若松町 13-1 3205-9255(代) 39 3 2 休学級 18 21 昭和41年 

四谷第六 大京町 30 3358-3774(代) 29 4 3 9 11 9 昭和36年 

花 園 新宿 1-22-1 3353-8277(代) 37 4 3 11 13 13 平成 7 年 

大 久 保 大久保 1-1-21 3205-9425(代) 30 4 3 11 9 10 昭和39年 

戸 山 百人町 2-1-38 3205-9489(代) 
平成 25 年度から休園 

※小学校の日本語指導のための部屋として利用 
昭和42年 

戸塚第一 西早稲田 3-10-12 3205-9567(代) 
平成 27 年度から休園 

※戸塚第一小学校内学童クラブ等として利用 
昭和41年 

戸塚第二 高田馬場 1-25-21 3205-9609(代) 25 3 2 14 休学級 11 昭和39年 

戸塚第三 高田馬場 3-18-21 3227-2039(代) 
平成 15 年度から休園 

※高田馬場第一児童館として利用 
昭和36年 

落合第二 上落合 2-10-23 3227-1944(代) 
平成 12 年度から休園 

※保育ルームおちにすくすく園として利用 
昭和41年 

落合第三 西落合 1-12-20 3565-0914(代) 25 4 3 8 8 9 昭和39年 

落合第四 下落合 2-9-34 3565-0939(代) 19 3 2 休学級 9 10 昭和36年 

落合第六 西落合 4-11-21 3565-0875(代) 
平成 20 年度から休園 

※まなびの教室等として利用 
昭和42年 

淀橋第四 北新宿 3-17-1 3227-2165(代) 21 4 3 4 13 4 昭和42年 

西 戸 山 百人町 4-7-1 3362-0400(代) 63 5 3 19 21 23 昭和36年 

※教員数には兼任園長を含まない。ただし会計年度任用職員を含む。 
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第 9  学校施設 

 新宿区の小・中学校は築 50 年以上の建物が小学校で約 7割、中学校で 4割を占めています。全体的

に学校施設の老朽化が進み、予防保全のための施設整備が課題となっているため、既存施設の長寿命

化を図るべく、中長期修繕計画に基づき適切な修繕を行っています。 

 

 1  学校施設の整備計画事業 

(1) 中長期修繕計画に基づく施設の維持保全 

  既存施設の長寿命化を図るため、「予防保全」の考え方に立った中長期修繕計画に基づき、適切

な修繕を行っていきます。 

 

(2) 学校施設の改善 

  学校施設の良好な教育環境を確保するための環境整備を行います。 

 

 2  施設整備 

(1) 令和 5年度整備実績 

 

＜小学校＞  予算額    1,735,947,000 円 （保守管理経費を除く営繕費及び学校施設建設費） 

     決算額    1,715,975,080 円 （保守管理経費を除く営繕費及び学校施設建設費） 

執行率          98.8％ 

 

ア 計画修繕 

（ア） 内部改修等整備         9 校 

（イ） 外壁改修               1 校 

 

イ 一般修繕 

（ア） 内部改修等整備 

     防火シャッター改修     2 校 

     普通教室改修        1 校 

     給食調理室改修       4 校 

     その他改修等         5 校 

（イ） 屋内運動場・プール整備    7 校 

（ウ） 校庭・外構整備        2 校 

 

ウ 一般営繕 

  プール修繕、雨漏り補修、窓ガラス修繕等の小破修繕 

 

エ 屋内運動場の空調設備賃借     27 校 
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  オ 学校校舎の増築          2 校 

 

 

＜中学校＞  予算額     522,276,000 円 （保守管理経費を除く営繕費及び学校施設建設費） 

      決算額     508,937,179 円 （保守管理経費を除く営繕費及び学校施設建設費） 

       執行率          97.4％ 

 

ア 計画修繕 

（ア） 内部改修等整備        5 校 

（イ） 外壁改修           1 校 

 

イ 一般修繕 

（ア） 内部改修等整備                5 校 

（イ） プール整備          1 校 

（ウ） 外構整備           1 校 

 

ウ 一般営繕 

  プール修繕、雨漏り補修、窓ガラス修繕等の小破修繕 

 

  エ 屋内運動場の空調設備賃借     9 校 

 

オ 旧都立市ヶ谷商業高等学校の将来活用（牛込第一中学校の建設） 1 校 

  

 

＜特別支援学校＞  予算額     4,147,000 円 （計画修繕費及び一般営繕費） 

        決算額     3,753,970 円 （計画修繕費及び一般営繕費） 

執行率        90.5％ 

 

ア 一般営繕 

  雨漏り補修、窓ガラス修繕等の小破修繕、その他改修等 

 

＜幼稚園＞  予算額      21,243,000 円 （保守管理経費を除く営繕費） 

     決算額      19,750,874 円 （保守管理経費を除く営繕費） 

執行率          93.0％ 

 

  ア 設備整備 

    内部改修等整備          2 園 
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  オ 学校校舎の増築          2 校 

 

 

＜中学校＞  予算額     522,276,000 円 （保守管理経費を除く営繕費及び学校施設建設費） 

      決算額     508,937,179 円 （保守管理経費を除く営繕費及び学校施設建設費） 

       執行率          97.4％ 

 

ア 計画修繕 

（ア） 内部改修等整備        5 校 

（イ） 外壁改修           1 校 

 

イ 一般修繕 

（ア） 内部改修等整備                5 校 

（イ） プール整備          1 校 

（ウ） 外構整備           1 校 

 

ウ 一般営繕 

  プール修繕、雨漏り補修、窓ガラス修繕等の小破修繕 

 

  エ 屋内運動場の空調設備賃借     9 校 

 

オ 旧都立市ヶ谷商業高等学校の将来活用（牛込第一中学校の建設） 1 校 

  

 

＜特別支援学校＞  予算額     4,147,000 円 （計画修繕費及び一般営繕費） 

        決算額     3,753,970 円 （計画修繕費及び一般営繕費） 

執行率        90.5％ 

 

ア 一般営繕 

  雨漏り補修、窓ガラス修繕等の小破修繕、その他改修等 

 

＜幼稚園＞  予算額      21,243,000 円 （保守管理経費を除く営繕費） 

     決算額      19,750,874 円 （保守管理経費を除く営繕費） 

執行率          93.0％ 

 

  ア 設備整備 

    内部改修等整備          2 園 
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イ 一般営繕 

  固定遊具修繕、雨漏り補修、窓ガラス修繕等の小破修繕 

 

(2) 令和 6年度整備計画 

 

＜小学校＞  予算額     2,589,162,000 円 （保守管理経費を除く営繕費及び学校施設建設費） 

 

ア 計画修繕 

（ア） 内部改修等整備        7 校 

  （イ） 外壁改修           2 校 

  （ウ） 校庭整備           1 校 

  （エ） 屋上防水           2 校 

 

イ 一般修繕 

（ア） 内部改修等整備 

    消防設備改修        19 校 

    普通教室改修        2 校 

    給食調理室改修       3 校 

    その他改修等        18 校 

（イ） 屋内運動場・プール整備    10 校 

（ウ） 外構整備           1 校 

     

ウ 一般営繕 

  プール修繕、雨漏り補修、窓ガラス修繕等の小破修繕 

 

エ 屋内運動場の空調設備賃借     27 校 

 

オ 学校校舎の増築          2 校 

 

＜中学校＞  予算額     7,088,120,000 円 （保守管理経費を除く営繕費及び学校施設建設費） 

 

ア 計画修繕 

 （ア）内部改修等整備         4 校 

 （イ）外壁改修            1 校 

    （ウ）校庭整備            1 校 

  （エ）屋上防水            1 校 
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イ 一般修繕 

（ア） 内部改修等整備        7 校 

（イ） プール整備        1 校 

（ウ） 外構整備           2 校 

 

ウ 一般営繕 

  プール修繕、雨漏り補修、窓ガラス修繕等の小破修繕 

 

エ 屋内運動場の空調設備賃借      9 校 

 

  オ 旧都立市ヶ谷商業高等学校の将来活用（牛込第一中学校の建設） 1 校 

 

 

＜特別支援学校＞  予算額    4,147,000 円 （一般営繕費） 

 

ア 一般営繕 

  雨漏り補修、窓ガラス修繕等の小破修繕 

 

 

＜幼稚園＞  予算額      16,541,000 円 （設備整備費及び一般営繕費） 

 

ア 設備整備        

内部改修等整備          1 園 

 

イ 一般営繕 

  固定遊具修繕、雨漏り補修、窓ガラス修繕等の小破修繕 
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イ 一般修繕 

（ア） 内部改修等整備        7 校 

（イ） プール整備        1 校 

（ウ） 外構整備           2 校 

 

ウ 一般営繕 

  プール修繕、雨漏り補修、窓ガラス修繕等の小破修繕 

 

エ 屋内運動場の空調設備賃借      9 校 

 

  オ 旧都立市ヶ谷商業高等学校の将来活用（牛込第一中学校の建設） 1 校 

 

 

＜特別支援学校＞  予算額    4,147,000 円 （一般営繕費） 

 

ア 一般営繕 

  雨漏り補修、窓ガラス修繕等の小破修繕 

 

 

＜幼稚園＞  予算額      16,541,000 円 （設備整備費及び一般営繕費） 

 

ア 設備整備        

内部改修等整備          1 園 

 

イ 一般営繕 

  固定遊具修繕、雨漏り補修、窓ガラス修繕等の小破修繕 
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 3  区外学習施設 

ヴィレッジ女神湖（女神湖高原学園） 

  女神湖高原学園は、児童・生徒が都会の生活から離れ、高原や山林の自然に親しみ、健康の増進

を図り、集団生活を通じて社会性を高め、たくましい豊かな人間性を養うことを目的に実施される

移動教室及びスキー教室の場として設置された施設です。 

  南（区民）棟を通年、北（学校）棟を学校が使用していない期間に限り、区民レクリエーション

施設として、区民や在勤者等に開放しています。 

(1) 施設の概要 

  所在地  長野県北佐久郡立科町大字芦田八ヶ野字赤沼平 994 

電 話  0267（55）6100 

開 設  平成 7年 7月 

※平成 17 年 4 月から、指定管理者制度を活用し、民間事業者が管理運営を行っています。 

定 員 236 人（北（学校）棟 196 人・南（区民）棟 40 人） 

※北（学校）棟の一般利用は 156 人 

利用料金（1人 1 泊 2 食） 

4 名 1 室利用の場合（部屋の利用人数により変更します） 

大 人  4,050 円（南（区民）棟） 3,900 円（北（学校）棟） 

子ども  3,100 円（南（区民）棟） 3,000 円（北（学校）棟） 

※大人…13 歳以上 子ども…3歳以上 13 歳未満 

※閑散期（4月・6月・9月・10 月・11 月）の宿泊は、大人 500 円・子ども 300 円を 

 割引します。 

 

令和 5年度利用実績 

区  分 
利  用  者  数 

 内有料 内無料 

一般利用 3,529 人 3,529 人 0 人 

※学校利用の実績については、「第 3教育活動支援 1 教育活動支援事業 (8)移動教室等（P.39

～41）」を参照 

 

(2) 令和 5年度整備実績 

ア 一般修繕 

予算額  2,324,000 円 

決算額  286,000 円 

執行率  12.31％ 

 

イ 設備整備（防火シャッター危害防止装置設置工事） 

 予算額 19,310,000 円 

 決算額 18,189,600 円 

 執行率 94.2％ 
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(3) 令和 6年度整備予算 

ア 一般修繕 

予算額  2,038,000 円 （保守管理経費を除く修繕費） 

 

イ 設備整備（風呂湯循環ポンプ等改修工事） 

予算額  3,663,000 円  
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第10 学校安全 

 学校安全は、子どもが自ら安全に行動し、他の人や社会の安全に貢献できる資質や能力の育成を目

指す「安全教育」と、子どもの安全を確保するための環境を整える「安全管理」、そして、これらの活

動を推進するために校内組織を整え、家庭・地域社会等の連携を図る「組織活動」の 3 つの主要な活

動で構成されています。 

「安全教育」は、安全に関する基礎的・基本的事項を系統的に理解させ、思考力、判断力を高める

ことによって、安全について適切な意思決定ができるようにすることをねらいとする「安全学習」と、

当面している、あるいは近い将来当面するであろう安全に関する問題を中心に課題を取り上げ、安全

の保持増進に関するより実践的な能力や態度、さらには望ましい習慣の形成を目指して行う「安全指

導」とがあります。学校では、これらの内容を子どもの発達段階に応じて計画的に実施しています。 

「安全管理」は、子どもの心身状態の管理及び危機管理マニュアルの作成等さまざまな生活や行動

の管理からなる対人管理と、学校の環境管理である対物管理から構成され、学校内外の安全な環境整

備を進めています。 

「安全教育」と「安全管理」を効果的に進めるために、校内の協力体制を構築することはもとより、

警察・消防等の関係機関や家庭・地域社会との連携を深めながら「組織活動」を進めています。 

 

 1  新宿区立学校危機管理マニュアル 

  全区立学校・幼稚園を対象とした学校危機管理の総合マニュアルとして平成 23 年 4 月に策定し、

必要に応じて見直しを図っています。 

  地震・風水害・火災・不審者対応・事故・新型インフルエンザ等・武力攻撃事態等・心のケアの

各編からなる本編と資料編で構成され、各学校で日常の安全点検や訓練のため、また、災害や事故

等が発生した場合に子どもと教職員が適切な危機回避行動をとれるようにするためのマニュアルと

して活用しています。 

 

 2  学校安全計画の作成 

  児童・生徒等を取り巻く状況の変化に対応し、子どもたちがさまざまな危険を回避できるように

するため、各学校では、地域の実情や児童・生徒等の実態をふまえつつ、「安全教育（安全学習・安

全指導）」、「安全管理（対人管理・対物管理）」、「組織活動」について定めた学校安全計画を作成し、

実施しています。 

 

 3  安全教育の充実 

  子どもが安全に関する知識を身に付け、情報を正しく判断し、自分で危険を予測して回避する能

力を向上させる安全教育が求められています。安全教育の 3つの領域である「生活安全」「交通安全」

「災害安全」をバランスよく学習し、各学校で意図的・計画的な安全教育を実施していきます。 

 

 4  安全用品等の配布 

  児童に対する交通安全の一環として、区立小学校新 1 年生全員に黄色い帽子と黄色いランドセルカ

バーを配布し、新入学児童の通学時における安全の確保を図っています。また、小学校新入学児童
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に防犯啓発冊子「こんなときあなたはどうしますか？」を配布するほか、小学校 1年生、4年生及び

中学校 1年生に防犯ブザーを配布し、防犯対策を図っています。 

 

 5  一斉連絡システム 

  全区立学校及び幼稚園では、不審者情報や地震・台風時の学校対応等緊急性の高い情報について、

アプリにより保護者へ一斉に配信することで、これらの情報をいち早くお知らせし、園児・児童・

生徒の安全の確保を図っています。 

 

 6  通学路の安全 

  児童・生徒が安全に通学するために利用すべき道路として、学校ごとに通学路を指定しています。 

  通学路であることを表示する標識の設置や、特定の時間帯における車両の通行止等の交通規制※

などにより、通学路として良好な道路環境の確保を図っています。これに加え、通学時間帯に学童

擁護員を配置するとともに、通学路における継続的な安全点検のしくみとして策定された「新宿区

通学路交通安全プログラム」等に基づき、全区立小学校で定期的に交通安全及び防犯の観点による

総点検を実施し、危険箇所等の改善を図ることで、児童が安全に通学できるよう取り組んでいます。 

 

※区内における登校時の交通規制時間は、原則として 7 時 30 分から 9 時までに統一されています。

なお、道路の交通規制については、東京都公安委員会が決定します。 

 

 7  通学路防犯カメラの設置 

  児童の一層の安全確保や犯罪抑止を目的として、全区立小学校の通学路に、1 校につき 5 台程度、

防犯カメラを設置しています。 

 

 8  学校防災連絡会 

  平成 24 年度から、関係各課と学校関係者で構成する「学校防災連絡会」を設置し、災害時の児童・

生徒の安全確保や地域の防災拠点としての学校のあり方等について、必要な情報を共有するととも

に、防災対策について検討を行っています。ここで検討された防災対策等については、必要に応じ

て対応方針等を決定し、学校等へ周知するとともに、学校危機管理マニュアルや防災訓練等に反映

させています。 
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第11 学  事 

 1  就学事務 

  小・中学校への就学事務は、義務教育という国民の権利義務にかかわるものであり、教育委員会

における最も基本的な事務です。児童・生徒の入学から卒業に至るさまざまな事務があり、学校教

育法等の法令に基づき、適正かつ円滑な運営に努めています。 

  就学する学校は、原則として児童・生徒の住民登録に基づいた住所によって指定し、就学の通知

をしています（通学区域制度）。ただし、中学校については、学校選択制度を実施しており、中学校

の新入学に際し、区内全域の区立中学校から選択ができます。 

  その他、就学事務は、学齢簿の編製、入学期日の通知、区域外就学の事務、就学の督促、就学義

務の猶予・免除の許可等があります。 

  新宿区の学級編制は、公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律に基づ

き、平成 3 年度以降、全学年で 40 人学級としていましたが、平成 24 年度から法改正により小学校

第 1 学年で 35 人学級編制を実施しました。更に令和 3 年度から法改正により小学校では 35 人学級

編制を年度ごとに第 2 学年以降も一学年ずつ実施しています。また、中学校第 1 学年については、

平成 24 年度から東京都の教員の加配措置をふまえ、各学校の実情に応じた学級編制を実施していま

す。 

 

 2  指定校変更制度 

  区立小・中学校への就学予定者に対し、教育委員会はあらかじめ学校ごとに通学区域を設定し、

これに基づき学校の指定を行っています（通学区域制度）。 

  しかし、保護者からやむを得ない事情の申立てがあった場合、それに対応するため、「指定校変更

制度」による通学区域制度の弾力的な運用を行っています。これは、別途規定されている基準に準

拠した理由があれば、指定校以外の学校への通学を申し立てることができる制度です。 

  申立ては、新入学時を除いていつでも可能です（小学校の新入学時は入学する前年の 9 月から、

中学校の新入学時は学校選択制度の補欠繰上げ実施後である入学する年の 2 月から、申立てを受け

付けます）。申立て後、その理由が基準に当たるかを教育委員会が審査します。 

  対象は、新宿区に住所があり、新宿区立小・中学校へ通学している児童・生徒又は翌年度新入学

する児童・生徒です。 

 

 3  学校選択制度（中学校のみ） 

  魅力ある教育活動の実現と開かれた学校づくりの推進を目的に、区立中学校に入学する新 1 年生

及び保護者が、入学する学校を選択できる学校選択制度を導入しています。 

  この制度は、新宿区立中学校に入学する新 1 年生が、区内全域の区立中学校を選択できるもので

す。また、選択の受付は、例年、入学する前年の 9 月から 10 月に行い、受け入れ可能人数を超える

選択希望がある場合は、抽選を実施します。 
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 4 学校適正配置 

(1) 新宿区立学校の園児・児童・生徒数の推移（最近 20 年間各年 5月 1 日現在） 

 

※小学校児童及び中学校生徒の人数は通常学級の在籍者数 

※19年度以降の幼稚園園児数は、四谷子ども園の4・5歳児を含む 

 22年度以降の幼稚園園児数は、あいじつ子ども園の4・5歳児を含む 

 23年度の幼稚園園児数は、西新宿子ども園の3・4・5歳児を含む 

 27年度以降の幼稚園児数は子ども園を含まない 

 28年度より区立幼稚園は全園で3年保育を実施 

 

(2) 新宿区立学校適正配置等審議会の答申 

  新宿区立学校の園児・児童・生徒数は、年々減少してきました。これら減少に伴う学校教育上

の諸問題を検討するため、平成 2 年 6 月に新宿区立学校適正配置等審議会が設置され、教育委員

会からの諮問事項について審議を行い、平成 4 年 7 月に答申が出されました。 

ア 諮問事項 

○ 新宿区立学校の適正規模及び適正配置並びに学校施設のあり方等の基本的考え方について 

○ 新宿区立学校の適正配置の具体的方策について 

 

イ 審議経過 

  審議会は、学識経験者、区議会議員、区内関係団体等の構成員、区立学校教職員及び区職員

で構成し、22 回の審議会と公聴会及び審議経過説明会が開催されました。 

 

ウ 答申のあらまし 

(ｱ) 小学校 

  1 学年 2 学級で 12 学級が望ましい規模だが、都心区における小学校が地域に果たす役割を

考慮し、学校規模として、1 学年 1 学級で 1 学級平均 25 人の 150 人程度を小規模校の存置の

目安とし、これを下回る学校について、統廃合を検討する。 

Excel データ 

【R】Ⅱ-11 学事（4-7）【78】園児・児童・生

徒数の推移 
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徒数の推移 
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(ｲ) 中学校 

  中学校は教科担任制であり、授業時数の多い 5 教科について、2～3 人の教員配当となる 12

学級を適正規模とする。しかし、12 学級の確保を目指した場合の影響の大きさを考慮し、当

面、9 学級以上の確保を目途に統廃合を検討する。 

 

(ｳ) 幼稚園 

  全部の小学校に幼稚園を併設する方式は、園児数の急激な減少により、教育効果の面から

も維持しがたい。いくつかの幼稚園を統合しても、集団保育を効果的にする規模が望ましい。

具体策として、当面、小学校と連動した統合を行う。 

 

(ｴ) 学校施設のあり方 

  「地域に開かれた学校づくり」の一環として、学校施設の複合化を検討する。 

 

(3) 学校適正配置の取組 

  教育委員会は平成 5 年度に学校適正配置担当を設置して推進に取り組み始めました。その後第

四次までの実施を経て、平成 13 年度の教育委員会事務局内部の検討による、『教育基盤整備検討

委員会報告』（平成 14 年 2 月）の学校適正配置ビジョンを作成、以後第七次まで実施しました。

現在は学校運営課が担当しています。 

ア 第一次・学校適正配置計画（花園小学校・幼稚園の設置） 

  平成 5 年度に決定された第一次・学校適正配置計画に基づき、四谷第五小学校・幼稚園と四

谷第七小学校・幼稚園が廃止され、平成 7 年 4 月 1 日付けで新たに花園小学校・幼稚園が開校・

開園しました。 

 

イ 第二次・学校適正配置計画 

  （柏木小学校・幼稚園、西新宿小学校・幼稚園、西新宿中学校の設置） 

  平成 7 年度に決定された第二次・学校適正配置計画に基づき、①淀橋第一小学校・幼稚園と

淀橋第七小学校・幼稚園が廃止され、新たに柏木小学校・幼稚園が、②淀橋第三小学校・幼稚

園と淀橋第六小学校・幼稚園が廃止され、新たに西新宿小学校・幼稚園が、③淀橋中学校と淀

橋第二中学校が廃止され、新たに西新宿中学校が、それぞれ平成 9 年 4 月 1 日付けで開校・開

園しました。 

 

ウ 第三次・学校適正配置計画 

  （牛込原町小学校・幼稚園と牛込仲之小学校・幼稚園の統合） 

  平成 9 年度に決定された第三次・学校適正配置計画に基づき、牛込原町小学校・幼稚園が廃

止され、平成 10 年 4 月 1 日付けで牛込仲之小学校・幼稚園と統合しました。統合校の校名及び

校地は、統合協議会の協議結果を踏まえ、「牛込仲之小学校・幼稚園」のままとしました。 

  平成 10 年度には、旧牛込原町小学校通学区域内の通学区域の見直しを検討し、一部の地区で

は、統合の特例として指定校のほか選択可能校を選ぶことができる調整区域が指定されていま
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した。しかし平成 16 年度から学校選択制が導入されることに伴い、調整区域は平成 15 年 5 月 2

日に廃止されました。 

 

エ 第四次・学校適正配置計画（四谷中学校の設置） 

  平成 12 年 6 月に決定された第四次・学校適正配置計画に基づき、四谷第一中学校と四谷第二

中学校が廃止され、平成 13 年 4 月 1 日付けで四谷中学校が開校しました。 

  この統合により旧四谷第二中学校の通学区域の一部では、通学距離が 2km を超えるため、指

定校のほか大久保中学校を選ぶことができる調整区域が設けられていました。しかし、平成 16

年度から学校選択制が導入されることに伴い調整区域は平成 15 年 5 月 2 日に廃止されました。 

 

オ 第五次・学校適正配置計画（戸塚・大久保地区中学校の適正配置） 

  平成 15 年 12 月に決定された第五次・学校適正配置計画に基づき、平成 17 年 4 月 1 日付けで

戸塚第一中学校と戸山中学校が統合して西早稲田中学校が、東戸山中学校と大久保中学校が統

合して新宿中学校が新たに開校しました。 

  平成 20 年 4 月には、西早稲田中学校の新校舎が旧戸塚第一中学校の校地に、新宿中学校の新

校舎が旧大久保中学校の校地に、それぞれ完成しました。 

 

カ 第六次・学校適正配置計画（四谷地区小学校の適正配置） 

  平成 16 年 5 月に決定された第六次・学校適正配置計画に基づき、平成 19 年 4 月に四谷第三

小学校、四谷第四小学校、旧四谷第一小学校の 3 校を統合し、四谷小学校が開校しました。新

校舎は旧四谷第一小学校の校地に、四谷子ども園（幼保一元化施設）との併設校として設置さ

れました。 

 

キ 第七次・学校適正配置計画（西戸山地区中学校の適正配置） 

  平成 18 年 12 月に決定された第七次・学校適正配置計画に基づき、平成 23 年 4 月に西戸山中

学校と西戸山第二中学校が統合し、新たに新宿西戸山中学校が開校しました。校舎は、旧西戸

山中学校の校地に新校舎を建設しました。 

 

(4) 牛込地区の学校適正配置について 

ア 津久戸小学校と江戸川小学校 

  平成 20 年 8 月から、津久戸小学校と江戸川小学校の適正配置の取組を進めてきました。しか

し、35 人以下学級の導入による普通教室の確保や、両校の通学区域内の未就学児の増加傾向な

ど、教育環境の大きな変化に適切に対応する必要が出てきました。津久戸小学校・江戸川小学

校統合等検討協議会において、統合の必要性がなくなったという合意に至った旨の報告を受け、

平成 23 年 3 月 30 日の教育委員会臨時会にて、津久戸小学校と江戸川小学校の統合は行わない

ことに決定しました。 

 

イ 富久小学校と天神小学校 

  平成 20 年 8 月から、富久小学校と天神小学校の適正配置の取組を進めてきました。しかし、
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した。しかし平成 16 年度から学校選択制が導入されることに伴い、調整区域は平成 15 年 5 月 2
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校舎が旧大久保中学校の校地に、それぞれ完成しました。 
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校舎は旧四谷第一小学校の校地に、四谷子ども園（幼保一元化施設）との併設校として設置さ

れました。 

 

キ 第七次・学校適正配置計画（西戸山地区中学校の適正配置） 

  平成 18 年 12 月に決定された第七次・学校適正配置計画に基づき、平成 23 年 4 月に西戸山中

学校と西戸山第二中学校が統合し、新たに新宿西戸山中学校が開校しました。校舎は、旧西戸

山中学校の校地に新校舎を建設しました。 

 

(4) 牛込地区の学校適正配置について 

ア 津久戸小学校と江戸川小学校 

  平成 20 年 8 月から、津久戸小学校と江戸川小学校の適正配置の取組を進めてきました。しか

し、35 人以下学級の導入による普通教室の確保や、両校の通学区域内の未就学児の増加傾向な

ど、教育環境の大きな変化に適切に対応する必要が出てきました。津久戸小学校・江戸川小学

校統合等検討協議会において、統合の必要性がなくなったという合意に至った旨の報告を受け、

平成 23 年 3 月 30 日の教育委員会臨時会にて、津久戸小学校と江戸川小学校の統合は行わない

ことに決定しました。 

 

イ 富久小学校と天神小学校 

  平成 20 年 8 月から、富久小学校と天神小学校の適正配置の取組を進めてきました。しかし、
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35 人以下学級の導入や、未就学児の増加傾向など、教育環境の大きな変化に適切に対応する必

要が出てきたため、平成 23 年 5 月の教育委員会定例会にて「教育環境検討協議会」を新たに設

置することを決定し、「学校選択制度」、「通学区域」とともに「学校適正配置」の基本的なあり

方についても検討していくこととしました。このため、富久小学校と天神小学校との適正配置

の取組は終了しました。 

 

5 新宿区立小・中学校の通学区域、学校選択制度、適正規模及び適正配置の基本方針 

  35 人以下学級の導入や未就学児数の増加傾向などの教育環境の変化に適切に対応するため、新宿

区教育環境検討協議会（以下「検討協議会」という。）を設置し、平成 23 年 6 月 30 日に「通学区域」

「学校選択制度」「区立学校の適正規模及び適正配置」の基本的なあり方について諮問しました。 

  検討協議会では、7回にわたる協議を行い、平成 24 年 1 月に答申を取りまとめました。答申では、

通学区域制度を原則として、各校の普通教室を確保し、学校間の児童生徒数の差を緩和する中で、

区立小・中学校が望ましい規模を確保していくことの重要性が示されました。 

  教育委員会は、この答申の趣旨を踏まえ、平成 24 年 3 月に「新宿区立小・中学校の通学区域、学

校選択制度、適正規模及び適正配置の基本方針」を策定しました。 

[方針の概要] 

●通学区域 

  現行の通学区域を維持することを基本とします。 

  現在の通学区域には、小学校と中学校との通学区域の整合性や、特別出張所所管区域等との整

合性が取られていない箇所等、課題はあるものの、これまで培ってきた地域とのつながりを大切

にすべきであり、できるだけ現行の通学区域を維持することを基本とします。 

  ただし、次のような場合は改正について検討を行います。 

・普通教室不足が懸念され、改修等によってもその確保が困難な場合は、早急に検討します。 

・道路の開通等によってまちの姿が大きく変わる場合などについては、特に通学の安全確保の視

点から検討します。 

●学校選択制度 

  通学区域制度を原則とした上で、学校選択制度を維持します。 

  平成 22 年度に実施した「学校選択制度に関する意識調査」の結果や、一斉学校公開の際の見学

者数の推移等から、制度が定着しているといえます。このため、通学区域制度を原則とした上で、

学校選択制度を維持します。 

 ※ただし、本基本方針の策定後の状況等を踏まえ、平成 29 年 3 月、新宿区教育委員会は新宿区学

校選択制度の見直し方針を決定しました。（「6 新宿区学校選択制度の見直し方針」を参照） 

●学校の適正規模 

＜小学校＞ 12 学級から 18 学級を適正規模とします 

        クラス替えのできる規模を目指します。 

＜中学校＞ 12 学級以上を適正規模とします 

        当面は 9 学級程度の確保を目指します。 
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●学校適正配置 

  今後も学校適正配置を推進します。次のような学校については、通学区域内の未就学児数等を

注視しながら、通学距離や施設状況等を十分勘案した上で、適正配置について検討を行います。 

＜小学校＞ 児童数が 150 人を下回った学校 

＜中学校＞ 1 学年 2 学級規模以下の学校 

 

 6  新宿区学校選択制度の見直し方針 

  未就学児の増加傾向や子どもの安全・安心への配慮の高まり、地域との連携による学校づくりな

ど、時代に対応した教育環境を整備するため、新宿区学校選択制度検討協議会を設置し、平成 28

年 6 月 30 日に「学校選択制度に関する事項について」諮問し、平成 28 年 11 月 15 日に答申を受け

ました。この答申を踏まえ、平成 29 年 3 月に、以下のとおり、新宿区教育委員会として、「学校選

択制度の見直し方針」を決定しました。 

 

(1) 小学校の学校選択制度は「廃止」する。 

(2) 中学校の学校選択制度は「維持」する。 

   ただし、中学校の学校選択制度について、今後の新入学生徒数や人口動態、また社会状

況等の変動があった場合には、見直しを行う。 

(3) 見直し方針（実施時期）については、平成 30 年度の区立小・中学校の入学に反映する。 

 

  これに伴い、平成 30 年度新入学以降については、学校選択制度は中学校新入学に際して実施して

います。 

 

 7  四谷地区における区立小学校の通学区域の見直しについて 

 四谷地区における区立小学校の教育環境の維持向上を図るため、令和 5 年 6 月に「四谷地区にお

ける区立小学校通学区域検討協議会」（以下「検討協議会」という。）を設置し、四谷地区における

区立小学校の通学区域の見直しや緩和等の検討を行いました。 

検討協議会では、5 回にわたる協議を行い、令和 6 年 3 月に「四谷地区における区立小学校通学区

域検討協議会のまとめ」（以下「検討協議会のまとめ」という。）が検討協議会より提出されました。

検討協議会のまとめでは、通学区域の見直しを検討する上で、学習環境等子どもの学びを確保する

ことを第一優先に考えるべきことや、兄弟姉妹がいる未就学児や、四谷小学校への入学を見据えて

引っ越しをしたご家庭等のために、経過措置を設定することの重要性が示されています。 

 また、合わせて、四谷地区における区立小学校の教育環境を高めていくために、子どもが安全か

つ安心して学校生活等を送れることや、各学校の魅力や特色を広く子どもや保護者に周知するよう

情報発信の強化に取り組んでいくことの大切さも示されています。 

新宿区教育委員会は、この検討協議会のまとめの趣旨を踏まえ、以下のとおり、令和 6 年 4 月に

「四谷地区における区立小学校の通学区域の見直しについて」を定めました。 
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区立小学校の通学区域の見直しや緩和等の検討を行いました。 

検討協議会では、5 回にわたる協議を行い、令和 6 年 3 月に「四谷地区における区立小学校通学区

域検討協議会のまとめ」（以下「検討協議会のまとめ」という。）が検討協議会より提出されました。

検討協議会のまとめでは、通学区域の見直しを検討する上で、学習環境等子どもの学びを確保する

ことを第一優先に考えるべきことや、兄弟姉妹がいる未就学児や、四谷小学校への入学を見据えて

引っ越しをしたご家庭等のために、経過措置を設定することの重要性が示されています。 

 また、合わせて、四谷地区における区立小学校の教育環境を高めていくために、子どもが安全か

つ安心して学校生活等を送れることや、各学校の魅力や特色を広く子どもや保護者に周知するよう

情報発信の強化に取り組んでいくことの大切さも示されています。 

新宿区教育委員会は、この検討協議会のまとめの趣旨を踏まえ、以下のとおり、令和 6 年 4 月に

「四谷地区における区立小学校の通学区域の見直しについて」を定めました。 
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〔見直しの概要〕 

(1) 見直し対象地域 

四谷小学校の通学区域のうち、以下の地域を花園小学校の通学区域とする。 

・四谷四丁目(2 番地、3 番地及び 8番地から 34 番地まで) 

・富久町(8 番及び 9 番)  

(2) 見直し理由 

通学区域の見直しにより、以下の①～③による効果として、児童の教育環境の向上や登下校時

の負担軽減が期待され、かつ中学校の通学区域との一致を維持することができるため。 

①四谷小学校の児童数の減少 

②通学距離が短くなること 

③花園小学校の児童数の増加 

(3) 適用時期と対象児童 

  ①適用時期 令和 7 年 4 月 1 日 

②対象児童 適用日以降に入学（転入学及び編入学を含む。）するもの 

  ※適用日前に入学した児童については、対象としない。 

〔経過措置の概要〕 

(1) 経過措置 

見直し対象地域に居住する対象児童は、希望により四谷小学校を就学先の学校として選択でき

ることとする。 

(2) 経過措置期間 

   経過措置期間は、令和 7 年 4 月 1 日から「当分の間」とする。 

※経過措置は、今後の四谷小学校及び花園小学校への就学状況を鑑みて対応が必要と認められ

る期間において継続する。 

 

〔通学区域の見直しと合わせた、花園小学校のさらなる教育環境向上等の取組〕 

 〇学校のセキュリティ強化について 

  花園小学校の校庭へのフェンスの設置（令和 6 年度） 

 〇通学路の安全確保について 

  小学校の通学路について、必要に応じた学童擁護員の増配置を実施 

 〇施設の改修について 

 花園小学校の外壁改修（令和 6年度）、校庭改修（令和 7 年度） 

  

 〇放課後の子どもの活動場所の確保について（子ども家庭部所管事業） 

  花園小学校内に学童クラブを開設（令和 7 年度） 
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第12 学校保健衛生 

 児童・生徒の健康を管理し保持増進を図ることは、学校教育の目的を達成するために、大きな役割を

果たすものであり、教育活動の基盤となるものです。 

 近年における、児童・生徒や学校を取り巻く地域社会や環境の変化には著しいものがあり、これらの

変化によっていろいろな形で、児童・生徒の心身の健康を阻害する要因がつくられています。 

 例えば、運動不足、偏食、生活時間の夜型化等生活習慣に関連した健康問題、アレルギー疾患の増

加、さらに心の健康問題についても、近年重要視されています。 

 また、全国的に対策を行っている麻しん等、感染症対策の充実を図ることも指摘されています。 

 各小学校・中学校・特別支援学校、幼稚園には、学校保健安全法に基づき、学校医（内科医、眼科医、

耳鼻咽喉科医）、学校歯科医、学校薬剤師がそれぞれ置かれ、定期健康診断や臨時健康診断をはじめと

して、保健指導、健康相談・環境衛生検査等を行うなど、園児・児童・生徒の健康管理や環境衛生の充

実に積極的に取り組んでいます。 

 

 1  健康管理及び環境衛生整備等項目 

○ 定期健康診断 ○ 小児生活習慣病予防健診 

○ 臨時健康診断 ○ 健康相談 

○ 結核検診 ○ 学校保健委員会 

○ 心臓検診 ○ 安全点検 

○ 腎臓検診 ○ 環境衛生検査（飲料水、プールの水等） 

○ 脊柱側わん検診 ○ 校舎内外害虫駆除消毒 

○ 就学時健康診断 ○ その他保健衛生事業 
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 2  検診実施内容 

令和 5年度定期健康診断及び各種検診等実施内容 

区分 
検診種別 対  象 実施内容及び方法 実施機関 

定期健康診断 

計 測 

全  学  年 

計 測 

（身長・体重） 

検 診 

（内科・眼科・耳鼻咽喉科・歯科） 

各学校 

検 診 

（疾病異

常） 

学校医等 

結 核 検 診 

問 診 小・中全学年 問診票 各学校 

診 察 小・中全学年 学校医による診察 各学校（校医） 

第 1次検査 

問診票及び学校医によ

る診察で第1次検査が必

要と認められた者 

Ｘ線直接撮影 
契約指定の 

検査機関 

第 2次検査 

結核対策委員会で第2次

検査が必要と認められ

た者 

喀痰検査・CT 検査等 
契約指定の 

検査機関 

心 臓 検 診 

アンケート 

選別 
小・中全学年 

アンケート調査と定期健康診断時の

問診・聴打診・日常観察等 
各学校（校医） 

 

契約指定の 

検査機関 

第 1次検査 
 小・中 1年生全員 

 アンケート調査の異常者 
心電図検査 

第 2次検査 1 次検査の異常所見者 精密検査（専門医の問診・聴打診） 

腎 臓 検 診 

第 1次検査 全  学  年 
各校巡回採集、早朝尿による糖・蛋白・

潜血・ＰＨ法 
契約指定の 

検査機関 第 2次検査 1 次検査異常所見者 
早朝尿による糖・蛋白・潜血・ＰＨ煮沸

法検査等 

第 3次検査 2 次検査異常所見者 精密検査（専門医の問診・聴打診） 

脊柱側わん症 

検 診 

第 1次検査 
 小 5年生全員 

 中 1年生全員 
モアレ写真撮影 

契約指定の 

検査機関 第 2次検査 
 1次検査の異常所見者 

 他学年定健異常所見者 
低線量Ｘ線撮影 

第 3次検査 2 次検査の異常所見者 精密検査（直接撮影・専門医の問診等） 

小 児 生 活 習 慣 病 

予 防 健 診 

小学 4年生～中学3年生

の希望者 

計測（身長・体重・腹囲・血圧） 

血液検査（中性脂肪、ＨＤＬコレステロー

ル、ＬＤＬコレステロール、血糖） 

問診 

 

契約指定の 

     医療機関 

就 学 時 健 康 診 断 次年度小学校入学予定者 発達検査・疾病異常 
各小学校 

（校医） 

色 覚 検 査 

小学 4年生の希望者 

中学 1 年生・3 年生の希

望者 

石原色覚検査表Ⅱコンサイス版（14 表）

を用いた検査 

各学校 

（校医等） 
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 3  検診結果  

(1) 令和 5年度 定期健康診断結果疾病異常集計表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

学　　　年

908 845 925 812 864 793 866 816 757 784 870 722 494 445 509 437 499 435

905 841 910 809 854 788 855 803 745 774 853 711 469 426 484 408 471 408

3 栄養 0 0 1 0 0 0 0 8 1 2 3 0 0 0 0 0 0 0
　 状態 12 4 18 8 26 14 21 6 34 11 30 18 5 1 8 0 4 2

4 脊柱 1 1 4 1 0 0 1 7 7 13 5 14 12 29 7 17 4 12

　 胸郭 1 1 1 1 0 0 0 4 6 16 3 13 12 31 7 17 2 13

　 四肢 0 1 2 0 0 0 1 3 1 0 2 3 0 0 0 1 0 0

0 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 2 0

5 視力 裸眼 891 828 888 790 824 739 774 733 665 689 746 599 456 381 444 349 427 293

視力 687 621 608 521 497 427 426 373 351 330 381 240 210 145 167 100 150 92

122 130 122 116 120 101 122 108 84 79 93 69 50 57 49 44 64 43

69 55 105 110 131 141 128 144 117 135 135 138 86 64 102 83 90 70

13 22 53 43 76 70 98 108 113 145 137 152 110 115 126 122 123 88

16 23 37 29 44 66 103 82 113 141 119 158 107 107 113 113 117 94

10 15 25 19 30 45 81 74 86 87 106 115 26 57 41 66 51 113

6 眼疾患 900 840 911 813 852 784 855 799 738 755 848 690 473 428 470 397 460 406

98 85 88 79 100 91 86 92 72 81 110 104 62 49 49 50 60 40

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0

74 59 56 57 81 65 67 67 54 63 87 75 51 39 42 44 52 34

35 30 38 29 27 33 29 29 27 22 35 34 12 9 8 6 9 8

7 聴力 903 842 912 810 859 790 748 780 484 441 482 420

9 12 10 8 2 6 2 2 3 0 2 2

8 耳鼻 902 840 911 815 845 790 862 800 743 770 841 707 471 431 473 396 462 398

　 咽喉科 82 69 67 63 53 44 60 45 46 36 45 35 34 18 25 11 31 10

　 疾患 177 112 177 116 195 122 212 144 175 120 209 120 117 62 125 86 119 103

159 111 158 110 189 122 212 144 173 120 205 120 113 62 122 86 116 101

27 18 22 13 16 3 9 8 12 7 22 7 4 0 3 0 3 2

0 3 1 2 1 3 2 0 0 0 3 0 0 0 1 1 0 0

9 皮膚 0 0 3 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　 疾患 31 27 39 35 36 38 39 47 31 31 49 37 21 13 13 23 19 34

11 4 7 8 8 7 12 7 6 1 10 5 0 1 3 1 1 1

1 5 13 6 10 2 6 5 3 5 6 4 1 0 1 0 0 0

10 結核 897 843 920 814 857 789 870 809 746 780 846 716 487 440 480 422 483 425

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4 5 3 1 1 2 2 2 2 0 0 3 3 3 3 1 0 0

11 心臓 893 841 477 435

10 15 8 7 11 5 5 6 8 4 3 3 9 6 1 1 2 2

10 8 10 6

12 検尿 896 843 919 813 855 791 870 804 747 779 849 714 487 439 493 419 485 422

1 1 0 2 2 5 2 3 3 8 6 10 11 16 20 3 12 4

0 0 1 1 1 1 1 1 0 1 0 1 1 1 0 0 2 0

13 その他 42 25 31 15 38 23 38 25 36 24 31 21 36 17 27 20 34 24

2 6 3 7 1 4 8 4 1 6 4 9 5 8 7 5 3 2

3 0 1 1 2 0 3 1 1 1 2 0 0 0 0 0 1 1

5 3 4 1 2 3 4 4 5 1 6 2 3 9 8 1 5 3

14 歯科 888 834 900 804 843 775 862 784 729 755 829 700 479 429 473 389 471 402

(2)う歯 乳歯又は永 ア　処置完了者 129 94 200 149 212 184 258 220 213 171 151 125 97 69 81 91 100 125

・要観 久歯のう 歯 イ　未処置歯のある者 82 69 138 84 119 100 117 127 89 95 70 63 46 30 41 38 47 59

察歯 12 6 28 33 33 47 68 104 95 119 95 119 102 82 96 97 122 144

47 41 45 44 52 68 47 68 57 57 59 56 74 63 68 56 67 70

(3)歯肉 2 0 3 1 3 5 3 4 6 3 4 4 47 15 32 23 42 17

の状態 25 25 35 24 56 32 53 24 73 50 61 46 119 105 116 82 93 73

17 24 33 30 40 41 36 32 52 52 45 31 34 15 27 18 27 18

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 3 2 2 0

25 18 37 27 51 28 43 21 35 26 38 30 51 28 47 30 64 33

17 9 16 10 5 6 12 11 3 2 7 6 2 3 1 1 1 1

ア　未処置歯数（Ｄ） 65 78 71 52

イ　う歯による喪失歯数(M) 4 1 5 7

ウ　処置歯数（Ｆ) 148 198 125 110

小１ 小２ 小３ 小４ 小５ 小６ 中１ 中２ 中３

性　　　別 男 女 男 女 男 女 男女 男 女 男 女 男 女
項　　　目

1 在籍者数

2 受診者数

(1)栄養不良

(2)肥満傾向

女 男 女 男

疾病・異常者数

(1)脊柱側わん症・脊柱異常

(2)胸郭異常

(3)四肢異常

裸眼視力測定者　　　　(1)～(4)の合計

(1)1.0以上

(2)1.0未満0.7以上

(3)0.7未満0.3以上

(4)0.3未満

(1)～(4)のうち眼鏡・コンタクト装用者

眼鏡・コンタクト装用のため矯正視力のみ測定者

受診者

疾病・異常者数

(1)感染性眼疾患

(2)アレルギー性眼疾患

(3)その他の眼疾患

受診者

難聴

受診者

(1)耳疾患

(2)鼻・副鼻腔疾患

　 ア　アレルギー性鼻疾患

　 イ　その他の鼻・副鼻腔疾患

(3)口腔咽喉頭疾患

(1)感染性皮膚疾患

(2)アレルギー性皮膚疾患（アトピー性皮膚炎）

(3)アレルギー性皮膚疾患（アトピー性皮膚炎以外）

(4)その他の皮膚疾患

受診者

(1)結核患者

(2)精密検査対象者

受診者（心電図検査）

(1)心臓疾患

(2)心電図異常

受診者

(1)尿蛋白検出

(5)顎関節の異常

(2)尿糖検出

(1)気管支喘息

(2)腎臓疾患

(3)言語障害

(4)その他の疾病・異常

(1)歯科受診者

(6)歯垢の状態

(7)その他の歯・口腔の疾病・異常

(8)永久歯の

　  う歯の内容

（小6・中1のみ）

ウ　永久歯のう歯経験者

エ　乳歯又は永久歯に要観察歯のある者

ア　歯周疾患

イ　歯周疾患要観察者

(4)歯列・咬合の異常

Excel データ 

【S】Ⅱ-12 学校保健衛生【86】疾病異常集計表 

学　　　年

844 866 913 842 916 785 855 791 859 801 758 789 541 428 502 448 524 434

839 862 902 833 911 774 846 785 847 788 740 774 523 414 465 416 488 396

3 栄養 1 0 1 1 1 0 1 2 3 2 1 6 0 0 0 0 0 1
　 状態 10 1 19 5 26 2 30 9 19 4 30 11 7 4 7 0 2 0

4 脊柱 3 5 4 8 5 5 1 6 7 18 1 12 22 31 11 19 5 11

　 胸郭 1 4 1 8 0 5 1 6 6 18 1 12 21 31 10 19 5 11

　 四肢 1 1 3 0 3 0 0 0 1 0 0 0 1 0 1 0 0 1

1 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 1 0 2 0 0 0

5 視力 裸眼 820 854 882 806 863 740 798 731 743 687 650 667 470 358 414 322 411 304

視力 613 637 604 519 538 454 468 412 402 337 339 294 198 133 174 123 141 82

124 134 124 124 112 101 95 88 90 71 65 75 67 52 56 41 50 44

74 63 109 111 128 106 131 121 125 132 113 126 105 58 76 80 102 73

9 20 45 52 85 79 104 110 126 147 133 172 100 115 108 78 118 105

14 20 30 37 63 59 82 87 129 145 131 163 89 82 82 77 94 103

19 11 23 25 44 38 51 59 109 104 100 120 59 62 59 104 79 109

6 眼疾患 837 858 894 829 902 774 842 784 850 789 738 773 519 417 463 417 474 394

72 83 93 89 97 69 96 83 103 88 80 90 59 45 41 33 47 51

0 1 0 0 8 0 0 0 0 0 3 0 1 0 0 1 0 0

48 56 71 53 61 50 66 61 78 59 55 69 53 41 39 32 38 41

28 32 29 40 36 21 32 28 37 29 35 27 6 5 4 3 9 11

7 聴力 839 865 903 834 910 775 848 787 528 420 492 411

8 7 7 8 6 5 4 4 3 1 3 2

8 耳鼻 836 860 899 830 902 770 844 785 847 771 717 777 526 407 468 407 472 384

　 咽喉科 84 95 87 73 80 70 50 61 67 43 55 40 43 37 64 28 37 18

　 疾患 167 105 196 127 192 103 178 108 216 119 162 122 118 60 91 63 97 79

141 105 159 127 167 99 163 108 205 119 156 122 107 55 91 57 97 77

33 13 38 15 27 17 16 6 12 4 7 5 11 5 4 6 7 2

6 6 1 2 3 2 0 2 4 2 10 2 0 0 0 0 0 0

9 皮膚 1 1 0 2 0 2 0 2 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0

　 疾患 37 25 38 27 41 31 52 33 38 39 30 33 22 13 23 13 21 20

6 5 4 1 4 3 2 3 7 2 2 3 1 1 4 7 3 4

8 9 8 4 6 3 5 9 8 9 4 5 1 0 0 0 0 1

10 結核 842 865 906 838 916 776 851 791 854 797 752 785 530 422 492 432 502 421

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

8 10 1 6 4 3 0 3 1 1 3 2 4 3 0 1 2 1

11 心臓 838 863 528 417

18 10 3 13 6 2 11 4 3 5 8 5 1 1 1 2 0 1

16 17 6 4

12 検尿 842 865 903 835 913 774 851 789 853 795 753 781 534 421 481 423 490 408

2 3 4 5 1 2 2 6 2 10 8 14 6 5 8 8 13 4

0 1 0 0 0 0 0 1 0 1 0 2 0 1 0 1 2 0

13 その他 51 22 37 20 20 19 34 18 27 19 28 17 21 16 29 20 30 28

7 3 4 8 0 4 1 2 6 2 4 12 5 8 8 6 5 1

3 3 3 0 3 2 3 0 2 3 2 3 0 0 0 0 0 0

10 8 11 9 10 7 7 6 16 8 4 8 3 3 5 0 6 2

14 歯科 838 862 901 831 910 775 841 785 848 794 742 774 529 412 471 418 479 393

(2)う歯 乳歯又は永 ア　処置完了者 124 111 179 158 238 187 218 189 224 173 145 139 81 94 90 80 95 100

・要観 久歯のう歯 イ　未処置歯のある者 100 107 105 100 157 110 126 105 109 97 74 82 34 38 36 40 46 40

察歯 10 25 39 46 71 66 94 89 103 132 106 137 86 101 92 102 111 116

46 42 43 53 74 53 60 72 72 64 54 55 55 50 76 66 83 83

(3)歯肉 1 1 1 2 12 3 4 1 13 1 8 4 21 24 38 18 38 20

の状態 22 12 50 19 59 22 62 41 62 44 80 38 121 117 137 126 137 106

16 30 58 42 46 36 33 48 44 38 47 51 33 26 39 15 35 26

0 1 3 0 1 1 0 0 2 0 0 0 0 1 0 0 0 2

28 40 46 45 60 32 65 36 80 30 48 46 38 30 54 29 62 40

26 18 10 9 15 14 7 11 4 11 15 9 6 2 3 3 2 3

ア　未処置歯数（Ｄ） 71 89 42 72

イ　う歯による喪失歯数(M) 6 4 3 2
ウ　処置歯数（Ｆ) 151 204 105 195

(6)歯垢の状態

(7)その他の歯・口腔の疾病・異常

(8)永久歯の

　  う歯の内容

（小6・中1のみ）

ウ　永久歯のう歯経験者

エ　乳歯又は永久歯に要観察歯のある者

ア　歯周疾患

イ　歯周疾患要観察者

(4)歯列・咬合の異常

(5)顎関節の異常

(2)尿糖検出

(1)気管支喘息

(2)腎臓疾患

(3)言語障害

(4)その他の疾病・異常

(1)歯科受診者

(2)精密検査対象者

受診者（心電図検査）

(1)心臓疾患

(2)心電図異常

受診者

(1)尿蛋白検出

(1)感染性皮膚疾患

(2)アレルギー性皮膚疾患（アトピー性皮膚炎）

(3)アレルギー性皮膚疾患（アトピー性皮膚炎以外）

(4)その他の皮膚疾患

受診者

(1)結核患者

受診者

(1)耳疾患

(2)鼻・副鼻腔疾患

　 ア　アレルギー性鼻疾患

　 イ　その他の鼻・副鼻腔疾患

(3)口腔咽喉頭疾患

疾病・異常者数

(1)感染性眼疾患

(2)アレルギー性眼疾患

(3)その他の眼疾患

受診者

難聴

(2)1.0未満0.7以上

(3)0.7未満0.3以上

(4)0.3未満

(1)～(4)のうち眼鏡・コンタクト装用者

眼鏡・コンタクト装用のため矯正視力のみ測定者

受診者

疾病・異常者数

(1)脊柱側わん症・脊柱異常

(2)胸郭異常

(3)四肢異常

裸眼視力測定者　　　　(1)～(4)の合計

(1)1.0以上

女
項　　　目

1 在籍者数

2 受診者数

(1)栄養不良

(2)肥満傾向

女 男 女 男 女 男女 男 女 男 女 男性　　　別 男 女 男 女 男

令和5年度　　定期健康診断結果疾病異常集計表

小１ 小２ 小３ 小４ 小５ 小６ 中１ 中２ 中３
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 3  検診結果  

(1) 令和 5年度 定期健康診断結果疾病異常集計表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

学　　　年

908 845 925 812 864 793 866 816 757 784 870 722 494 445 509 437 499 435

905 841 910 809 854 788 855 803 745 774 853 711 469 426 484 408 471 408

3 栄養 0 0 1 0 0 0 0 8 1 2 3 0 0 0 0 0 0 0
　 状態 12 4 18 8 26 14 21 6 34 11 30 18 5 1 8 0 4 2

4 脊柱 1 1 4 1 0 0 1 7 7 13 5 14 12 29 7 17 4 12

　 胸郭 1 1 1 1 0 0 0 4 6 16 3 13 12 31 7 17 2 13

　 四肢 0 1 2 0 0 0 1 3 1 0 2 3 0 0 0 1 0 0

0 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 2 0

5 視力 裸眼 891 828 888 790 824 739 774 733 665 689 746 599 456 381 444 349 427 293

視力 687 621 608 521 497 427 426 373 351 330 381 240 210 145 167 100 150 92

122 130 122 116 120 101 122 108 84 79 93 69 50 57 49 44 64 43

69 55 105 110 131 141 128 144 117 135 135 138 86 64 102 83 90 70

13 22 53 43 76 70 98 108 113 145 137 152 110 115 126 122 123 88

16 23 37 29 44 66 103 82 113 141 119 158 107 107 113 113 117 94

10 15 25 19 30 45 81 74 86 87 106 115 26 57 41 66 51 113

6 眼疾患 900 840 911 813 852 784 855 799 738 755 848 690 473 428 470 397 460 406

98 85 88 79 100 91 86 92 72 81 110 104 62 49 49 50 60 40

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0

74 59 56 57 81 65 67 67 54 63 87 75 51 39 42 44 52 34

35 30 38 29 27 33 29 29 27 22 35 34 12 9 8 6 9 8

7 聴力 903 842 912 810 859 790 748 780 484 441 482 420

9 12 10 8 2 6 2 2 3 0 2 2

8 耳鼻 902 840 911 815 845 790 862 800 743 770 841 707 471 431 473 396 462 398

　 咽喉科 82 69 67 63 53 44 60 45 46 36 45 35 34 18 25 11 31 10

　 疾患 177 112 177 116 195 122 212 144 175 120 209 120 117 62 125 86 119 103

159 111 158 110 189 122 212 144 173 120 205 120 113 62 122 86 116 101

27 18 22 13 16 3 9 8 12 7 22 7 4 0 3 0 3 2

0 3 1 2 1 3 2 0 0 0 3 0 0 0 1 1 0 0

9 皮膚 0 0 3 0 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　 疾患 31 27 39 35 36 38 39 47 31 31 49 37 21 13 13 23 19 34

11 4 7 8 8 7 12 7 6 1 10 5 0 1 3 1 1 1

1 5 13 6 10 2 6 5 3 5 6 4 1 0 1 0 0 0

10 結核 897 843 920 814 857 789 870 809 746 780 846 716 487 440 480 422 483 425

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4 5 3 1 1 2 2 2 2 0 0 3 3 3 3 1 0 0

11 心臓 893 841 477 435

10 15 8 7 11 5 5 6 8 4 3 3 9 6 1 1 2 2

10 8 10 6

12 検尿 896 843 919 813 855 791 870 804 747 779 849 714 487 439 493 419 485 422

1 1 0 2 2 5 2 3 3 8 6 10 11 16 20 3 12 4

0 0 1 1 1 1 1 1 0 1 0 1 1 1 0 0 2 0

13 その他 42 25 31 15 38 23 38 25 36 24 31 21 36 17 27 20 34 24

2 6 3 7 1 4 8 4 1 6 4 9 5 8 7 5 3 2

3 0 1 1 2 0 3 1 1 1 2 0 0 0 0 0 1 1

5 3 4 1 2 3 4 4 5 1 6 2 3 9 8 1 5 3

14 歯科 888 834 900 804 843 775 862 784 729 755 829 700 479 429 473 389 471 402

(2)う歯 乳歯又は永 ア　処置完了者 129 94 200 149 212 184 258 220 213 171 151 125 97 69 81 91 100 125

・要観 久歯のう 歯 イ　未処置歯のある者 82 69 138 84 119 100 117 127 89 95 70 63 46 30 41 38 47 59

察歯 12 6 28 33 33 47 68 104 95 119 95 119 102 82 96 97 122 144

47 41 45 44 52 68 47 68 57 57 59 56 74 63 68 56 67 70

(3)歯肉 2 0 3 1 3 5 3 4 6 3 4 4 47 15 32 23 42 17

の状態 25 25 35 24 56 32 53 24 73 50 61 46 119 105 116 82 93 73

17 24 33 30 40 41 36 32 52 52 45 31 34 15 27 18 27 18

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 3 2 2 0

25 18 37 27 51 28 43 21 35 26 38 30 51 28 47 30 64 33

17 9 16 10 5 6 12 11 3 2 7 6 2 3 1 1 1 1

ア　未処置歯数（Ｄ） 65 78 71 52

イ　う歯による喪失歯数(M) 4 1 5 7

ウ　処置歯数（Ｆ) 148 198 125 110

小１ 小２ 小３ 小４ 小５ 小６ 中１ 中２ 中３

性　　　別 男 女 男 女 男 女 男女 男 女 男 女 男 女
項　　　目

1 在籍者数

2 受診者数

(1)栄養不良

(2)肥満傾向

女 男 女 男

疾病・異常者数

(1)脊柱側わん症・脊柱異常

(2)胸郭異常

(3)四肢異常

裸眼視力測定者　　　　(1)～(4)の合計

(1)1.0以上

(2)1.0未満0.7以上

(3)0.7未満0.3以上

(4)0.3未満

(1)～(4)のうち眼鏡・コンタクト装用者

眼鏡・コンタクト装用のため矯正視力のみ測定者

受診者

疾病・異常者数

(1)感染性眼疾患

(2)アレルギー性眼疾患

(3)その他の眼疾患

受診者

難聴

受診者

(1)耳疾患

(2)鼻・副鼻腔疾患

　 ア　アレルギー性鼻疾患

　 イ　その他の鼻・副鼻腔疾患

(3)口腔咽喉頭疾患

(1)感染性皮膚疾患

(2)アレルギー性皮膚疾患（アトピー性皮膚炎）

(3)アレルギー性皮膚疾患（アトピー性皮膚炎以外）

(4)その他の皮膚疾患

受診者

(1)結核患者

(2)精密検査対象者

受診者（心電図検査）

(1)心臓疾患

(2)心電図異常

受診者

(1)尿蛋白検出

(5)顎関節の異常

(2)尿糖検出

(1)気管支喘息

(2)腎臓疾患

(3)言語障害

(4)その他の疾病・異常

(1)歯科受診者

(6)歯垢の状態

(7)その他の歯・口腔の疾病・異常

(8)永久歯の

　  う歯の内容

（小6・中1のみ）

ウ　永久歯のう歯経験者

エ　乳歯又は永久歯に要観察歯のある者

ア　歯周疾患

イ　歯周疾患要観察者

(4)歯列・咬合の異常

Excel データ 

【S】Ⅱ-12 学校保健衛生【86】疾病異常集計表 

学　　　年

844 866 913 842 916 785 855 791 859 801 758 789 541 428 502 448 524 434

839 862 902 833 911 774 846 785 847 788 740 774 523 414 465 416 488 396

3 栄養 1 0 1 1 1 0 1 2 3 2 1 6 0 0 0 0 0 1
　 状態 10 1 19 5 26 2 30 9 19 4 30 11 7 4 7 0 2 0

4 脊柱 3 5 4 8 5 5 1 6 7 18 1 12 22 31 11 19 5 11

　 胸郭 1 4 1 8 0 5 1 6 6 18 1 12 21 31 10 19 5 11

　 四肢 1 1 3 0 3 0 0 0 1 0 0 0 1 0 1 0 0 1

1 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 1 0 2 0 0 0

5 視力 裸眼 820 854 882 806 863 740 798 731 743 687 650 667 470 358 414 322 411 304

視力 613 637 604 519 538 454 468 412 402 337 339 294 198 133 174 123 141 82

124 134 124 124 112 101 95 88 90 71 65 75 67 52 56 41 50 44

74 63 109 111 128 106 131 121 125 132 113 126 105 58 76 80 102 73

9 20 45 52 85 79 104 110 126 147 133 172 100 115 108 78 118 105

14 20 30 37 63 59 82 87 129 145 131 163 89 82 82 77 94 103

19 11 23 25 44 38 51 59 109 104 100 120 59 62 59 104 79 109

6 眼疾患 837 858 894 829 902 774 842 784 850 789 738 773 519 417 463 417 474 394

72 83 93 89 97 69 96 83 103 88 80 90 59 45 41 33 47 51

0 1 0 0 8 0 0 0 0 0 3 0 1 0 0 1 0 0

48 56 71 53 61 50 66 61 78 59 55 69 53 41 39 32 38 41

28 32 29 40 36 21 32 28 37 29 35 27 6 5 4 3 9 11

7 聴力 839 865 903 834 910 775 848 787 528 420 492 411

8 7 7 8 6 5 4 4 3 1 3 2

8 耳鼻 836 860 899 830 902 770 844 785 847 771 717 777 526 407 468 407 472 384

　 咽喉科 84 95 87 73 80 70 50 61 67 43 55 40 43 37 64 28 37 18

　 疾患 167 105 196 127 192 103 178 108 216 119 162 122 118 60 91 63 97 79

141 105 159 127 167 99 163 108 205 119 156 122 107 55 91 57 97 77

33 13 38 15 27 17 16 6 12 4 7 5 11 5 4 6 7 2

6 6 1 2 3 2 0 2 4 2 10 2 0 0 0 0 0 0

9 皮膚 1 1 0 2 0 2 0 2 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0

　 疾患 37 25 38 27 41 31 52 33 38 39 30 33 22 13 23 13 21 20

6 5 4 1 4 3 2 3 7 2 2 3 1 1 4 7 3 4

8 9 8 4 6 3 5 9 8 9 4 5 1 0 0 0 0 1

10 結核 842 865 906 838 916 776 851 791 854 797 752 785 530 422 492 432 502 421

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

8 10 1 6 4 3 0 3 1 1 3 2 4 3 0 1 2 1

11 心臓 838 863 528 417

18 10 3 13 6 2 11 4 3 5 8 5 1 1 1 2 0 1

16 17 6 4

12 検尿 842 865 903 835 913 774 851 789 853 795 753 781 534 421 481 423 490 408

2 3 4 5 1 2 2 6 2 10 8 14 6 5 8 8 13 4

0 1 0 0 0 0 0 1 0 1 0 2 0 1 0 1 2 0

13 その他 51 22 37 20 20 19 34 18 27 19 28 17 21 16 29 20 30 28

7 3 4 8 0 4 1 2 6 2 4 12 5 8 8 6 5 1

3 3 3 0 3 2 3 0 2 3 2 3 0 0 0 0 0 0

10 8 11 9 10 7 7 6 16 8 4 8 3 3 5 0 6 2

14 歯科 838 862 901 831 910 775 841 785 848 794 742 774 529 412 471 418 479 393

(2)う歯 乳歯又は永 ア　処置完了者 124 111 179 158 238 187 218 189 224 173 145 139 81 94 90 80 95 100

・要観 久歯のう歯 イ　未処置歯のある者 100 107 105 100 157 110 126 105 109 97 74 82 34 38 36 40 46 40

察歯 10 25 39 46 71 66 94 89 103 132 106 137 86 101 92 102 111 116

46 42 43 53 74 53 60 72 72 64 54 55 55 50 76 66 83 83

(3)歯肉 1 1 1 2 12 3 4 1 13 1 8 4 21 24 38 18 38 20

の状態 22 12 50 19 59 22 62 41 62 44 80 38 121 117 137 126 137 106

16 30 58 42 46 36 33 48 44 38 47 51 33 26 39 15 35 26

0 1 3 0 1 1 0 0 2 0 0 0 0 1 0 0 0 2

28 40 46 45 60 32 65 36 80 30 48 46 38 30 54 29 62 40

26 18 10 9 15 14 7 11 4 11 15 9 6 2 3 3 2 3

ア　未処置歯数（Ｄ） 71 89 42 72

イ　う歯による喪失歯数(M) 6 4 3 2
ウ　処置歯数（Ｆ) 151 204 105 195

(6)歯垢の状態

(7)その他の歯・口腔の疾病・異常

(8)永久歯の

　  う歯の内容

（小6・中1のみ）

ウ　永久歯のう歯経験者

エ　乳歯又は永久歯に要観察歯のある者

ア　歯周疾患

イ　歯周疾患要観察者

(4)歯列・咬合の異常

(5)顎関節の異常

(2)尿糖検出

(1)気管支喘息

(2)腎臓疾患

(3)言語障害

(4)その他の疾病・異常

(1)歯科受診者

(2)精密検査対象者

受診者（心電図検査）

(1)心臓疾患

(2)心電図異常

受診者

(1)尿蛋白検出

(1)感染性皮膚疾患

(2)アレルギー性皮膚疾患（アトピー性皮膚炎）

(3)アレルギー性皮膚疾患（アトピー性皮膚炎以外）

(4)その他の皮膚疾患

受診者

(1)結核患者

受診者

(1)耳疾患

(2)鼻・副鼻腔疾患

　 ア　アレルギー性鼻疾患

　 イ　その他の鼻・副鼻腔疾患

(3)口腔咽喉頭疾患

疾病・異常者数

(1)感染性眼疾患

(2)アレルギー性眼疾患

(3)その他の眼疾患

受診者

難聴

(2)1.0未満0.7以上

(3)0.7未満0.3以上

(4)0.3未満

(1)～(4)のうち眼鏡・コンタクト装用者

眼鏡・コンタクト装用のため矯正視力のみ測定者

受診者

疾病・異常者数

(1)脊柱側わん症・脊柱異常

(2)胸郭異常

(3)四肢異常

裸眼視力測定者　　　　(1)～(4)の合計

(1)1.0以上

女
項　　　目

1 在籍者数

2 受診者数

(1)栄養不良

(2)肥満傾向

女 男 女 男 女 男女 男 女 男 女 男性　　　別 男 女 男 女 男

令和5年度　　定期健康診断結果疾病異常集計表

小１ 小２ 小３ 小４ 小５ 小６ 中１ 中２ 中３
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(2) 令和 5年度計測結果（区平均） 

 身 長（cm） 体 重（㎏） 

男 女 男 女 

小 
学 
校 

6 歳 117.4 116.7 21.7 21.3 

7 歳 124.0 122.7 25.0 23.8 

8 歳 129.5 128.7 28.2 27.4 

9 歳 135.4 135.0 32.4 31.0 

10 歳 140.2 142.0 35.2 35.2 

11 歳 146.9 148.4 40.6 40.4 

中 
学 
校 

12 歳 155.8 153.8 47.6 45.7 

13 歳 162.7 155.9 52.3 48.2 

14 歳 167.5 157.8 56.5 50.6 

   ※小数点以下第 2位を四捨五入。 
 

(3) 心臓検診実施結果対比表（令和 3年度～令和 5年度） 

 

年度 
心音・心電図

検査者数 
有所見者数 

有所見者内訳 

先天性 

心疾患 

後天性 

心疾患 

その他の

心疾患 

心電図 

の異常 

小

学

校 

3 1,860 47 13 0 0 34 

4 1,843 39 14 0 0 25 

5 1,812 35 12 0 1 22 

中

学

校 

3 954 27 5 0 0 22 

4 963 23 4 0 1 18 

5 989 19 5 0 0 14 

   ※特別支援学校を除く。 
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(4) 腎臓検診実施結果対比表（令和 3年度～令和 5年度） 

 
年度 検査者数 有所見者数 

有所見者内訳 

腎炎の疑 血尿 微小血尿 蛋白尿 その他 

小

学

校 

3 9,877 55 7 8 25 15 0 

4 9,934 106 7 23 57 18 1 

5 9,999 84 1 17 37 27 2 

中

学

校 

3 2,734 22 1 3 5 10 3 

4 2,747 31 2 6 8 14 1 

5 2,771 28 1 2 9 16 0 

   ※判定不能だった者を除く。 

 
(5) 脊柱側わん症検診実施結果対比表（令和 3年度～令和 5年度） 

 

年度 

第 1次・モアレ撮影 第 2次・直接Ｘ線撮影 

受診者数 異常者数 

異常者数内訳 

受診者数 異常者数 要 2次 

検査 
病院管理 

次年度 

モアレ 

再検査 

小

学

校 

3 1,636 116 24 0 92 26 25 

4 1,575 129 28 0 101 28 23 

5 1,697 155 38 1 116 34 28 

中

学

校 

3 988 140 49 4 87 51 41 

4 1,000 159 59 3 97 66 47 

5 1,029 189 87 4 98 76 57 

※特別支援学校を除く。 
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(4) 腎臓検診実施結果対比表（令和 3年度～令和 5年度） 

 
年度 検査者数 有所見者数 

有所見者内訳 

腎炎の疑 血尿 微小血尿 蛋白尿 その他 

小

学

校 

3 9,877 55 7 8 25 15 0 

4 9,934 106 7 23 57 18 1 

5 9,999 84 1 17 37 27 2 

中

学

校 

3 2,734 22 1 3 5 10 3 

4 2,747 31 2 6 8 14 1 

5 2,771 28 1 2 9 16 0 

   ※判定不能だった者を除く。 

 
(5) 脊柱側わん症検診実施結果対比表（令和 3年度～令和 5年度） 

 

年度 

第 1次・モアレ撮影 第 2次・直接Ｘ線撮影 

受診者数 異常者数 

異常者数内訳 

受診者数 異常者数 要 2次 

検査 
病院管理 

次年度 

モアレ 

再検査 

小

学

校 

3 1,636 116 24 0 92 26 25 

4 1,575 129 28 0 101 28 23 

5 1,697 155 38 1 116 34 28 

中

学

校 

3 988 140 49 4 87 51 41 

4 1,000 159 59 3 97 66 47 

5 1,029 189 87 4 98 76 57 

※特別支援学校を除く。 
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 4  学校医等 

  各小・中学校・特別支援学校・幼稚園には、学校保健安全法に基づき、内科医・眼科医・耳鼻咽喉

科医の学校医と、学校歯科医・学校薬剤師が置かれています。 

  また、小学校担当・中学校担当として、精神科医も 2名置かれています。 

  学校医、学校歯科医は、毎年 6 月までに実施されている定期健康診断や必要の都度実施される臨

時健康診断をはじめ、学校長等の求めや必要に応じ、健康相談や学校における保健管理に関する指

導・助言等を行うなど、児童・生徒・園児の健康管理のみならず、学校保健の大きな役割を担ってい

ます。 

  また、学校薬剤師は、環境衛生検査を行うとともに、保健管理に必要な用具及び材料等の維持・改

善に関し、必要な指導・助言を行うなど、学校の環境衛生の充実の一翼を担っています。 

 

   学校医等の人員                  (令和 6 年 4 月 1 日現在)  

区分 小学校 中学校 特別支援学校 幼稚園 計 

内 科      29 10 1 14 54 

耳鼻咽喉科 29 10 1 14 54 

眼 科      29 10 1 14 54 

歯 科      29 10 1 14 54 

精 神 科      1 1 0 0 2 

薬 剤 師      29 10 1 14 54 

計 146 51 5 70 272 

※幼稚園は、小学校の学校医・学校歯科医・学校薬剤師が兼務 

 

 5  臨時健康診断 

  定期健康診断以外に、学校行事等の参加予定者の健康診断が学校医を中心に行われ、児童・生徒の

健康状態を把握し事故防止等を図っています。 

 

 6  就学時健康診断 

  学校保健安全法に基づき、区内に住所を有する者で、翌年の 4 月に小学校に入学する児童に対し

て、11 月頃に就学時健康診断を行っています。 

  就学時健康診断の通知については、10 月下旬までに、教育委員会から保護者に通知を行っていま

す。 

 

 7  小児生活習慣病の予防健診 

  子どもたちに適切な食や運動の習慣を身に付けさせるため、小学 4 年生から中学 3 年生までの希

望者を対象に小児生活習慣病の予防健診を実施し、小児生活習慣病の早期発見や栄養指導・運動指

導等の早期対策を講じています。 
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 8  環境衛生検査 

  学校薬剤師、養護教諭を中心に、飲料水・水泳プールの水質検査、空気環境測定、学校内の採光・照

明等の各種の検査を実施し、関係設備の機能検査を行うなど、日常の環境衛生の充実を図っています。 

 

 9  校舎内害虫・鼠駆除及び樹木の害虫駆除 

  小・中学校(幼稚園を含む)、特別支援学校の校舎内のゴキブリ、イエダニ、チョウバエ等衛生害虫

及び鼠の生息活動状況を毎年2回調査し、その結果に基づき、発生防止措置を業者に委託しています。 

  校庭等の樹木に毛虫、アメリカシロヒトリ等が大量発生した時の駆除・防除は、業者に委託してい

ます。 

 

10 独立行政法人 日本スポーツ振興センター 

  独立行政法人日本スポーツ振興センターは、スポーツの振興と児童生徒等の健康の保持増進を図

るため、その設置する体育施設の適切かつ効率的な運営、義務教育諸学校の管理下における児童生

徒等の災害に関する必要な給付、その他、スポーツ及び児童生徒等の健康の保持増進に関する調査

研究並びに資料の収集及び提供等を行い、国民の心身の健全な発達に寄与する事を目的として設立

されたものです。 

  区においては、学校安全の普及充実を図るとともに、学校管理下における負傷、疾病、障害の医療

費や見舞金、または死亡に関し必要な給付が受けられるよう、全児童・生徒・園児を加入させること

とし、これに要する掛金は、全額公費負担としています。 

 

(1) 災害給付の基準 

  学校の管理下（登・下校時を含む）における事故で、総医療費が 5,000 円以上のものは、健康保

険法に基づく診療報酬額の 4／10 が給付されます。また、総医療費の月額が 70,000 円以上の場合

は、所得区分に応じた下記の算定方法により支給限度額に総医療費の月額の 1／10 を加えた額が

支給されます。 

  障害見舞金は障害の程度に応じ 88 万円から 4,000 万円で、登・下校時等の場合は 1／2 が給付

されます。 

  死亡見舞金は 3,000 万円で、登・下校時等の場合は 1／2 が給付されます。（令和 6 年 4 月 1 日

現在） 

 

◇1 年間に 1回から 3回高額療養費の対象となる場合の支給限度額 

所得区分 対象額（Ａ） 支給限度額（Ｂ） 

課税者 

ア 842,000 円 252,600 円＋（医療費－842,000 円）×1％ 

イ 558,000 円 167,400 円＋（医療費－558,000 円）×1％ 

ウ 267,000 円 80,100 円＋（医療費－267,000 円）×1％ 

エ 192,000 円 57,600 円 

非課税者 118,000 円 35,400 円 
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 8  環境衛生検査 

  学校薬剤師、養護教諭を中心に、飲料水・水泳プールの水質検査、空気環境測定、学校内の採光・照

明等の各種の検査を実施し、関係設備の機能検査を行うなど、日常の環境衛生の充実を図っています。 

 

 9  校舎内害虫・鼠駆除及び樹木の害虫駆除 

  小・中学校(幼稚園を含む)、特別支援学校の校舎内のゴキブリ、イエダニ、チョウバエ等衛生害虫

及び鼠の生息活動状況を毎年2回調査し、その結果に基づき、発生防止措置を業者に委託しています。 

  校庭等の樹木に毛虫、アメリカシロヒトリ等が大量発生した時の駆除・防除は、業者に委託してい

ます。 

 

10 独立行政法人 日本スポーツ振興センター 

  独立行政法人日本スポーツ振興センターは、スポーツの振興と児童生徒等の健康の保持増進を図

るため、その設置する体育施設の適切かつ効率的な運営、義務教育諸学校の管理下における児童生

徒等の災害に関する必要な給付、その他、スポーツ及び児童生徒等の健康の保持増進に関する調査

研究並びに資料の収集及び提供等を行い、国民の心身の健全な発達に寄与する事を目的として設立

されたものです。 

  区においては、学校安全の普及充実を図るとともに、学校管理下における負傷、疾病、障害の医療

費や見舞金、または死亡に関し必要な給付が受けられるよう、全児童・生徒・園児を加入させること

とし、これに要する掛金は、全額公費負担としています。 

 

(1) 災害給付の基準 

  学校の管理下（登・下校時を含む）における事故で、総医療費が 5,000 円以上のものは、健康保

険法に基づく診療報酬額の 4／10 が給付されます。また、総医療費の月額が 70,000 円以上の場合

は、所得区分に応じた下記の算定方法により支給限度額に総医療費の月額の 1／10 を加えた額が

支給されます。 

  障害見舞金は障害の程度に応じ 88 万円から 4,000 万円で、登・下校時等の場合は 1／2 が給付

されます。 

  死亡見舞金は 3,000 万円で、登・下校時等の場合は 1／2 が給付されます。（令和 6 年 4 月 1 日

現在） 

 

◇1 年間に 1回から 3回高額療養費の対象となる場合の支給限度額 

所得区分 対象額（Ａ） 支給限度額（Ｂ） 

課税者 

ア 842,000 円 252,600 円＋（医療費－842,000 円）×1％ 

イ 558,000 円 167,400 円＋（医療費－558,000 円）×1％ 

ウ 267,000 円 80,100 円＋（医療費－267,000 円）×1％ 

エ 192,000 円 57,600 円 

非課税者 118,000 円 35,400 円 
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◇1 年間に 4回以上高額療養費の対象となる場合の 4回目以降の支給限度額 

所得区分 対象額（Ａ） 支給限度額（Ｂ） 

課税者 

ア 467,000 円 140,100 円 

イ 310,000 円  93,000 円 

ウ 148,000 円  44,400 円 

エ 148,000 円  44,400 円 

非課税者  82,000 円  24,600 円 

 

◇所得区分 

所得区分 

健康保険等加入者、 

公務員共済等加入者 
国民健康保険加入者 

標準報酬月額 
所得課税証明書の基礎 

控除後の総所得金額 

課税者 

ア 830,000 円以上 9,010,000 円超 

イ 
530,000 円以上 

830,000 円未満 

6,000,000 円超 

9,010,000 円以下 

ウ 
280,000 円以上 

530,000 円未満 

2,100,000 円超 

6,000,000 円以下 

エ 280,000 円未満 2,100,000 円以下 

非課税者 市区町村民税の非課税対象者 

 

(2) 令和 5年度加入状況 

小 学 校 中 学 校 

項  目 単価(円) 人数(人) 金額(円) 項  目 単価(円) 人数(人) 金額(円) 

一 般 児 童 935 9,655 9,027,425 一 般 生 徒 935 2,669 2,495,515 

要 保護児童 45 81 3,645 要保護生徒 45 51 2,295 

準要保護児童 705 329 231,945 準要保護生徒 705 172 121,260 

計 － 10,065 9,263,015 計 － 2,892 2,619,070 

幼 稚 園 特別支援学校 

項  目 単価(円) 人数(人) 金額(円) 項  目 単価(円) 人数(人) 金額(円) 

幼稚園 285 532 151,620 一般児童・生徒 935 34 31,790 

計 - 532 151,620 要保護児童・生徒 45 2 90 

    計 - 36 31,880 
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(3) 過去 5年間の学校管理下における災害発生状況 

小学校 

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

9,466人 9,729人 9,951人 9,985人 10,042人 

傷病名 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 

骨 折        114 1.20 76 0.78 114 1.20 76 0.78 78 0.78 

打 撲        52 0.55 19 0.20 52 0.55 19 0.20 29 0.29 

捻 挫 ・ 脱 臼        64 0.68 38 0.39 64 0.68 38 0.39 35 0.35 

切 創 等        21 0.22 4 0.04 21 0.22 4 0.04 18 0.18 

歯 牙 欠 損        2 0.02 1 0.01 2 0.02 1 0.01 2 0.02 

目 23 0.24 17 0.17 23 0.24 17 0.17 20 0.20 

そ の 他        17 0.18 16 0.16 17 0.18 16 0.16 21 0.21 

計 293 3.10 171 1.76 293 3.10 171 1.76 203 2.02 

※在籍者数は各年度とも 5月 1日現在 
※その他:火傷、皮膚炎、血腫、異物の嚥下・迷入等 
※特別支援学校を含む。 

 

 

中学校 

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

 2,679人 2,747人 2,801人 2,831人 2,889人 

傷病名 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 

骨 折        39 1.46 22 0.80 39 1.46 22 0.80 43 1.49 

打 撲        31 1.16 12 0.44 31 1.16 12 0.44 16 0.55 

捻 挫 ・ 脱 臼        21 0.78 17 0.62 21 0.78 17 0.62 25 0.87 

切 創 等        14 0.52 3 0.11 14 0.52 3 0.11 2 0.07 

歯 牙 欠 損        1 0.04 0 0 1 0.04 0 0 1 0.03 

目 6 0.22 7 0.25 6 0.22 7 0.25 7 0.24 

そ の 他        18 0.67 15 0.55 18 0.67 15 0.55 17 0.59 

計 130 4.85 76 2.77 130 4.85 76 2.77 111 3.84 

※在籍者数は各年度とも 5月 1日現在 
※その他:火傷、損傷、熱中症、血腫等 
※特別支援学校を含む。 
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在 籍 者 
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(3) 過去 5年間の学校管理下における災害発生状況 
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傷病名 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 

骨 折        114 1.20 76 0.78 114 1.20 76 0.78 78 0.78 

打 撲        52 0.55 19 0.20 52 0.55 19 0.20 29 0.29 

捻 挫 ・ 脱 臼        64 0.68 38 0.39 64 0.68 38 0.39 35 0.35 

切 創 等        21 0.22 4 0.04 21 0.22 4 0.04 18 0.18 

歯 牙 欠 損        2 0.02 1 0.01 2 0.02 1 0.01 2 0.02 

目 23 0.24 17 0.17 23 0.24 17 0.17 20 0.20 

そ の 他        17 0.18 16 0.16 17 0.18 16 0.16 21 0.21 

計 293 3.10 171 1.76 293 3.10 171 1.76 203 2.02 

※在籍者数は各年度とも 5月 1日現在 
※その他:火傷、皮膚炎、血腫、異物の嚥下・迷入等 
※特別支援学校を含む。 

 

 

中学校 

年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 

 2,679人 2,747人 2,801人 2,831人 2,889人 

傷病名 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 

骨 折        39 1.46 22 0.80 39 1.46 22 0.80 43 1.49 

打 撲        31 1.16 12 0.44 31 1.16 12 0.44 16 0.55 

捻 挫 ・ 脱 臼        21 0.78 17 0.62 21 0.78 17 0.62 25 0.87 

切 創 等        14 0.52 3 0.11 14 0.52 3 0.11 2 0.07 

歯 牙 欠 損        1 0.04 0 0 1 0.04 0 0 1 0.03 

目 6 0.22 7 0.25 6 0.22 7 0.25 7 0.24 

そ の 他        18 0.67 15 0.55 18 0.67 15 0.55 17 0.59 

計 130 4.85 76 2.77 130 4.85 76 2.77 111 3.84 

※在籍者数は各年度とも 5月 1日現在 
※その他:火傷、損傷、熱中症、血腫等 
※特別支援学校を含む。 
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11 新宿区学校保健会 

  この会は、小・中学校及び特別支援学校並びに幼稚園（子ども園）の、学校（園）医（内科医・眼

科医・耳鼻咽喉科医）、学校歯科医、学校薬剤師、校（園）長、保健主任、養護教諭、幼稚園（子ど

も園）副園長・主任、学校保健に積極的な熱意を有する者（各学校のＰＴＡ）及び教育委員会事務局

をもって、学校保健の調査研究及び学校保健思想の普及向上を図ることを目的として、組織され活

動しています。 

  この会は、各部門から選出された役員（会長 1名・副会長 3名・理事 23 名・監事 2名）によって

運営されています。 

  事業として、 

・会報「新宿区学校保健会だより」の発行（年 2回） 

・学校保健大会 

・学校保健に関する課題についての研究・講演会 

・理事会・総会 

 を実施し、学校保健の調査研究及び学校保健思想の普及向上を図っています。 
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第13 学校給食 

 学校給食は、学校教育の一環として実施し、栄養バランスのとれた食事を提供するとともに、児童・

生徒の健やかな育ちを支える重要な役割を果たしています。 

 新宿区では、全校において自校調理方式により完全給食を実施し、学校給食法第 2 条による 7 つの

目標が達成されるよう努めています。 

 1  適切な栄養の摂取による健康の保持増進を図ること。 

 2  日常生活における食事について正しい理解を深め、健全な食生活を営むことができる判断力を

培い、及び望ましい食習慣を養うこと。 

 3  学校生活を豊かにし、明るい社交性及び協同の精神を養うこと。 

 4  食生活が自然の恩恵の上に成り立つものであることについての理解を深め、生命及び自然を尊

重する精神並びに環境の保全に寄与する態度を養うこと。 

 5  食生活が食にかかわる人々の様々な活動に支えられていることについての理解を深め、勤労を

重んずる態度を養うこと。 

 6  我が国や各地域の優れた伝統的な食文化についての理解を深めること。 

 7  食料の生産、流通及び消費について、正しい理解に導くこと。 

 また、食育の観点からも、食の大切さや楽しみを実感できるよう、生きた教材として、安全で安心

な食事の提供をしています。 

 

 1  実施状況 

(1) 実施日数 小学校 年間 198 回（令和 5 年度 29 校平均） 

    中学校 年間 197 回（令和 5 年度 10 校平均） 

 

(2) 人 員 

栄 養 職 員 都の基準により、2 校に 1 名の割合で栄養職員若しくは栄養教諭を配置して

います。また、平成 18 年度から区費の非常勤学校栄養士（令和 2 年度から

会計年度任用職員）を採用し、現在全校に配置しています。 

  

                       （令和 6 年 4 月 1 日現在） 

 栄 養 職 員 栄 養 教 諭 

常 勤 

（都費） 

再任用 

（都費） 

産・育休代替 

（都費） 

非常勤 

（区費） 

常 勤 

（都費） 

再任用 

（都費） 

小学校  12 名 0 名  2 名 14 名 2 名 0 名 

中学校 4 名 0 名 2 名 5 名 0 名 0 名 

※中学校に特別支援学校を含む。 

 

(3) 調理業務の委託 

  平成 16 年度から、学校給食の質の維持と向上を図りながら、より効率的な調理業務を行ってい
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第13 学校給食 
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くために、調理・洗浄・配缶・運搬等を民間会社に委託しています。 

  平成 26 年度から全校の調理業務が委託になりました。 

 

 2  献立内容 

(1) 学校における摂取基準 

児童・生徒 1人 1 回当たりの学校給食摂取基準 

区   分 
基  準  値 

児童（6 歳～7歳）の場合 児童（8歳～9歳）の場合 児童（10 歳～11 歳）の場合 生徒（12 歳～14 歳）の場合 

エネルギー (kcal) 530 650 780 830 

たん白質  (％） 学校給食による摂取エネルギー全体の13～20％ 

脂質    (％） 学校給食による摂取エネルギー全体の20～30％ 

ﾅﾄﾘｳﾑ(食塩相当量)(ｇ）  1.5未満 2未満  2未満 2.5未満 

カルシウム (mg) 290 350 360 450 

マグネシウム (mg) 40 50 70 120 

鉄     (mg)  2 3  3.5  4.5 

ビタミンＡ (μgRE)  160 200 240 300 

ビタミンB1 (mg) 0.3 0.4 0.5 0.5 

ビタミンB2 (mg) 0.4 0.4 0.5 0.6 

ビタミンＣ (mg) 20  25  30  35 

食物繊維  (ｇ) 4以上  4.5以上 5以上  7以上 

※特別支援学校を除く。 学校給食法に基づく学校給食実施基準 

 

（注）1 表に掲げるもののほか、次に掲げるものについても示した摂取について配慮すること。 

亜 鉛・・児童（6歳～7歳）2mg， 児童（8歳～9歳）2mg， 児童（10 歳～11 歳）2mg， 

生徒（12 歳～14 歳）3mg 

2 この摂取基準は、全国的な平均値を示したものであるから、適用に当たっては、個々の健康及び生活活

動等の実態並びに地域の実情等に十分配慮し、弾力的に運用すること。 

3 献立の作成に当たっては、多様な食品を適切に組み合わせるよう配慮すること。 

 

(2) 献立の作成 

  全校の栄養職員等と教育委員会事務局により、栄養価、給食費、食育、衛生面等を考慮した献

立を作成しています。また、各学校の実施状況の情報交換を行い、よりおいしい給食の提供に活

かしています。 

 

(3) 給食の内容 

ア 集団対応 

  児童・生徒 1 人 1 回当たりの学校給食摂取基準に基づき、健康の保持増進のため、多様な食

品を組み合わせ、栄養的にバランスのとれた食事にしています。 

  また、児童・生徒の望ましい食習慣の形成や食に関する理解の促進のため、食材や調理方法

等を工夫するとともに行事食や郷土料理、世界の料理、リクエスト給食など特色のある活動を

行っています。 
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イ 個別対応 

  食物アレルギーや宗教上の理由から、食材の除去が必要な児童・生徒に対し、可能な範囲で

対応食を実施しています。 

  教育委員会では、平成 25 年 6月、学校給食等における食物アレルギー事故を防止し、食物ア

レルギーのある児童及び生徒に対し、安全安心な給食等の提供体制を確保することを目的とし

て、「新宿区学校給食等アレルギー対策指針」を以下のとおり策定しました。 

 指針 1 学校・保護者・事業者間での食物アレルギーに関する情報の共有化 

    2 学校給食における食物アレルギー対応の確実な履行 

    3 食物アレルギーによるアナフィラキシー発症時及び事後の的確な対応 

  また、平成 26 年 3月、食物アレルギー対応食の誤配膳事故を防止するため「学校給食アレル

ギー対応調理手順書」を作成し、給食室や教室でのチェック機能を強化しています。 

 

 3  学校給食費 

  学校給食法では、学校給食に必要な施設・設備や人件費等は学校設置者の負担とし、それ以外の

経費は学校給食費と規定し、保護者負担としています。ただし、令和 6 年 4 月から区立学校に在籍

している児童・生徒等に対して、給食費保護者負担額を全額助成しています。 

(1) 給食費 

  令和 6年度 

小学校 
単価（円）  

中学校 

単価（円） 

保護者負担額 区補助額  保護者負担額 区補助額 

低学年 247円 53 円  324円 71 円 

中学年 263円 57 円     

高学年 278円 62 円  
特別支援学校 

単価（円） 

    保護者負担額 区補助額 

    小学部 345円 75 円 

    中学部 385円 85 円 

 

(2) 牛乳代 

  牛乳については、国による助成措置（令和６年度は 1 本当たり 6銭）が行われています。 

  牛乳の価格（1 本当たり）62円 73 銭 － 国の補助金 6 銭 ＝ 62 円 67 銭（税抜き） 

  ※牛乳代は給食費に含まれます。 
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 4  年間主要事業 

(1) 安全な給食提供のための知識・技術の向上等  

ア 衛生検査・衛生講演会 

  衛生的で安全な給食を提供するために、保健所と連携し給食施設の検査や、調理器具類等の

拭き取り、食品の検査を行っています。また、衛生意識の向上のために講演会等を開催し、衛

生管理の徹底に努めています。 

 

衛生講演会 

日   時 講  演  内  容 参加人数 

令和 5年 8月 22日
から 9 月 22 日 

（Web 配信） 

「一斉点検講評と食中毒の予防について」 

  講師：健康部衛生課食品保健係 食品衛生監視 

「火伝！肉料理必焼表～加熱の極意」 

東京都作成動画 

346 人 

 

イ 料理細菌検査 

  食品の安全と衛生を確保するために、料理細菌検査を毎年 1 回実施しています。 

 

ウ 腸内細菌検査 

  学校給食衛生管理の基準に基づき、栄養職員等の検便を毎月 2回実施しています。 

 

(2) 食中毒等の防止と対策について 

  給食調理に係る日常点検の実施をはじめ、食品の安全確保、安全性を優先した献立を通して、

各学校における衛生管理の徹底を図っています。 

 

(3) 学校給食用備品の更新及び充実等 

  耐用年数経過による老朽破損の著しい給食用備品の更新や整備充実を図っています。 

 

(4) 伊那市との連携事業 

  令和 4 年度から国内友好提携都市・長野県伊那市との交流の一環として伊那市等からの米・野

菜・果物等の農産物を区立学校全校に配送し、学校給食で活用しています。 
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 第 14 学校給食費等助成 

 子育て世帯の負担軽減を図るため、令和 6 年度から区立学校の給食費を無償化するとともに、私

立学校就学者等への給食費相当額の支給を実施します。 

 

 1  区立学校就学者（無償化） 

区立学校に在籍している児童・生徒に対して、保護者から給食費を徴収せず、令和 6 年 4 月から給

食費を全額公費負担とします。なお、特別な事情があり在籍する区立学校で給食を喫食していない児

童・生徒に対しては、私立学校就学者等支援給付金を支給します。 

 

2  私立学校就学者等支援給付金 

私立学校就学者等に対して、給食費相当額を給付金として年 3回に分けて支給します。 

 
 (1)  支給対象者 

 小学校 1 年生から中学校 3 年生の学齢の、区立学校に在籍していない児童・生徒であって、各

基準日（5月 1 日、9月 1 日、翌年 1月 1 日）時点で新宿区に住民登録がある者（ＤＶ等の特別な

事情があり新宿区に住民登録のない者を含む） 

 

( 2)  支給金額 

 小学生 1人当たり  17,000 円（各回）／年間 51,000 円 

 中学生 1人当たり  21,000 円（各回）／年間 63,000 円 

 

(3)  支給方法 

 支給対象児童・生徒の保護者（世帯主）あてに案内通知を送付します。 

保護者は、送付される「確認書」に振込口座を記入し、通帳等の写しを貼付のうえ、返信用封

筒にて提出します。 

ＤＶ等の特別な事情があり新宿区に住民登録のない方は、受給に申し出が必要です。 
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第15 就学援助 

 区内に住所を有する者で、経済的事由により、就学困難な児童・生徒の保護者に対し、学用品費等

を援助することによって、小学校及び中学校における義務教育の円滑な実施を図っています。 

 

 1  根拠法令 

○ 教育基本法第 4条 ○ 学校給食法第 12 条 

○ 学校教育法第 19 条 ○ 学校保健安全法第 24 条 

○ 就学困難な児童及び生徒に係る就学奨励についての国の援助に関する法律 

 

 2  就学援助対象者認定基準 

  就学援助の対象者の認定は、保護者の申請により、学校長の所見等を参考にして、教育委員会が

認定基準に基づき認定を行います。 

(1) 要保護者 

  生活保護法の規定により、生活保護（教育扶助）を受けている者 

(2) 準要保護者 

  生活保護を受けていないが、要保護者に準ずる程度に援助を必要とする者で、次のいずれかに

該当する場合 

ア 前年度又は当該年度において、生活保護法に基づく保護の停止又は廃止があり、引き続き支

援を必要とする者 

イ 生活保護法による、その世帯の需要額〔生活扶助（Ⅰ類、Ⅱ類）＋期末一時扶助＋教育扶助

（基準額・学校給食費・学習支援費）＋住宅費〕の 1.2 倍を基準とし、世帯の所得が基準額を

下回る場合（所得額は、原則として前年の年間総所得金額） 

ウ 災害、失業等により、在籍校の学校長が教育上、特に援助を必要と認めた場合で、教育委員

会が援助を要すると認めた者 
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 3  就学援助費目及び支給対象 

援 助 費 目 支    給    額 
支給対象 対象学年 

要※ 準 小学校 中学校 

新入学児童生徒

学 用 品 費 

定額支給（入学までに転出予定のない小学

校就学予定者） 
× 〇 

小学校 

就学予定者 
 

定額支給（入学までに転出予定のない中学

校就学予定者） 
× ○ 6 年生  

定額支給（4月 1 日付の認定者のみ） 

（小学校就学前又は小 6時点で未受給者） 
× 〇 1 年生 1 年生 

学 用 品 

通 学 用 品 費 
定額支給 × ○ 全学年 全学年 

校 外 教 授 費 
実費支給（行事参加者・小 1～5 は 2 回ま

で。小 6～中 3は 1 回まで） 
○ ○ 全学年 全学年 

社 会 科 見 学費 実費支給（行事参加者 1回まで） ○ ○ 4,5,6年生 全学年 

修 学 旅 行 費 実費＋支度料（準要保護者のみ）支給 ○ ○  3 年生 

医 療 費 

実費支給（医療機関へ支払） 

（学校から治療指示のあった児童・生徒の

み） 

○ ○ 全学年 全学年 

通 学 費 
実費支給（特別支援学級に所属する者の

み、距離要件有） 
× ○ 全学年 全学年 

移動教室参加費 定額支給 ○ ○ 5,6 年生 1,2 年生 

卒 業 

ア ル バ ム 費 

定額支給（アルバム購入者） 

（2月 1 日現在認定者） 
○ ○ 6 年生 3 年生 

ク ラ ブ 活 動費 定額支給（3月 1 日現在認定者） × ◯ 4,5,6年生 全学年 

英語キャンプ費 
定額支給（行事参加者） 

（区域外就学者対象外） 
○ ○ 5,6 年生 全学年 

特 別 支 援 

合 同 移 動 教室 
定額支給（行事参加者） 〇 〇 

4,5,6年生 

（固定級） 
全学年 

※要保護の支給対象外費目（×）については、生活保護法に基づき支給 

※学校給食費は無償化開始のため令和 6年度から対象外 

 

 4  就学援助申請方法 

  新宿区立小・中学校に在籍する児童・生徒全員に「就学援助費受給申請書」を配布します。 

  新 1 年生に対しては、入学時（又は、入学前の学校説明会時）等に配布します。 

  保護者は、必要事項を記入し、封筒に入れて学校に提出します。 

  国・私立等学校（インターナショナルスクールは非該当）在籍児童・生徒は、窓口又は郵送で 

申請を受け付けます。 
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 3  就学援助費目及び支給対象 

援 助 費 目 支    給    額 
支給対象 対象学年 

要※ 準 小学校 中学校 

新入学児童生徒

学 用 品 費 

定額支給（入学までに転出予定のない小学

校就学予定者） 
× 〇 

小学校 

就学予定者 
 

定額支給（入学までに転出予定のない中学

校就学予定者） 
× ○ 6 年生  

定額支給（4月 1 日付の認定者のみ） 

（小学校就学前又は小 6時点で未受給者） 
× 〇 1 年生 1 年生 

学 用 品 

通 学 用 品 費 
定額支給 × ○ 全学年 全学年 

校 外 教 授 費 
実費支給（行事参加者・小 1～5 は 2 回ま

で。小 6～中 3は 1 回まで） 
○ ○ 全学年 全学年 

社 会 科 見 学費 実費支給（行事参加者 1回まで） ○ ○ 4,5,6年生 全学年 

修 学 旅 行 費 実費＋支度料（準要保護者のみ）支給 ○ ○  3 年生 

医 療 費 

実費支給（医療機関へ支払） 

（学校から治療指示のあった児童・生徒の

み） 

○ ○ 全学年 全学年 

通 学 費 
実費支給（特別支援学級に所属する者の

み、距離要件有） 
× ○ 全学年 全学年 

移動教室参加費 定額支給 ○ ○ 5,6 年生 1,2 年生 

卒 業 

ア ル バ ム 費 

定額支給（アルバム購入者） 

（2月 1 日現在認定者） 
○ ○ 6 年生 3 年生 

ク ラ ブ 活 動費 定額支給（3月 1 日現在認定者） × ◯ 4,5,6年生 全学年 

英語キャンプ費 
定額支給（行事参加者） 

（区域外就学者対象外） 
○ ○ 5,6 年生 全学年 

特 別 支 援 

合 同 移 動 教室 
定額支給（行事参加者） 〇 〇 

4,5,6年生 

（固定級） 
全学年 

※要保護の支給対象外費目（×）については、生活保護法に基づき支給 

※学校給食費は無償化開始のため令和 6年度から対象外 

 

 4  就学援助申請方法 

  新宿区立小・中学校に在籍する児童・生徒全員に「就学援助費受給申請書」を配布します。 

  新 1 年生に対しては、入学時（又は、入学前の学校説明会時）等に配布します。 

  保護者は、必要事項を記入し、封筒に入れて学校に提出します。 

  国・私立等学校（インターナショナルスクールは非該当）在籍児童・生徒は、窓口又は郵送で 

申請を受け付けます。 
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 5  令和 5 年度要保護・準要保護児童・生徒対象者数 

(人) 

 1 年 2 年 3 年 4 年 5 年 6 年 合 計 

小学校 
要 保 護 13 17 10 12 20 12 84 

準 要 保 護 235 192 232 236 246 246 1,387 

中学校 
要 保 護 23 11 23  57 

準 要 保 護 232 236 257 725 

 

 6  過去 5 年間の要保護・準要保護児童・生徒数の推移                 （各年 3月 31 日現在） 

年度 区 分 要保護 準要保護 合 計 在籍者数 受給率 備 考 

令和 

元 

小 126 1,514 1,640(16) 9,438 17.4[17.2] 準要保護は

生活保護基

準の 1.2 倍 

中 93 741 834(43) 2,659 31.4[29.8] 

計 219 2,255 2,474(59) 12,097 20.5[19.9] 

令和 

2 

小 107  1,580  1,687(18) 9,703 17.4[17.2] 

同 上 中 90  772  862(40) 2,728 31.6[30.1] 

計 197 2,352 2,549(58) 12,431 20.5[20.0] 

令和 

3 

小 86  1,528  1,614(14) 9,926 16.3[16.1] 

同 上 中 71  766  837(30) 2,787 30.0[29.0] 

計 157 2,294 2,451(44) 12,713 19.3[18.9] 

令和 

4 

小 91 1,380 1,471(18) 9,962 14.8[14.6] 

同 上 中 56 734 790(34) 2,819 28.0[26.8] 

計 147 2,114 2,261(52) 12,781 17.7[17.3] 

令和 

5 

小 84 1,387 1,471(24) 10,019 14.7[14.4] 

同 上 中 57 725 782(37) 2,877 27.2[25.9] 

計 141 2,112 2,253(61) 12,896 17.5[17.0] 

※在籍者数は新宿区の区立小中学校に在籍する児童・生徒数（特別支援学校を含まない。） 

※（ ）は、総数のうち、国私立等に就学し、新宿区の就学援助を受給する人数 

※ [ ] は、国私立等に就学し、新宿区の就学援助を受給する人数を除いた受給率 

※上記人数のほか、就学予定者（令和元年度 219 人、令和 2 年度 189 人、令和 3 年度 160 人、

令和 4年度 168 人、令和 5年度 145 人）に対し、入学準備金前倒し支給を行っています。 
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 7  特別支援学級就学奨励費 

  区内在住の小・中学校の特別支援学級に在籍又は通級する児童・生徒（若しくはその障害の程度

に該当する児童・生徒）の保護者の経済的負担を軽減するために援助を行っています。特別支援教

育就学奨励費補助金に基づく教育費補助の範囲での援助です。 

 （就学援助との併給は不可、支給額は就学援助と別基準） 

 

対象者認定基準、援助費目及び認定者数（令和 6年 3 月 31 日現在） 

対象者 認定区分 
所得額/基準額 
（※1） 

支給費目 
小学校 
（人） 

中学校 
（人） 

合 計 
（人） 

・特別支援学級在籍者 

・通常学級在籍かつ学校教
育法施行令第22条の 3に
規定する障害の程度に該
当する者 

全部認定 2.5 未満 ※2 23 11 34 

一部認定 2.5 以上 ※3 5 2 7 

合  計 28 13 41 

※1 所得額（住民税課税方式に準拠）÷基準額（生活保護基準に準拠） 

※2 学校給食費（無償化開始のため令和 6 年度から対象外）、修学旅行費、学用品通学用品費、新入

学児童生徒学用品費、校外教授費、社会科見学費、移動教室参加費、通学費、交流学習交通費、

職場実習交通費（中学生のみ） 

※3 通学費、交流学習交通費、職場実習交通費（中学生のみ） 

 

 8  令和 5 年度援助実績 

小学校 122,637,977 円 

中学校 91,628,770 円 

内訳 （円） 

援 助 費 目 小 学 校 中 学 校 

学 用 品 通 学 用 品 費 59,229,860 26,437,600 

学 校 給 食 費 52,328,411 38,617,734 

校 外 教 授 費 （ 法 定 分 ） 0 1,079,778 

校 外 教 授 費 （ 法 定 外 ） 4,007,897 21,238,797 

医 療 費 0 0 

通 学 費 0 48,940 

特 別支援学級就学奨励費 1,124,533 813,741 

そ の 他 の 法 定 外 5,947,276 3,392,180 

合 計 122,637,977 91,628,770 
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 7  特別支援学級就学奨励費 

  区内在住の小・中学校の特別支援学級に在籍又は通級する児童・生徒（若しくはその障害の程度

に該当する児童・生徒）の保護者の経済的負担を軽減するために援助を行っています。特別支援教

育就学奨励費補助金に基づく教育費補助の範囲での援助です。 

 （就学援助との併給は不可、支給額は就学援助と別基準） 

 

対象者認定基準、援助費目及び認定者数（令和 6年 3 月 31 日現在） 

対象者 認定区分 
所得額/基準額 
（※1） 

支給費目 
小学校 
（人） 

中学校 
（人） 

合 計 
（人） 

・特別支援学級在籍者 

・通常学級在籍かつ学校教
育法施行令第22条の 3に
規定する障害の程度に該
当する者 

全部認定 2.5 未満 ※2 23 11 34 

一部認定 2.5 以上 ※3 5 2 7 

合  計 28 13 41 

※1 所得額（住民税課税方式に準拠）÷基準額（生活保護基準に準拠） 

※2 学校給食費（無償化開始のため令和 6 年度から対象外）、修学旅行費、学用品通学用品費、新入

学児童生徒学用品費、校外教授費、社会科見学費、移動教室参加費、通学費、交流学習交通費、

職場実習交通費（中学生のみ） 

※3 通学費、交流学習交通費、職場実習交通費（中学生のみ） 

 

 8  令和 5 年度援助実績 

小学校 122,637,977 円 

中学校 91,628,770 円 

内訳 （円） 

援 助 費 目 小 学 校 中 学 校 

学 用 品 通 学 用 品 費 59,229,860 26,437,600 

学 校 給 食 費 52,328,411 38,617,734 

校 外 教 授 費 （ 法 定 分 ） 0 1,079,778 

校 外 教 授 費 （ 法 定 外 ） 4,007,897 21,238,797 

医 療 費 0 0 

通 学 費 0 48,940 

特 別支援学級就学奨励費 1,124,533 813,741 

そ の 他 の 法 定 外 5,947,276 3,392,180 

合 計 122,637,977 91,628,770 
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第16 奨 学 金 

 区内に居住する者で、学校教育法第 1 条に規定する高等学校（中等教育学校の後期課程を含む。）  

若しくは高等専門学校又は同法第 124 条に規定する専修学校の高等課程に在学し、又は入学する者の

うち、成績優秀であり、かつ経済的な理由により修学が困難な者に対し、有用な人材を育成すること

を目的として、修学上必要な資金の一部を貸し付けています。 

 この制度は、昭和 44 年度に創設され、現在まで多くの奨学生に対して助成を行ってきました。 

 また、令和 7 年度生（令和 6 年度募集生）から、入学準備金の貸付金額を増額するとともに、返還

免除規定を追加します。 

 奨学資金は、奨学生本人に対して貸し付けられるもので、返還も奨学生本人が行います。 

 

 1  新宿区奨学資金貸付制度の概要（令和 6年度生まで） 

(1) 奨学資金貸付要件 

ア 奨学金の貸付けを受ける年度の 4 月 1 日の 1 年前から引き続き区内に居住していること。 

イ 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 1 条に規定する高等学校（中等教育学校の後期課程

を含む。）若しくは高等専門学校又は同法第 124 条に規定する専修学校の高等課程（以下「高等

学校等」という。）に在学し、又は入学する者であること。 

ウ 成績優秀であり、かつ経済的な理由により修学困難であること。 

エ 同種の資金を他から借り受けていないこと。 

 

(2) 奨学生募集 

ア 申込期間   

令和 5 年度(令和 6 年度生)は、11 月 5 日から 12 月 5 日まで 

イ 申込方法 

  入学予定者は、奨学資金貸付申請書を連帯保証人と連署のうえ、家族の収入に関する証明書

を添付し、在学する中学校長に提出します。 

  また、私立中学校及び高等学校等在籍生徒については、在籍学校長の推薦を受けたうえ、直

接、教育委員会に提出します。 

ウ 募集の周知方法 

  区立中学校を通じ 3 年生全員に対し、「奨学生募集のお知らせ」を配布するとともに、私立中

学校及び高等学校等在籍生徒に対しては広報等により周知を図っています。 

 

(3) 推薦と選考 

ア 学校長は、申請書、貸付要件等を満たしていると認められる生徒について、調書を付けて教

育委員会に推薦を行います。 

イ 教育委員会は、奨学生選考審査会の選考を経て奨学生候補者の決定を行います。 

  なお、候補者は高等学校若しくは高等専門学校又は専修学校の高等課程に入学が確定し、関

係書類の提出がなされた後、教育委員会が正式決定を行って初めて奨学生となります。 
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(4) 奨学生採用人員 

  5 名程度（毎年度予算の範囲内） 

 

(5) 貸付金額 

ア 入学準備金 国公立生 100,000 円 

私 立 生     200,000 円 

イ 奨学資金 国公立生 月額 18,000 円 

私 立 生     月額 30,000 円 

 

(6) 貸付期間 

  奨学生が在学する高等学校等の正規の修業年限 

 

(7) 返還方法及び期間 

  奨学資金の貸付期間終了の日の属する月の翌月から起算し、1 年を経過した後（据置期間）、10

年以内において返還します。 

  上級学校に進学した場合は、その修業年限の期間は返還を猶予することができます。 

 

(8) 令和 5年度実績 

ア 貸付金 1,116,000 円 

・入学準備金  5 名   900,000 円 

    令和 6 年度生    国公立 1 名       100,000 円 

                        私 立      4 名       800,000 円 

・奨学資金 １名 216,000 円 

令和 3 年度生 国公立 1 名 216,000 円 

 私 立 0 名 0 円 

※令和 4～5年度生は対象者なし 

 

イ 返還金 70 名 6,201,200 円 

 

(9) 令和 6年度生応募状況 

応募生徒 5 名 

奨学生採用者 5 名 

   貸付者 5 名 内 訳 国公立 1 名 

   私 立 4 名 

   不採用者 0 名 

   辞退者 0 名 
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(4) 奨学生採用人員 

  5 名程度（毎年度予算の範囲内） 

 

(5) 貸付金額 

ア 入学準備金 国公立生 100,000 円 

私 立 生     200,000 円 

イ 奨学資金 国公立生 月額 18,000 円 

私 立 生     月額 30,000 円 

 

(6) 貸付期間 

  奨学生が在学する高等学校等の正規の修業年限 

 

(7) 返還方法及び期間 

  奨学資金の貸付期間終了の日の属する月の翌月から起算し、1 年を経過した後（据置期間）、10

年以内において返還します。 

  上級学校に進学した場合は、その修業年限の期間は返還を猶予することができます。 

 

(8) 令和 5年度実績 

ア 貸付金 1,116,000 円 

・入学準備金  5 名   900,000 円 

    令和 6 年度生    国公立 1 名       100,000 円 

                        私 立      4 名       800,000 円 

・奨学資金 １名 216,000 円 

令和 3 年度生 国公立 1 名 216,000 円 

 私 立 0 名 0 円 

※令和 4～5年度生は対象者なし 

 

イ 返還金 70 名 6,201,200 円 

 

(9) 令和 6年度生応募状況 

応募生徒 5 名 

奨学生採用者 5 名 

   貸付者 5 名 内 訳 国公立 1 名 

   私 立 4 名 

   不採用者 0 名 

   辞退者 0 名 
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(10) 奨学資金年次貸付状況（令和元年度～令和 5年度） 

 

 

 2  新宿区奨学資金貸付制度の改正概要（令和 7年度生から） 

(1) 奨学資金貸付要件 

ア 奨学金の貸付けを受ける年度の 4 月 1 日から引き続き区内に居住していること。 

イ 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 1 条に規定する高等学校（中等教育学校の後期課程

を含む。）若しくは高等専門学校又は同法第 124 条に規定する専修学校の高等課程（以下「高等

学校等」という。）に入学する者であること。 

ウ 成績優秀であり、かつ経済的な理由により修学困難であること。 

エ 同種の資金を他から借り受けていないこと。 

 

(2) 奨学生採用人員 

  20 名程度（毎年度予算の範囲内） 

 

(3) 貸付金額 

入学準備金 国公立生 200,000 円 

私 立 生     500,000 円 

 ※制度改正後は入学準備金のみ貸付 

 

(4) 返還方法及び期間 

  高等学校等を卒業し、または退学した日の属する月の翌月から起算し、1 年を経過した後（据置

期間）、10 年以内において返還します。 

 上級学校に進学した場合は、その修業年限の期間は返還を猶予することができます。 

 

(5) 返還免除 

  区規則で定める就業要件または居住要件に該当し、その他一定の要件（当該奨学資金に係る高

等学校等を正規の修業年限で卒業していること等）を満たした場合は、貸付金の一部または全部

が返還免除になります。 

 

 

 

 

年度 対象人員 (人) 貸 付 金 額 (円) 

元 16  4,072,000 

2 12  3,052,000 

3  6  1,584,000 

4  4  1,008,000 

5  6  1,116,000 

― 105 ―



 － 106 －    

 3  その他の主な奨学資金貸付制度 

(1) 東京都私学財団（東京都育英資金（奨学資金）･入学支度金） 

(2) 東京都母子福祉資金・父子福祉資金（修学資金・就学支度資金） 

(3) 社会福祉協議会生活福祉資金（教育支援費・就学支度費） 

(4) 交通遺児育英会（奨学資金・入学一時金） 

(5) あしなが育英会（奨学資金・入学一時金） 

(6) 日本政策金融公庫教育ローン 

(7) 日本学生支援機構（奨学資金） 

 

― 106 ―



 － 106 －    

 3  その他の主な奨学資金貸付制度 

(1) 東京都私学財団（東京都育英資金（奨学資金）･入学支度金） 

(2) 東京都母子福祉資金・父子福祉資金（修学資金・就学支度資金） 

(3) 社会福祉協議会生活福祉資金（教育支援費・就学支度費） 

(4) 交通遺児育英会（奨学資金・入学一時金） 

(5) あしなが育英会（奨学資金・入学一時金） 

(6) 日本政策金融公庫教育ローン 

(7) 日本学生支援機構（奨学資金） 

 

― 106 ―  － 107 －    

第17 入学祝金 

 新たに小・中学校に入学する学齢の児童・生徒を対象に、入学祝金を支給することで、入学を祝福

し、児童・生徒の健やかな成長を支援します。 

 本祝金は新宿区独自のもので、所得制限はありません。 

 

 

 1  入学祝金制度の概要 

 (1)  支給対象者 

 新小学 1 年生の学齢又は新中学 1 年生の学齢の児童・生徒であって、基準日時点で新宿区に住

民登録がある者（DV 等の特別な事情があり新宿区に住民登録のない者を含む） 

 

( 2)  支給金額（令和 6年度新入学生） 

 新小学 1年生 1人当たり  50,000 円 

 新中学 1年生 1人当たり 100,000 円 

 

(3)  支給方法 

 受給手続きを簡素化し、保護者の利便性を図るため、プッシュ型給付を基本とします。 

ア 児童手当口座への支給（手続き不要） 

基準日時点で新宿区の住民登録があり、対象の児童・生徒に対する児童手当を新宿区から受

給している方（ただし、対象の児童・生徒と児童手当受給者が同世帯の場合に限る）は、手続

きは必要ありません。基準日時点で新宿区に登録されている児童手当口座に振り込みます。 

イ 確認書による支給 

上記ア以外の方は、手続きが必要です。保護者は、送付される「確認書」に振込口座を記入

し、通帳等の写しを貼付のうえ、返信用封筒にて郵送します。 

ウ 申請書による支給 

DV 等の特別な事情があり新宿区に住民登録のない方は、受給に申し出が必要です。保護者は、

対象となる場合に送付される「申請書」に振込口座を記入し、通帳等の写しを貼付のうえ、返

信用封筒にて郵送します。 

 

( 4) 支給実績 

                （令和 6年 7 月 31 日現在）（人） 

入学年度 基準日 小学校 中学校 合 計 

令和 5 
1 月 1 日 2,129 1,950 4,079 

4 月 30 日 90 64 154 

令和 6 
1 月 1 日 2,120 1,894 4,014 

4 月 30 日 100 71 171 

  ※令和 4年度事業開始 
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第18 学校職員の福利厚生 

 1  健康診断 

  学校保健安全法、同法施行令等に基づき、年間の実施計画を策定し実施しています。 

  令和 5年度の実績は、次のとおりです。 

(1) 区職員 

呼吸器系健康診断 一次健康診断 7～8 月 

循環器系健康診断 一次健康診断 7～8 月 

消化器系健康診断 一次健康診断    8～9 月 

その他、情報機器作業従事職員健康診断、腰痛健康診断、石綿健康診断、婦人科系健康診断、ス

トレスチェック及び風しん抗体検査等を実施しました。 

 

(2) 教職員 

呼吸器系健康診断 一次健康診断   7～8 月 

循環器系健康診断 一次健康診断   7～8 月 

消化器系健康診断 一次健康診断    8～9 月 

 その他、情報機器作業従事職員健康診断、腰痛健康診断、婦人科系健康診断、ストレスチェック

及び麻しん・風しん抗体検査等を実施しました。 

 

 2  公務・通勤災害 

  学校職員が、公務又は通勤によって負傷や疾病等の災害にあった場合、地方公務員災害補償法に

基づき補償が行われます。 

    公務災害認定数            （令和 6年 3月 31 日現在） 

年 度 
区 職 員 教 職 員 計 

公 災 通 災 公 災 通 災 公 災 通 災 

令和3 0 0 3 1 3 1 

令和4 0 0 7 1 7 1 

令和5 2 0 7 2 9 2 

※申請中のものを除く。 

 

 3  学校安全衛生委員会 

  学校安全衛生委員会は、安全衛生に関する事項につき調査・審議する機関として、昭和 59 年に設

置しました。また、学校に勤務する職員の職務内容が異なるため、それぞれの職務分野における安全

及び衛生にかかわる事項を具体的に検討できるよう 2つの部会を設置しています。 

安全衛生委員会組織図 
 

 

教職員部会 

新宿区学校安全衛生委員会 

学校部会 
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Ⅲ 社 会 教 育 
 

 教育基本法・社会教育法では、一人ひとりの自主的な学習活動の成果が、個人の生活の充実にとど

まらず地域社会に活かすことができ、学習の継続と循環が行われる社会教育活動の推進を、行政が支

援するよう示されています。また、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の改正により、地方

公共団体の長がスポーツ・文化に関することを執行できるようになりました。 

 区ではこれらを受け、文化・まちづくりの総合的な施策を展開するために、これまで教育委員会で

進めてきた生涯学習分野に関する所管を地域振興部に移しました。 

 教育委員会では、学校にかかわる社会教育活動、特に子どもたちを取り巻く環境の中で重要とされ、

さまざまなアプローチが必要とされる家庭教育について促進していきます。また、学校・家庭・地域

との連携の中で、家庭と地域の教育力の向上を図る事業を推進していきます。 

 

 1  根拠法令 

○ 教育基本法 ○ 社会教育法 ○ 文化財保護法 ○ 博物館法 

 

 2  教育委員会の役割と活動 

(1) 社会教育推進のため、次の事業を行っています。 

・社会教育委員の活動 

・後援・共催による区民の社会教育活動の支援 

(2) 次代を担う人材を育成するため、学校・家庭・地域の教育力の向上と連携を強化する次の事業

を行っています。 

・ＰＴＡ活動を支援する事業 

・家庭の教育力の向上を支援する事業 

(3) 身近な郷土の理解を深め歴史を未来につなぐための次の事業は、平成 19 年度までは教育委員会

が所管し、平成 20 年度からは地域文化部が、平成 28 年度からは文化観光産業部が補助執行して

います。 

・文化財の保護・保存事業 

・文化財の公開と普及 

・学校教育活動支援 

 

 3  事業の推進体制 

  教育支援課で、社会教育全般及び特に、家庭教育の推進、学校・家庭・地域の連携強化を所管し、

教育調整課で、後援・共催による社会教育活動の支援を所管しています。 
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第 1  社会教育の推進 

 1  社会教育委員の活動 

  社会教育委員は教育委員会の行う社会教育行政に関する諮問機関として、社会教育法に基づき設

置されています。地域で行われる社会教育活動を住民と行政が緊密に連携して進めていくためには、

住民や専門的立場の方々の見識と経験を社会教育行政に幅広く反映しなければなりません。 

  社会教育委員は学校教育・社会教育関係者、家庭教育の向上に資する活動者、学識経験者によって

構成され、その職務は、教育委員会に助言するため、①社会教育に関する諸計画の立案、②諮問に応

じ意見を述べること、③必要な調査研究を行うことです。 

  また、教育委員会に出席して意見を述べることや、青少年教育について社会教育団体等に指導助

言することもできます。 

   設 置  昭和 51 年 4 月 

   組 織  定数 10 名以内 

   任 期  2 年 

 

〔令和 5年度実績〕 

    第 23 期 定例会 3回、小委員会 1回 

 

〔第 23 期 任期〕 令和 3 年 12 月 6 日～令和 5年 12 月 5 日 

    討議テーマ  「小学校低学年を対象とした多様な支援の充実」 

 

〔社会教育委員（第 23 期）〕（五十音順） 

石橋 裕美 新宿区家庭教育グループ連絡会役員 

伊藤 裕一 新宿区立牛込第三中学校長 

遠藤 美季 エンジェルズアイズ代表 

酒井 ふさ子 新宿区立四谷中学校地域協働学校運営協議会代表 

清水 仁  新宿区立落合第三小学校長 

田中 健士 新宿区スクール・コーディネーター代表 

鶴巻 祐子 新宿子育てメッセ実行委員会副委員長、ミマモ cafe 理事 

藤後 悦子 東京未来大学子ども心理学部教授 

中村 廣子 早稲田ミュージックラボ代表（副議長） 

矢口 徹也 早稲田大学教育・総合科学学術院教授（議長） 

※役職等は就任時のものです。 
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 2  社会教育活動の推進 

(1) 共催・後援 

  教育、学術、文化の向上普及に寄与するもので、公益性のある事業については、教育委員会が

共催、後援をすることにより、社会教育活動の推進を図っています。 

  官公庁、公益法人、その他の団体等が行う事業が対象となります。 

  共催は、教育委員会として事業の主催者と密接な関係をもって事業を行うものであり、教育委

員会の名義使用による安定的で円滑な事業の運営を図ります。 

  後援は、教育委員会として事業の社会教育活動としての有用性を認め、教育委員会の名義を使

用することにより、事業を支援しようとするものです。 

 

(2) 社会教育相談 

  教育支援課では、区民の方の社会教育に関する相談を受け付けています。 

 

 3  家庭の教育力の向上支援 

  子どもの成長にとって、家庭は人間形成の行われる最初の場であり、家庭において保護者の果た

す役割は非常に重要です。 

  教育委員会では、保護者が集まる機会を活用し、親子のふれあいの大切さを再認識する講座や、

保護者のあり方について考えるワークショップの開催等を通して、家庭の教育力の向上を支援して

います。 

(1) 入学前プログラム 

  小学校入学前の保護者会時等に、「入学前の家庭」を対象とした家庭教育支援事業を実施してい

ます。 

  小学校に入学予定の子ども向けには、遊びや学びを共有することで、連帯感や自己充実感を体

験し、小学校入学に向けての意欲を高めるプログラムを行っています。また、小学校入学という

保護者にとっても大きな家庭教育の転換期に、子どもを自立させるための親の役割を確認する 

ワークショップ等を実施することで、家庭の教育力の向上支援を行っています。さらに、この時

期の家庭には乳幼児が多くいることから託児も行っています。 

  なお、新 1 年生保護者会に合わせて実施する学校と、その前後の土・日曜日に実施する学校が

あります。 

  平成 19 年度から、全小学校 29 校で実施しています。 

 

令和 5年度実施結果 

実施校 実施日 参加者数 

津 久 戸 小 学 校 2 月 6 日（火） 41 

江 戸 川 小 学 校 2 月 2 日（金） 49 

市 谷 小 学 校 2 月 2 日（金） 105 

愛 日 小 学 校 2 月 20 日（火） 65 

早 稲 田 小 学 校 2 月 17 日（土） 72 

鶴 巻 小 学 校 2 月 5 日（月） 22 
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実施校 実施日 参加者数 

牛込仲之小学校 2 月 16 日（金） 45 

富 久 小 学 校 2 月 9 日（金） 55 

余 丁 町 小 学 校 2 月 27 日（火） 55 

東 戸 山 小 学 校 2 月 13 日（火） 25 

四 谷 小 学 校 1 月 31 日（水） 105 

四谷第六小学校 2 月 5 日（月） 58 

花 園 小 学 校 2 月 9 日（金） 24 

大 久 保 小 学 校 2 月 15 日（木） 17 

天 神 小 学 校 2 月 9 日（金） 39 

戸 山 小 学 校 2 月 14 日（水） 51 

戸塚第一小学校 1 月 29 日（月） 73 

戸塚第二小学校 2 月 14 日（水） 40 

戸塚第三小学校 2 月 8 日（木） 41 

落合第一小学校 2 月 20 日（火） 82 

落合第二小学校 2 月 19 日（月） 61 

落合第三小学校 2 月 2 日（金） 58 

落合第四小学校 2 月 22 日（木） 70 

落合第五小学校 2 月 13 日（火） 34 

落合第六小学校 2 月 22 日（木） 46 

淀橋第四小学校 2 月 15 日（木） 44 

柏 木 小 学 校 2 月 13 日（火） 58 

西 新 宿 小 学 校 2 月 9 日（金） 45 

西 戸 山 小 学 校 2 月 20 日（火） 65 

実施回数 29 回 延べ参加者数 1,545 名 

 

(2) 保護者会等での家庭教育支援事業 

  より多くの家庭に対して家庭教育支援を行うため、これまでの事業に参加が難しい状況の保護

者も参加しやすくなるような形態で、家庭教育事業を実施しています。 

 

ア 家庭教育支援セミナーの実施 

  休日等保護者の参加しやすい日程や形態により、学齢期の子どもの保護者等が必要とする情

報を提供する機会として「家庭教育支援セミナー」を実施しています。 

 

イ 家庭教育ワークシートの作成 

  学校保護者会等に出られない方にも、家庭教育について考えてもらう機会をつくるため、学

識経験者等による討議会を設けて内容を検討し、小冊子を作成しています。これまで幼児の保

護者向け（1種）、小学生の保護者向け（6種）及び中学生の保護者向け（1種）を作成しており、

それぞれ区内幼稚園・保育園・子ども園の園児の保護者、区立小学校の児童の保護者及び区立

中学校の生徒の保護者に配布しています。 
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実施校 実施日 参加者数 

牛込仲之小学校 2 月 16 日（金） 45 

富 久 小 学 校 2 月 9 日（金） 55 

余 丁 町 小 学 校 2 月 27 日（火） 55 

東 戸 山 小 学 校 2 月 13 日（火） 25 

四 谷 小 学 校 1 月 31 日（水） 105 

四谷第六小学校 2 月 5 日（月） 58 

花 園 小 学 校 2 月 9 日（金） 24 

大 久 保 小 学 校 2 月 15 日（木） 17 

天 神 小 学 校 2 月 9 日（金） 39 

戸 山 小 学 校 2 月 14 日（水） 51 

戸塚第一小学校 1 月 29 日（月） 73 

戸塚第二小学校 2 月 14 日（水） 40 

戸塚第三小学校 2 月 8 日（木） 41 

落合第一小学校 2 月 20 日（火） 82 

落合第二小学校 2 月 19 日（月） 61 

落合第三小学校 2 月 2 日（金） 58 

落合第四小学校 2 月 22 日（木） 70 

落合第五小学校 2 月 13 日（火） 34 

落合第六小学校 2 月 22 日（木） 46 

淀橋第四小学校 2 月 15 日（木） 44 

柏 木 小 学 校 2 月 13 日（火） 58 

西 新 宿 小 学 校 2 月 9 日（金） 45 

西 戸 山 小 学 校 2 月 20 日（火） 65 

実施回数 29 回 延べ参加者数 1,545 名 

 

(2) 保護者会等での家庭教育支援事業 

  より多くの家庭に対して家庭教育支援を行うため、これまでの事業に参加が難しい状況の保護

者も参加しやすくなるような形態で、家庭教育事業を実施しています。 

 

ア 家庭教育支援セミナーの実施 

  休日等保護者の参加しやすい日程や形態により、学齢期の子どもの保護者等が必要とする情

報を提供する機会として「家庭教育支援セミナー」を実施しています。 

 

イ 家庭教育ワークシートの作成 

  学校保護者会等に出られない方にも、家庭教育について考えてもらう機会をつくるため、学

識経験者等による討議会を設けて内容を検討し、小冊子を作成しています。これまで幼児の保

護者向け（1種）、小学生の保護者向け（6種）及び中学生の保護者向け（1種）を作成しており、

それぞれ区内幼稚園・保育園・子ども園の園児の保護者、区立小学校の児童の保護者及び区立

中学校の生徒の保護者に配布しています。 
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 4  ＰＴＡ活動への支援 

  ＰＴＡは、子どもの幸せを願い、保護者と教員が協力して青少年健全育成に努めるとともに、会

員自身の成人教育活動の場として重要な役割を担う社会教育関係団体です。 

  子どもの教育について第一義的な責任を持つ保護者自身が、自主的・主体的に行うＰＴＡ活動を

支援し、家庭の教育力向上を図っています。 

(1) 家庭教育講座 

  教育委員会では、昭和 40 年度から家庭教育に関する事業を行っています。現在は、わが子を正

しく理解し、発達段階に応じた適切な家庭教育を行うために、区内の子ども園・幼稚園、区立小

学校、区立中学校、養護学校等のＰＴＡ及び保護者の会が協力して企画・運営する家庭教育講座

を開設しています。 

 

令和 5年度 家庭教育講座実績 

【私立幼稚園】 

園名 実施日 テーマ 参加者数 

私立戸山幼稚園 5月30日(火) 自然観察会 80 

【区立幼稚園】 

園名 実施日 テーマ 参加者数 

市 谷 幼 稚 園 9月19日(火) いざという時あなたは動ける！？ 
―救急隊が到着するまでにできる応急処置を学ぶ― 18 

早 稲 田 幼稚 園 9月13日(水) 荒巻シャケさん 親子ライブ・触れ合い遊び 30 

鶴 巻 幼 稚 園 7月3日(月) 良好な親子関係を築くためのアンガーマネジメント 25 

牛込仲之幼稚園 7月13日(木) 運動遊び・体つくり運動を通じて今、親ができること 40 

四谷第六幼稚園 9月21日(木) 親子スポーツプロジェクト 32 

花 園 幼 稚 園 9月21日(木) 運動遊び・体つくり運動を通じて今、親ができること 42 

花 園 幼 稚 園 2月19日(月) 親子で楽しむ触れ合いの時間 
心が動く絵本の読み聞かせ講座 74 

戸塚第二幼稚園 9月22日(金) 親子で楽しむふれあい遊び歌ライブ 52 

西 戸 山 幼稚 園 9月25日(月) 
親子で楽しむ運動遊び！ 
～心と身体のいろはにほへと～ 101 

【区立子ども園】 

園名 実施日 テーマ 参加者数 

四 谷 子 ども 園 2月27日(火) 未就学児から学ぶ性教育講座 40 

あいじつ子ども園 11月 4日(土) ０，１，２歳児お楽しみ会 親子のふれあい遊び 100 

【小学校】 

校名 実施日 テーマ 参加者数 

市 谷 小 学 校 7月 15日(土) 小学校からお金の考え方・使い方をみにつけよう 57 

― 113 ―



 

 － 114 －    

校名 実施日 テーマ 参加者数 

愛 日 小 学 校 2月 10日(土) 保護者・学校・地域で考える 
子どもが求めるあなたのたった「一言」 35 

鶴 巻 小 学 校 1月 21日(日) 「カレー作りゲーム」に挑戦しよう！ 
～お小遣いが上手に使えるようになる３つの秘伝～ 

35 

戸塚第一小学校 11月11日(土) 
かたい身体のストレッチ教室(祖父母さんも可！) 
～忙しいなら生活動作に運動を散りばめよう！～ 40 

戸塚第三小学校 2月 3日(土) 親子でヨガ ～カラダとココロを元気に～ 32 

落合第一小学校 3月15日(金) 子育てと時間栄養学 24 

落合第四小学校 10月21日(土) 小学生のうちに教えておきたいお金との付き合い方 20 

淀橋第四小学校 9月 9日(土) 親子で学ぶ コオーディネーショントレーニング 42 

西 新 宿 小学 校 11月18日(土) 親子で取り組む子どもの姿勢ケア 43 

【中学校】 

校名 実施日 テーマ 参加者数 

牛込第三中学校 2月24日(土) 
「ウチ」と「ソト」の功罪-ソーシャルワークの視点で
子育ち・子育てを考える- 16 

西早稲田中学校 7月8日(土) 書家に学ぶ～美文字講座～ 11 

新 宿 中 学 校 10月14日(土) 成長期の子どもとの対話力向上講座 
～笑顔で絆を深めるコツ～ 

21 

新 宿 養 護学 校 12月12日(火) 障害のある子を持つ親が知っておきたいお金の話 12 

実施回数 25 回  延べ参加者数 1,022 名 

【内訳】                           

私立幼稚園    1 回    80 名 

区立幼稚園    9 回   414 名 

区立子ども園   2 回   140 名 

小学校       9 回   328 名 

中学校      4 回    60 名 

 

(2) ＰＴＡ研修会 

  ＰＴＡ活動の充実を図るため、また、ＰＴＡ活動の効率化や個人情報保護等について学ぶ機会

を提供するため、区立幼稚園ＰＴＡ連合会、区立小学校ＰＴＡ連合会、区立中学校ＰＴＡ協議会

との共催で、ＰＴＡ役員や委員等を対象とした研修会を開催しています。 

  また、各ＰＴＡの規約改正等が適切に行われることで、ＰＴＡ活動の効率化がなされるよう、

各ＰＴＡの要望にあわせて専門家講師を派遣しました（令和 5年度 4回実施）。 
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校名 実施日 テーマ 参加者数 

愛 日 小 学 校 2月 10日(土) 保護者・学校・地域で考える 
子どもが求めるあなたのたった「一言」 35 

鶴 巻 小 学 校 1月 21日(日) 「カレー作りゲーム」に挑戦しよう！ 
～お小遣いが上手に使えるようになる３つの秘伝～ 

35 

戸塚第一小学校 11月11日(土) 
かたい身体のストレッチ教室(祖父母さんも可！) 
～忙しいなら生活動作に運動を散りばめよう！～ 40 

戸塚第三小学校 2月 3日(土) 親子でヨガ ～カラダとココロを元気に～ 32 

落合第一小学校 3月15日(金) 子育てと時間栄養学 24 

落合第四小学校 10月21日(土) 小学生のうちに教えておきたいお金との付き合い方 20 

淀橋第四小学校 9月 9日(土) 親子で学ぶ コオーディネーショントレーニング 42 

西 新 宿 小学 校 11月18日(土) 親子で取り組む子どもの姿勢ケア 43 

【中学校】 

校名 実施日 テーマ 参加者数 

牛込第三中学校 2月24日(土) 
「ウチ」と「ソト」の功罪-ソーシャルワークの視点で
子育ち・子育てを考える- 16 

西早稲田中学校 7月8日(土) 書家に学ぶ～美文字講座～ 11 

新 宿 中 学 校 10月14日(土) 成長期の子どもとの対話力向上講座 
～笑顔で絆を深めるコツ～ 

21 

新 宿 養 護学 校 12月12日(火) 障害のある子を持つ親が知っておきたいお金の話 12 

実施回数 25 回  延べ参加者数 1,022 名 

【内訳】                           

私立幼稚園    1 回    80 名 

区立幼稚園    9 回   414 名 

区立子ども園   2 回   140 名 

小学校       9 回   328 名 

中学校      4 回    60 名 

 

(2) ＰＴＡ研修会 

  ＰＴＡ活動の充実を図るため、また、ＰＴＡ活動の効率化や個人情報保護等について学ぶ機会

を提供するため、区立幼稚園ＰＴＡ連合会、区立小学校ＰＴＡ連合会、区立中学校ＰＴＡ協議会

との共催で、ＰＴＡ役員や委員等を対象とした研修会を開催しています。 

  また、各ＰＴＡの規約改正等が適切に行われることで、ＰＴＡ活動の効率化がなされるよう、

各ＰＴＡの要望にあわせて専門家講師を派遣しました（令和 5年度 4回実施）。 
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令和 5年度ＰＴＡ研修会実績 

対象 研修名 開催日／ 
配信期間 会場 

 参加者数／ 
延べ視聴
者数 

内容 

幼稚園 
ＰＴＡ 

幼稚園 
ＰＴＡ 
研修会 

7月12日(水) 教育センター 13 
ＰＴＡ間での円滑なコミュニ
ケーションの取り方と上手な
話し方講座 

小学校 
ＰＴＡ 

全体 
研修会 

8月2日(水) Zoom配信 40 
これからのＰＴＡ活動につい
て考えてみよう 

8月25日(金) 
～10月31日(火) YouTube配信 46 

広報委員 
研修会 

8月4日(金) 
～10月5日(木） YouTube配信 99 

ＰＴＡ広報における個人情報
の取り扱い 

校外安全委
員研修会 

7月5日(水) 
～9月15日(金） YouTube配信 160 

みんなで育む！子どもたちの
安全と安心のために 

学年・学級 
代表委員 
研修会 

8月4日(金) 
～10月5日(木) YouTube配信 119 

多様性に配慮したＰＴＡ活動
の展開 

中学校 
ＰＴＡ 

中学校 
ＰＴＡ 
研修会 

6月20日(火) 教育センター 20 学校とＰＴＡの連携 

中学校 
ＰＴＡ 
研修会 

12月4日(月) 教育センター 31 
不登校生徒を抱える保護者の
ための研修会 

幼小中 
合同 
ＰＴＡ 
研修会 

全体会 

10月27日(金) Zoom配信 23 

ＰＴＡのオンライン化 11月20日(月) 
～令和6年1月 

31日(水) 
YouTube配信 61 

実施回数 8 回  延べ参加人数 612 名 

【内訳】             

幼稚園    1 回    13 名 

小学校     4 回  464 名 

中学校    2 回    51 名 

幼小中合同   1 回   84 名 

 

 (3) 地域との連携による家庭教育支援 

  新宿区では、幼稚園ＰＴＡ連合会、小学校ＰＴＡ連合会、中学校ＰＴＡ協議会が、主体的に子

どもの健全育成活動に取り組んでいます。また、各単位ＰＴＡでも独自の活動を実施しています。

このような活動を継続的な取組としていくためには、地域との連携が不可欠です。 

  教育委員会では、ＰＴＡへの委託事業等を通して、ＰＴＡが地域と連携し、地域の実情に応じ

た活動を展開できるよう支援しています。 
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令和 5年度地域との連携による家庭教育支援事業 

事業名 概  要 規 模 等 

ゆめじぎょう 

区立小学校児童に最高峰のスポーツや文化に接す

る機会を与え、その体験を通じて児童たちの夢や

希望を育み、健全に育成することを目的とする。 

令和5年12月24日(日)に四谷区

民ホールにて、早稲田大学交響

楽団を迎えクラシックコンサー

トを実施 

単位ＰＴＡ事業 

地域の実情に応じた家庭教育支援事業の実施をＰ

ＴＡに委託し、学校と地域が連携して効果的かつ

効率的に児童とその保護者のニーズに応じた活動

を展開することにより、地域全体における家庭の

教育力の充実を図る。 

21校21事業 

 

 (4) 子ども安全ボランティア活動の推進 

  子どもの安全確保についても学校、家庭、地域のきめ細やかな連携が不可欠です。地域ぐるみ

の安全体制の整備のために、各地区での活動支援に取り組んでいます。 

  各小学校にて地域を交えた防犯パトロール活動を展開しています。教育委員会は防犯グッズの

支給等による支援をすることで活動を推進しています。また、幼稚園ＰＴＡ連合会、中学校ＰＴ

Ａ協議会とも連携し、防犯グッズの支給を行っています。 

  それぞれの活動には、地区青少年育成委員会・地区協議会等地域の方をはじめ、学校や特別出

張所・社会福祉協議会・企業・警察署なども協力・参加し、地域ぐるみの安全体制の整備を進め

ています。 
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令和 5年度地域との連携による家庭教育支援事業 

事業名 概  要 規 模 等 

ゆめじぎょう 

区立小学校児童に最高峰のスポーツや文化に接す

る機会を与え、その体験を通じて児童たちの夢や

希望を育み、健全に育成することを目的とする。 

令和5年12月24日(日)に四谷区

民ホールにて、早稲田大学交響

楽団を迎えクラシックコンサー

トを実施 

単位ＰＴＡ事業 

地域の実情に応じた家庭教育支援事業の実施をＰ

ＴＡに委託し、学校と地域が連携して効果的かつ

効率的に児童とその保護者のニーズに応じた活動

を展開することにより、地域全体における家庭の

教育力の充実を図る。 

21校21事業 

 

 (4) 子ども安全ボランティア活動の推進 

  子どもの安全確保についても学校、家庭、地域のきめ細やかな連携が不可欠です。地域ぐるみ

の安全体制の整備のために、各地区での活動支援に取り組んでいます。 

  各小学校にて地域を交えた防犯パトロール活動を展開しています。教育委員会は防犯グッズの

支給等による支援をすることで活動を推進しています。また、幼稚園ＰＴＡ連合会、中学校ＰＴ

Ａ協議会とも連携し、防犯グッズの支給を行っています。 

  それぞれの活動には、地区青少年育成委員会・地区協議会等地域の方をはじめ、学校や特別出

張所・社会福祉協議会・企業・警察署なども協力・参加し、地域ぐるみの安全体制の整備を進め

ています。 

― 116 ―

 

 － 117 －    

第 2  文化財の保護保存 

 文化財保護法の第 1条には、「この法律は、文化財を保存し、且つ、その活用を図り、もって国民の

文化的向上に資するとともに、世界文化の進歩に貢献することを目的とする。」とされています。また、

第 2条で文化財の定義がなされ、さらに第 182 条第 2項では地方公共団体の事務として国の文化財（史

跡・名勝・天然記念物を含む）以外の文化財で当該地方公共団体の区域内に存するもののうち重要な

ものを指定して、その保存及び活用のための必要な措置を講ずることができると規定されています。

この法律に基づき昭和 58 年に新宿区文化財保護条例が制定されました。 

 文化財は先人の長い歴史の間に育まれてきた遺産です。これらを現在から未来に生きる人々へ確実

に引き継ぎ、身近な郷土をより一層理解できるよう、保護保存と公開、普及に努めています。 

 また、これらの文化財の保護・活用事業を、区民等の参画を得て実施するため、平成 18 年度から文

化財協力員制度を開始しています。令和5年度には22名の文化財協力員が登録し、活動を行いました。 

 なお、文化財の保護保存に係る事業は、平成 19 年度までは教育委員会が所管し、平成 20 年度から

地域文化部が、平成 28 年度からは文化観光産業部が補助執行しています。 

 

 1  文化財の指定・登録と保護保存 

(1) 文化財保護審議会の運営 

  文化財保護審議会は、新宿区文化財保護条例（昭和 58 年 4 月 1 日施行）に基づいて設置（条例

第 23 条）された機関です。 

  区指定文化財の指定及びその指定の解除、区登録文化財の登録及びその登録の解除、その他教

育委員会が必要と認める事項について教育委員会の諮問に応じて調査審議し、答申し、又は意見

を述べます。 

  これまで文化財保護審議会に諮問した物件は 1,217 件で、調査審議され答申された物件は 498

件（令和 6年 3 月末現在）です。 

  このように、区文化財として指定又は登録する場合は、事前に新宿区文化財保護審議会に諮り、

教育委員会で決定することになっています。また、文化財の保護及び活用のため必要な措置を講

じ、区民の文化の向上及び郷土の発展に貢献しています。 

 

設 置  昭和 58 年 8 月 

組 織  定数 10 名（現員 10 名） 

任 期  2 年 

[令和 5年度実績]  審議会開催数 2 回 

           答申件数   0 件 
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新宿区文化財保護審議会委員（第21期・令和 5年 12月 1日から令和7年 11 月 30 日まで）（50音順） 

役 職 氏  名 専  門 

会   長 稲 木 吉 一 美術史学・彫刻史 

副 会 長 田 沢 裕 賀 美術史学・絵画史 

委   員 遠 藤 廣 昭 歴史学・仏教史 

〃 小 野 良 平 造園学・名勝 

〃 國   雄 行 歴史学・近代史 

〃 関 沢 まゆみ 民俗学・生活文化 

〃 谷 川 章 雄 考古学・史跡 

〃 中 谷 礼 仁 建築史学 

〃 西 脇   康 歴史学・近世史 

〃 茂 木   栄 民俗学・民俗芸能 

 

(2) 文化財調査員の活動 

  文化財の保存、活用についての基礎的調査（規則第 30 条、設置要綱）をしています。 

設 置  昭和 58 年 8 月 

組 織  定数 10 名（現員 10 名） 

任 期  2 年 

[令和 5年度実績]  調査員会議開催数 4 回 

           調査件数      6 件 

 

新宿区文化財調査員（第 21 期・令和 5年 10 月 1 日から令和 7年 9 月 30 日まで）     （50 音順） 

役 職 氏  名 専  門 

議 長 廣 瀬 良 文 歴史学・仏教史 

副 議 長 大 木 真 徳 社会教育学・博物館学                                                                                                   

調 査 員 石 神 裕 之 考古学・歴史考古学 

〃 井 上 裕 一 考古学 

〃 及 川 将 基 歴史学・近代史 

〃 及 川 祥 平 民俗学 

〃 加 藤 弘 子 美術史学・絵画史 

〃 小 林 裕 子 美術史学・彫刻史 

〃 関 根   仁 歴史学・近代史 

〃 山 岸 吉 弘 建築史学 
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[令和 5年度実績]  調査員会議開催数 4 回 

           調査件数      6 件 

 

新宿区文化財調査員（第 21 期・令和 5年 10 月 1 日から令和 7年 9 月 30 日まで）     （50 音順） 

役 職 氏  名 専  門 

議 長 廣 瀬 良 文 歴史学・仏教史 
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調 査 員 石 神 裕 之 考古学・歴史考古学 

〃 井 上 裕 一 考古学 

〃 及 川 将 基 歴史学・近代史 

〃 及 川 祥 平 民俗学 

〃 加 藤 弘 子 美術史学・絵画史 

〃 小 林 裕 子 美術史学・彫刻史 
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(3) 新宿区指定文化財及び登録文化財 

  教育委員会は、文化財のうち特に重要なもの（条例第 5 条指定）並びに特に保存する必要があ

ると認めるもの（条例第 7条登録）を所有者等の同意を得て、区文化財として指定・登録を行い、

保護保存に努めています。 

  文化財として指定や登録を受けると所有者等は当該文化財を適切に管理し、その保護に努める

管理義務（条例第 9 条）が生じます。したがって、その現状変更又はその保存に影響を及ぼす行

為をしようとする場合は、あらかじめ教育委員会と協議又は届け出をしなければなりません（条

例第 10 条）。また、文化財を区民等に公開する義務が生じます。 

  新宿区は、指定文化財の保存に要する経費について、奨励金（毎年、建造物及び無形文化財並

びに無形民俗文化財は 1 件 30,000 円、その他は 1 件 10,000 円）を、指定及び登録文化財の保存

又は修理に要する経費について、その所有者等に対して予算の範囲内で補助金（当該事業に係る

経費の 2 分の 1 の額が限度、無形文化財等の公開事業に関しては経費の 2 分の 1 を限度として年

度内 30 万円まで）を交付しています（令和 6年 3 月末現在の指定文化財は 131 件、登録文化財は

55 件）。 

 

(4) 新宿区地域文化財 

  平成 23 年 4 月 1 日付で、新宿区文化財保護条例の一部を改正し、新たに新宿区地域文化財制度

が創設されました。 

  教育委員会は、文化財のうち地域において守られてきたもので、地域の歴史を継承するために

保存する必要があると認めるものを、その所有者等の同意を得て、区地域文化財として認定を行

い保護保存に努めています（条例第 17 条認定）。 

  地域文化財を適切に管理し、保護に努める管理義務（条例第 19 条）については、指定・登録文

化財と同様ですが、地域文化財については現状変更又はその保存に影響を及ぼす行為をしようと

する場合については、教育委員会からの照会及び助言・指導条項のみで（条例第 20・21 条）、協

議や届け出義務はなく、ゆるやかな規制となっています。なお、地域文化財には補助金等の交付

規定はありません（令和 6年 3 月末現在の地域文化財は 47 件）。 
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  2  埋蔵文化財の保護保存 

  埋蔵文化財とは、地下に埋もれている文化財のことです。地中に存在するため、その内容は捉え

難く、一度壊してしまうと二度と元に戻りません。区では、この大地に刻まれた歴史を次世代に伝

えるために、開発にあたり文化財保護法及び新宿区埋蔵文化財取扱要綱に基づき協力を求めていま

す。 

  令和 5 年度の埋蔵文化財包蔵地照会件数は 5,089 件、試掘調査は 17 件、立会調査は 27 件を実施

しました。本調査では、新たに 3件が開始されました。 

  このうち、四谷二丁目遺跡 4 次調査は江戸時代の四谷伝馬町新一丁目に該当し、多数の地下室、

井戸のほか礎石建物跡が検出され、かつての四谷大通（現 新宿通り）に面する繁華な町屋の様子が

窺えます。また、北新宿二丁目遺跡 8次調査では、旧石器時代の礫群、縄文時代の陥し穴、3軒の弥

生時代の住居跡が発掘されました。北新宿二丁目遺跡ではこれまで大久保通り南側で 127 軒の住居

跡が確認されていますが、8次調査地点の位置する大久保通り北側では初の発見で同集落の広がりを

考える上で貴重な成果が得られました。 

  なお、前年度から発掘調査が行われていた市谷本村町遺跡 7 次調査では、本年度調査が進み尾張

徳川家上屋敷の奥向、「長局」に関わる建物跡や大規模な門跡、そしてこれらを囲うよう縦横に走る

石組みの下水溝が確認されています。 

 

 

［埋蔵文化財保護事業概要］ 

区   分 令和 4年度 令和 5年度 

（1）区内で確認されている遺跡数 149 件 149 件 

（2）埋蔵文化財有無照会件数 

  （工事予定地内に遺跡があるか等の相談件数） 
5,617 件 5,089 件 

（3）埋蔵文化財試掘調査件数 

  （遺跡の有無等を確認のための試掘件数） 
24 件 17 件 

（4）埋蔵文化財立会調査件数 

  （遺跡確認のため工事中に行った立会調査件数） 
32 件 27 件 

（5）埋蔵文化財本調査件数 18 件 17 件 

内訳 

・新規に開始された 92 条に基づく本調査件数 

・新規に開始された 99 条に基づく本調査件数 

・前年度より継続の本調査件数 

6 件 

0 件 

12 件 

3 件 

0 件 

14 件 

（6）発掘調査報告書の刊行 6 件 4 件 

（7）文化財保存事業費補助金事業による調査件数 

  ・区内遺跡発掘調査等（個人住宅・個人事業の試掘等） 

  ・埋蔵文化財保存活用整備事業（出土品の再整理） 

 

3 件 

1 件 

 

4 件 

1 件 

（8）埋蔵文化財の展示公開 

  ・現地説明会等 

  ・遺跡展等 

 

0 件 

0 件 

 

0 件 

0 件 
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  2  埋蔵文化財の保護保存 
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徳川家上屋敷の奥向、「長局」に関わる建物跡や大規模な門跡、そしてこれらを囲うよう縦横に走る

石組みの下水溝が確認されています。 
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  ・遺跡展等 

 

0 件 

0 件 

 

0 件 
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 3  新宿歴史博物館 

  博物館法にのっとった生涯学習の場であり、設置の目的にそって、それぞれの分野における資料

の収集・整理保管、調査研究及び普及活動の機能を持っている施設です。新宿歴史博物館は、郷土

資料の収集保存、調査研究、公開をし、区民の精神的、文化的創造力を育む場となるよう、さらに

は、地域の歴史と文化を守りこれを正しく継承し、より高い文化を育成する施設として建設されま

した。“新宿歴史博物館”の名称は、親しみのもてる施設となるよう区民の皆さんから募集して決め

たものです。 

  なお、平成 18 年度から指定管理者制度を導入しており、平成 22 年度から公益財団法人新宿未来

創造財団が管理運営を代行しています。 

(1) 建物概要 

所 在 地 新宿区四谷三栄町 12－16  電話 (3359)2131 

敷地面積 2,957.18 ㎡   

構 造 等 鉄筋コンクリート造・一部鉄骨鉄筋コンクリート造、地上 3階、地下 2階 

規 模 建築面積 1,531.15㎡  

 延床面積 3,845.66㎡  

内 訳 3 階 245.48 ㎡ 積層書庫・機械室等 

 2 階 938.03 ㎡ 講堂・図書閲覧室・会議室・ホワイエ・重要資料収蔵

庫 1・重要資料収蔵庫 2・積層書庫・事務室等 

 1 階 581.82 ㎡ エントランスホール・受付・荷解室・警備員室等 

 地下 1 階 1,469.16㎡ 常設展示室・企画展示室・休憩コーナー・ホワイエ・

特別収蔵庫等 

 地下 2 階 611.17 ㎡ 一般収蔵庫・中央監視室・機械室等 

 

(2) 事業内容 

・新宿区に関する郷土資料（実物資料、写真・映像資料等）の収集、保管、調査、研究 

・収蔵資料の適正管理及び活用 

・常設展、特別展・所蔵資料展の開催 

・区内小中学校への資料貸出及び展示見学等、学校連携事業の実施 

・新宿の歴史文化に関する講座、講演会、史跡めぐり等の開催 

・新宿の歴史文化に関する刊行物の発行 

・文化財の活用 

・「ミニ博物館」の支援 

・新宿歴史博物館の管理運営 

・林芙美子記念館の管理運営及び展示等に関すること 

・講堂の一般貸出 

・地域及び他の博物館・美術館等との連携 

 

― 121 ―



 

 － 122 －    

(3) 利用案内 

開館時間 午前 9時 30 分から午後 5時 30 分まで。ただし入館は午後 5時まで。 

休 館 日 毎月第 2・第 4月曜日、ただし月曜日が休日の場合は、直後の平日。 

年末・年始（12 月 29 日～1 月 3 日）。このほか資料燻蒸のため、臨時休館す

る場合があります。 

観 覧 料 常設展 (1 人 1 回につき) 個人一般 300 円 小・中学生 100 円 

  〃 団体(20人以上) 150 円 〃 50 円 

 ※小・中学生及び 20 人以上の中学生以下の者を引率する方は、下記の学校休

業日については観覧料が免除されます。 

1．土曜日・日曜日    2．国民の祝日（振替休日を含む） 

3．都民の日（10 月 1 日） 4．区立小・中学校の夏季・冬季・春季休業日 

 ※次の方は、手帳を受付にご提示いただくと観覧料が無料になります。 

 1. 身体障害者手帳の交付を受けた方（15 歳未満の者につき、その保護者

が身体障害者手帳の交付を受けた場合においては、当該 15 歳未満の者） 

 2. 東京都の愛の手帳の交付を受けた方 

 3. 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた方 

 特別展 展示内容によって別に料金を定めます。 

※閲覧室等の利用は無料です。 
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新宿歴史博物館入館者数 

区分 令和 4年度 令和 5年度 前年対比 

入館者数 (名) 68,190 67,775 -415 99% 

内訳 
大人 (名) 61,751 61,698 -53 100% 

小・中学生 (名) 6,439 6,077 -362 94% 

開館日数 (日) 333 329 -4 99% 

1 日平均入館者 (名) 204.8 206 1 101% 

 

内訳 

有 

料 

有料入館者数 (名) 13,316 14,411 1,095 108% 

常設展示 
大人 (名) 10,805 12,524 1,719 116% 

小・中学生 (名) 177 280 103 158% 

特別展示 
大人 (名) 2,334 1,607 -727 69% 

小・中学生 (名) 0 0 0 0% 

無 

料 

無料入館者数 (名) 54,874 53,364 -1,510 97% 

内訳 
大人 (名) 48,612 47,567 -1,045 98% 

小・中学生 (名) 6,262 5,797 -465 93% 

（再掲 内容別内訳） 

常設展・ 

特別展示 

免除者 

大人 (名) 839 1,536 697 183% 

小・中学生 (名) 3,935 3,347 -588 85% 

障害者 (名) 791 846 55 107% 

友の会 

メンバーズ 

常設展示 (名) 442 417 -25 94% 

特別展示 (名) 185 191 6 103% 

招待者 
常設展示 (名) 387 320 -67 83% 

特別展示 (名) 450 411 -39 91% 

所蔵資料展 (名) 12,328 7,734 -4,594 63% 

ぐるっとパス (名) 1,762 1,792 30 102% 

ミュージアムツアー (名) 97 180 83 186% 

閲覧室 (名) 1,197 1,336 139 112% 

講堂利用者 (名) 10,814 11,830 1,016 109% 

その他 (名) 21,647 23,424 1,777 108% 

※その他は、取材・視察、サンクンガーデン、パネル展等の利用者。 

※令和 4年度は、重要収蔵庫燻蒸作業により令和 4年 12 月 25 日から 12 月 28 日まで臨時休館。 

※令和 5年度は、重要収蔵庫燻蒸作業により令和 6年 3月 4 日から 3月 10 日まで臨時休館。 
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 4  林芙美子記念館 

  平成 2 年度に取得した旧居は、「放浪記」「めし」などの作品で知られる小説家・林芙美子の生前

の住まいで昭和 16 年から昭和 26 年に亡くなるまでこの書斎で執筆活動を続けていました。 

  この旧居を記念館として保存するための整備工事を行い、平成 4年 3 月 21 日開館しました。 

  展示室には、遺族の方から寄贈された林芙美子直筆原稿をはじめ貴重な資料を展示しています。

なお、平成 7年 2 月には新宿区登録史跡に、平成 15 年 7 月には東京都選定歴史的建造物に選定され

ました。 

  平成 18 年度から指定管理者制度を導入しており、平成 22 年度から公益財団法人新宿未来創造財

団が管理運営を代行しています。 

(1) 建物概要 

  所 在 地 新宿区中井 2-20-1  電話 (5996)9207 

  敷地面積 1,750.24 ㎡ 

  建築面積  273.08 ㎡ 

  延床面積  252.61 ㎡ 生活棟  93.99 ㎡・管理事務所 13.03 ㎡ 

  展示棟 102.97 ㎡・便所 13.03 ㎡ 

  石 蔵  19.87 ㎡・倉庫  9.72 ㎡ 

(2) 利用案内 

  開館時間 午前 10 時～午後 4時 30 分（ただし、入館は午後 4時まで） 

  休 館 日 月曜日（月曜日が休日の場合は、直後の平日）・年末年始・臨時休館日 

  入 館 料 大人   150 円（20 人以上の団体は 80 円） 

       小中学生 50 円（    〃    30 円） 

       ※小・中学生及び 20 人以上の中学生以下の者を引率する方は、下記の学校休業日に 

        ついては観覧料が免除されます。 

        1. 土曜日・日曜日  2. 国民の祝日（振替休日を含む） 

        3. 都民の日(10月 1日)  4. 区立小・中学校の夏季・冬季・春季休業 

       ※次の方は、手帳を受付にご提示いただくと観覧料が無料になります。 

        1. 身体障害者手帳の交付を受けた方（15歳未満の者につき、その保護者が身体障害 

          者手帳の交付を受けた場合においては、当該15歳未満の者） 

        2. 東京都の愛の手帳の交付を受けた方 

        3. 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた方 
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林芙美子記念館入館者数 

区分 令和 4年度 令和 5年度 前年対比 

入館者数 (名) 12,254 15,210 2,956 124% 

内訳 
大人 (名) 12,006 15,024 3,018 125% 

小・中学生 (名) 248 186 -62 75% 

開館日数 (日) 308 259 -49 84% 

1 日平均入館者 (名) 39.8 58.7 19 147% 

 

内訳 

有 

料 

有料入館者数 (名) 7,012 7,302 290 104% 

内訳 
大人 (名) 7,004 7,286 282 104% 

小・中学生 (名) 8 16 8 200% 

無 

料 

無料入館者数 (名) 5,242 7,908 2,666 151% 

内訳 
大人 (名) 5,002 7,738 2,736 155% 

小・中学生 (名) 240 170 -70 71% 

（再掲 内容別内訳） 

友の会メンバーズ (名) 550 348 -202 63% 

招待・観覧料免除者 (名) 4,692 7,560 2,868 161% 

※令和 5 年度は、屋根瓦等改修工事により令和 5 年 12 月 12 日から令和 6 年 2 月 13 日まで臨

時休館。 
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Ⅳ 図 書 館 
 

第 1  図書館行政 

 1  施設の概要 

  昭和 24 年に新宿区文化会館(内藤町 87)内に児童向図書室（蔵書 2 千冊）が開設され、昭和 26 年

に区立新宿図書館へと発展しました。図書館法(昭 25、法 118)に基づく区立図書館の第 1 号です。

昭和 35 年の落合分室の開設後、榎町、大久保、中央公園に分室が相次いで開設され、昭和 47 年に

落合分室に代わり中央図書館が開設されるまでは 1 館 4 分室体制で、新宿図書館が中心館の役割を

果たして来ました。 

  昭和 48 年の新宿区基本構想を受けて、図書館の適正配置計画が事業化され、昭和 49 年に榎町分

室が鶴巻図書館に、昭和 54 年に西落合図書館、昭和 55 年に戸山図書館、昭和 57 年に北新宿図書館、

昭和 58 年に中町図書館が相次いで開設され、この整備計画は一段落を迎えます。その後昭和 62 年

の新基本構想の下で図書館の改築と図書館情報システムの開発整備が計画化され、これに基づき中

央公園分室が角筈図書館に、また、大久保分室が大久保図書館にそれぞれ衣替えして発展し、図書館

情報システムも平成元年の角筈図書館への導入を皮切りに順次コンピュータオンラインネットワー

クの整備が進められました。計画の最後の事業として、平成 5 年度から全面改装中であった新宿図

書館が平成 9 年 4 月、名前も四谷図書館と改められ新装開館し、昭和 60 年に開設された区役所内分

室を含む 9館 1 分室体制となりました。区役所内分室は平成 15 年 5 月より区政情報センターと一体

運営となり、当該分室の資料のみの閲覧・貸出業務を行っています。 

  平成 17 年 6 月から、男女共同参画推進センターと図書館情報ネットワーク連携を図り、平成 18

年 4 月からは視聴覚資料も含めての貸出・返却業務を行うことになりました。また、10 月には新宿

歴史博物館とも図書館情報ネットワーク連携を図り、所蔵資料検索ができるようになりました。平

成 18 年 5 月には中央図書館児童室の改装と機能を拡充した、「こども図書館」を開設しました。平

成 21 年 2 月からはＩＣタグシステムを導入し、利用者サービスの向上を図っています。平成 21 年

度から 23 年度にかけて、すべての地域図書館に指定管理者制度を導入しました。 

  平成 25 年 7 月 20 日、中央図書館及びこども図書館は、新宿区緊急震災対策により、旧戸山中学

校（大久保 3-1-1）に移転しました。 

  中央図書館の建物内の一部を使用していた新宿区医師会及び健康センターの退去に伴い、その空

きスペースを図書館として利用するために、構造補強工事を行いました。工事終了後の平成 28 年 6

月に閲覧席や展示スペース等を新たに設置しました。 

  平成 29 年 3 月 11 日、区内 9 番目の地域図書館として、旧中央図書館の跡地に下落合図書館を開

設しました。 

  平成 30 年度にテーマ別に細分展開する日本十進分類法を新訂 10 版に更新し、時代やニーズの変

化に即した配架を実現しました。平成 28 年 10 月からの四谷図書館に加え、平成 31 年 4 月から 4 館

（鶴巻・北新宿・大久保・下落合図書館）の休館日を月曜から火曜に変更し、原則として年末年始を

除く毎日、いずれかの区立図書館を利用できるようにしました。 
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新宿区立図書館一覧 令和 6年 3月 31 日現在 

名  称 所 在 地 電    話 建物面積 座席数  蔵 書 数  開設年月日 

中央図 書館       大久保 3－1－1 (3364)1421 4,693㎡ 234 席 244,233 冊 昭和 47 年  4月18日 

こども図書館 大久保 3－1－1 (3364)1421 1,080 65 124,753 平成 18 年  5月 5日 

区役所内分室 歌舞伎町 1－4－1 (3209)1111(代) 53 - 5,170 昭和 60 年  1月26日 

四谷図 書館       内藤町 87 (3341)0095 2,351 114 129,202 
昭和 26 年  3月25日 
(改築 平成 9年 4月 10 日) 

鶴巻図 書館       早稲田鶴巻町 521 (3208)2431 654 32 62,372 昭和 49 年  9月 5日 

西落合図書館 西落合 4－13－17 (3954)4373 527 64 48,251 昭和 54 年  4月11日 

戸山図 書館       戸山 2－11－101 (3207)1191 1,121 50 94,687 昭和 55 年  4月26日 

北新宿図書館 北新宿 3－20－2 (3365)4755 593 67 75,160 昭和 57 年  4月 1日 

中町図 書館       中町 25 (3267)3121 515 25 69,584 昭和 58 年 10月 1日 

角筈図 書館       西新宿 4－33－7 (5371)0010 1,042 35 79,431 平成元年  9月 5日 

大久保図書館 大久保 2－12－7 (3209)3812 730 51 70,190 平成 6 年  5月 6日 

下落合図書館 下落合 1－9－8 (3368)6100 1,091 57 81,293 平成 29 年  3月11日 

計 ― ― 14,450 794 1,084,326 ― 

 

 

 2  図書館の機能 

  生涯学習社会と高度情報化の進展の中で、住民の生涯学習に対する関心と意欲が高まっています。

公共図書館は、こうした人々の主体的な自己学習を支援する「地域における生涯学習のための中核

的施設」です。公共図書館の役割は、住民の知的自由を支え、その知る権利を保障することであり、

そのために広範な資料・情報を収集し、整理し、保存して、利用者のあらゆる要求に対して資料・情

報の提供をもって応えていくことが基本的・本質的な機能です。この資料の提供は、貸出サービスと

レファレンス(調べ方案内)サービスに具体化されますが、資料の中には単に図書資料に限らず、視

聴覚資料や電磁的記録（図書館法第 3 条）等も含み、また、サービスの対象は、乳幼児から大人ま

で、障害者も外国人も、地域に住むすべての人に性・年齢・国籍等による一切の差別も制限もなく、

無料利用の原則の下に開かれているのがサービス機関としての公共図書館の特色です。 

  平成 27 年度に改訂した「新宿区立図書館基本方針」を具体化するために、区立図書館ごとに策定、

公表したサービス計画に基づき、さまざまな事業を実施しています。サービス計画は、新宿区立図書

館基本方針の「区民にやさしい知の拠点」の使命のもと、「Ⅰ 区民に伝える図書館」、「Ⅱ 区民を支

える図書館」、「Ⅲ 区民が集う図書館」、「Ⅳ 子どもの成長を応援する図書館」、「Ⅴ ＩＣＴの利活用

の推進」、「Ⅵ 図書館環境の整備」の 6 つの方針ごとに、各図書館の目標値と重点的な取組を示すも

のです。 

  このサービス計画については、区で策定している実行計画等と整合性を図って策定するとともに、

点検・評価を行い、公表をしています。また、点検・評価をふまえ、次のサービス計画に反映すると

いう事業サイクルを行っています。 

  子ども読書活動の推進については、第六次 新宿区子ども読書活動推進計画（計画期間：令和 6 年

度～令和 9年度）に基づき、全 64 事業を区立学校、子育て支援施設等関係機関とともに推進してい

ます。 

  

― 127 ―



－ 128 － 

 3  指定管理者制度の活用 

  平成 21 年度から地域図書館に導入した指定管理者制度を活用し、民間事業者等の経営ノウハウを

活かした各地域の特色ある図書館サービス事業を展開することにより、利用者満足度の高い図書館

運営を目指しながら、利用者サービスのさらなる拡充を図っています。 

 

導入年度及び指定期間 

年度 指定管理期間 図書館名 

平成 21 年度 平成 21 年 4 月 1 日から平成 26 年 3 月 31 日まで 戸山・北新宿・中町（3館） 

平成 22 年度 平成 22 年 4 月 1 日から平成 26 年 3 月 31 日まで 四谷・角筈・大久保（3館） 

平成 23 年度 平成 23 年 4 月 1 日から平成 26 年 3 月 31 日まで 鶴巻・西落合（2 館） 

平成 26 年度 平成 26 年 4 月 1 日から平成 31 年 3 月 31 日まで 

四谷・鶴巻・西落合・戸山・

北新宿・中町・角筈・大久保

（8 館） 

平成 28 年度 平成 29 年 3 月 11 日から平成 31 年 3 月 31 日まで 下落合（1 館） 

令和元年度 平成 31 年 4 月１日から令和 6 年 3月 31 日まで 

四谷・鶴巻・西落合・戸山・

北新宿・中町・角筈・大久保・

下落合（9 館） 

令和 6 年度 令和 6 年 4月 1 日から令和 11 年 3 月 31 日まで 

四谷・鶴巻・西落合・戸山・

北新宿・中町・角筈・大久保・

下落合（9 館） 

 

  4  図書館運営協議会 

  図書館運営協議会は、図書館の運営及び館のサービスに関して必要な検討を行うため、外部委員

13 名(外に図書館職員 4名)をもって 2 年間の任期で組織されています。 

(1) 図書館運営協議会委員（令和 5・6 年度期） 

役 職 氏  名 現        職 選 任 区 分 

会 長 三 浦 太 郎 明治大学文学部専任教授 学識経験者 

副会長 田 辺 智 子 早稲田大学教育・総合科学学術院准教授 学識経験者 

委 員 糸 賀 雅 児 慶應義塾大学名誉教授 学識経験者 

委 員 安 部 静 香 （公募委員） 公募委員 

委 員 磯 田 もも子 （公募委員） 公募委員 

委 員 菊 田 廣 子 （公募委員） 公募委員 

委 員 小 林 勝 哉 （公募委員） 公募委員 

委 員 中 村 廣 子 新宿区社会教育委員 社会教育委員 
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北新宿・中町・角筈・大久保
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平成 28 年度 平成 29 年 3 月 11 日から平成 31 年 3 月 31 日まで 下落合（1 館） 

令和元年度 平成 31 年 4 月１日から令和 6 年 3月 31 日まで 

四谷・鶴巻・西落合・戸山・

北新宿・中町・角筈・大久保・

下落合（9 館） 

令和 6 年度 令和 6 年 4月 1 日から令和 11 年 3 月 31 日まで 

四谷・鶴巻・西落合・戸山・

北新宿・中町・角筈・大久保・
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  4  図書館運営協議会 

  図書館運営協議会は、図書館の運営及び館のサービスに関して必要な検討を行うため、外部委員

13 名(外に図書館職員 4名)をもって 2 年間の任期で組織されています。 

(1) 図書館運営協議会委員（令和 5・6 年度期） 

役 職 氏  名 現        職 選 任 区 分 

会 長 三 浦 太 郎 明治大学文学部専任教授 学識経験者 

副会長 田 辺 智 子 早稲田大学教育・総合科学学術院准教授 学識経験者 

委 員 糸 賀 雅 児 慶應義塾大学名誉教授 学識経験者 

委 員 安 部 静 香 （公募委員） 公募委員 

委 員 磯 田 もも子 （公募委員） 公募委員 

委 員 菊 田 廣 子 （公募委員） 公募委員 

委 員 小 林 勝 哉 （公募委員） 公募委員 

委 員 中 村 廣 子 新宿区社会教育委員 社会教育委員 
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委 員 石 橋 裕 美 新宿区社会教育委員 社会教育委員 

委 員 今 井 康 之 新宿区障害者団体連絡協議会事務局次長 
障害者団体の推薦

を得た者 

委 員 飯 川 昭 弘 図書館総合展運営委員会委員長 
図書関係団体の推

薦を得た者 

委 員 成 瀬 雅 人 日本書籍出版協会副理事長 
図書関係団体の推

薦を得た者 

委 員 安 田 昭 仁 四谷中学校 校長 

新宿区立小学校長

会又は新宿区立中

学校長会の推薦を

得た者 

※図書館運営協議会は上記の外部委員のほか、図書館職員 4 名を加え、17 名の委員で構成され

ます。 

 

(2) 令和 5年度活動実績 

回 数 開催日 協 議 内 容 

第 1 回 

令和 5 年 

6 月 8 日

（木） 

協議事項 

①新宿区立図書館サービス計画について 

②前回資料の補足について 

報告事項 

①「第五次 新宿区子ども読書活動推進計画」の実績報告 

  （令和 2 年度、3 年度）について 

第 2 回 

令和 5 年 

9 月 15 日

(金) 

協議事項 

①新宿区立図書館の概要 

②「新宿区立図書館サービス計画（案）」について 

③「第五次 新宿区子ども読書活動推進計画」の実績報告（令和 

   ４年度）（案）及び「第六次 新宿区子ども読書活動推進計画」 

    （案）について 

第 3 回 

令和 5 年 

12 月 7 日

(木) 

協議事項 

①次期サービス計画策定について 

②区民優先サービスの導入について 

報告事項 

①「第六次 新宿区子ども読書活動推進計画」の策定状況に 

    ついて 

②令和 5 年度新宿区立図書館を使った調べる学習コンクール 

応募状況等について 

その他 

①図書館運営協議会の視察について 
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視察 

令和 6 年 

2 月 2 日

（金） 

杉並区立中央図書館 

第 4 回 

令和 6 年 

3 月 15 日

(金)  

協議事項 

①次期サービス計画策定について 

報告事項 

①区民優先サービスの導入について（中間報告） 

②「第六次 新宿区子ども読書活動推進計画」の策定について 

③令和５年度「新宿区立図書館を使った調べる学習コンクール」 

全国コンクールの結果について 

④図書館運営協議会の視察について（報告） 

 

 5  子ども読書活動の推進 

  新宿区では、令和 6 年 3 月に「第六次 新宿区子ども読書活動推進計画」（本計画の期間は、令和 6

年度から令和 9 年度）を策定しました。計画に掲げる目標「自ら読書を楽しみ、学び、成長する子ど

もたち」の実現を目指して、家庭、地域、図書館、学校、子育て支援施設が連携しながら、64 の取

組みを進めていきます。 

  区立図書館は今後も地域に密着した読書活動の拠点として、子どもが多くの本と出合う機会を提

供し、学校や関係機関と連携しながら、子どもの読書活動を推進していきます。 

 

(1) 新宿区子ども読書活動推進会議委員（令和 5・6 年度期） 

役 職 氏  名 現    職 区  分 

座 長 
秋 田 喜代美 

（～令和 6 年 1月 31 日） 

学習院大学文学部教授・東京大学名誉教授 学識経験者 

座 長 
野 口 武 悟 

（令和 6年 2 月 1日～） 

専修大学文学部教授 学識経験者 

副座長 小 川 三和子 八洲学園大学非常勤講師 学識経験者 

委 員 
岡 田 知世子 

（～令和 5 年 8月 31 日） 

新宿区立幼稚園ＰＴＡ連合会 副会長Ａ 

会計監査 
地域関係者 

委 員 
島 谷   順 

（令和 5年 9 月 1日～） 
新宿区立幼稚園ＰＴＡ連合会 副会長Ａ 地域関係者 

委 員 鈴 木 貴 之 新宿区立小学校ＰＴＡ連合会 地域関係者 

委 員 
木 本 広 行 

（～令和 5 年 8月 31 日） 
新宿区立中学校ＰＴＡ協議会 地域関係者 

委 員 
平 田 知 子 

（令和 5年 9 月 1日～） 
新宿区立中学校ＰＴＡ協議会 地域関係者 
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(1) 新宿区子ども読書活動推進会議委員（令和 5・6 年度期） 

役 職 氏  名 現    職 区  分 

座 長 
秋 田 喜代美 

（～令和 6 年 1月 31 日） 

学習院大学文学部教授・東京大学名誉教授 学識経験者 

座 長 
野 口 武 悟 

（令和 6年 2 月 1日～） 

専修大学文学部教授 学識経験者 

副座長 小 川 三和子 八洲学園大学非常勤講師 学識経験者 

委 員 
岡 田 知世子 

（～令和 5 年 8月 31 日） 

新宿区立幼稚園ＰＴＡ連合会 副会長Ａ 

会計監査 
地域関係者 

委 員 
島 谷   順 

（令和 5年 9 月 1日～） 
新宿区立幼稚園ＰＴＡ連合会 副会長Ａ 地域関係者 

委 員 鈴 木 貴 之 新宿区立小学校ＰＴＡ連合会 地域関係者 

委 員 
木 本 広 行 

（～令和 5 年 8月 31 日） 
新宿区立中学校ＰＴＡ協議会 地域関係者 

委 員 
平 田 知 子 

（令和 5年 9 月 1日～） 
新宿区立中学校ＰＴＡ協議会 地域関係者 
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委 員 本 橋 百合枝 中央図書館読み聞かせ会 会計監査 地域関係者 

※新宿区子ども読書活動推進会議委員は上記の外部委員のほか、区関係者 4 名が加わります。 

 

(2) 令和 5年度活動実績 

回 数 開催日 内     容 

第 1 回 

令和 5 年 

9 月 29 日

（金） 

・「第五次 新宿区子ども読書活動推進計画」の数値目標の進捗（案）につ

いて 

・「第五次 新宿区子ども読書活動推進計画」の実績報告（令和 4 年度） 

（案）について 

・「第六次 新宿区子ども読書活動推進計画」の策定状況について 

・「電子図書館・電子書籍と子供の読書活動推進に関する実態調査」につ

いて 

第 2 回 

令和 5 年 

12 月 26 日

（火） 

・「第六次 新宿区子ども読書活動推進計画」（素案）等について 

・「絵本でふれあう子育て支援事業」令和 6 年度 0 歳児健診配付絵本の選

定について 

第 3 回 

令和 6 年 

3 月 14 日

（木） 

・「第六次 新宿区子ども読書活動推進計画」について 

・令和５年度「図書館を使った調べる学習コンクール」について 
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 6  新宿区立図書館基本方針 

  新宿区立図書館基本方針は、「区民にやさしい知の拠点」を区立図書館の使命とし、この使命に基

づいて 6 つの方針を掲げています。この方針を達成するために、各区立図書館でサービス計画を定

めて、重点的な取組や、達成状況等を公表しています。 
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 7  新しい中央図書館の検討 

  新宿区及び新宿区教育委員会は、中央図書館の役割や機能を抜本的に見直し、ＩＣＴ社会の進展

等新たな時代に対応した中央図書館を目指し、「新中央図書館等基本計画」を平成 22 年 11月に策定

しました。 

  しかしながら、平成 23 年 3 月 11 日の東日本大震災の発生を受けた「新宿区緊急震災対策」によ

り、中央図書館は旧戸山中学校の校舎を仮施設として移転し、新中央図書館の建設スケジュールは

改めて判断することになりました。この間、都内自治体の中央図書館建替え事例を視察するなど、関

係機関・部署とともに検討を進めました。 

  今後の取組としては、新宿区公共施設等総合管理計画に基づく区有施設マネジメントや社会経済

状況、ＩＣＴの急速な進展等を見据えて総合的に検討していきます。  
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第 2  業務内容 

 1  利用案内 

(1) 開館時間 

図書館名 月曜日～金曜日 土曜日 日曜日・祝日 

中 央  9：00～21：45 

9：00～18：00 

こ ど も  9：00～18：00 

四 谷 ・ 大 久 保  

角 筈 ・ 下 落 合  
9：00～21：45 

鶴 巻 ・ 西 落 合 ・ 戸 山  

北 新 宿 ・ 中 町  
9:00～19:00 9:00～18:00 

区 役 所 内 分 室  8:30～17:00 休館 

 

 

(2) 休館日 

ア 月曜日（中央図書館、こども図書館、西落合図書館、戸山図書館、中町図書館、角筈図書館） 

  火曜日（四谷図書館、鶴巻図書館、北新宿図書館、大久保図書館、下落合図書館） 

  ※ただし、月曜日が祝休日と重なる場合は、原則として月曜日が休館日の館は火曜日が休館、 

   火曜日が休館日の館は水曜日が休館となります。 

イ 5･8･11･2 月の第 4 日曜日(角筈図書館) 5･8･11･2 月の第 3 日曜日(四谷・大久保図書館) 

ウ 年末・年始(12 月 29 日～1 月 4日) 

エ 館内整理日(毎月第 2 木曜日は、四谷・角筈・大久保・下落合図書館、毎月第 3 木曜日は、中

央・こども・鶴巻・西落合・戸山・北新宿・中町図書館)。ただし、祝日に重なる場合は翌日

とします。 

オ 特別整理期間(年間 7 日以内) 

※区役所内分室は、土･日曜日と国民の祝日及び休日と年末･年始(12月 29日～1月 3日)とし 

ます。 

 

 2  貸 出 

(1) 利用登録 

ア 個人 ①東京都内在住若しくは②区内在勤・在学者を対象に（※①の方は運転免許証等住所

と本人を確認できるもの、②の方は住所と本人を確認できるものに加えて、区内在勤・

在学を証明できるものを持参して登録）利用者カードを発行します。 

     ※視覚障害者等サービスの利用には別途登録が必要です。また、区内在住・在勤・在学

者に限ります。 

     ※区役所内分室の貸出には、別途登録手続きの上発行する「貸出券」が必要です。 

イ 団体 ①新宿区内に事務所又は事業所を有する法人その他の団体 

      構成員が 10 名以上であることが確認できる名簿を添えた代表者の申請により、利用

者カードを発行します。 
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     ②配本による団体貸出対象団体 

      区立小・中学校、及び区内の幼稚園、子ども園、保育園、児童館、学童クラブ等、子

どもの育成にかかわる団体及び配本サービス事業を実施している病院については、各

代表者の申請により、利用者カードを発行します。 

(2) 貸出点数・期間 

ア 個人   

貸出資料・機材 貸出数量 貸出期間 

図書資料 図書、雑誌、紙芝居、地図等 10 冊以内 

2 週間以内 
図書機材 紙芝居舞台 必要数 

視聴覚資料 
ＣＤ・カセットテープ・レコードあわせて 5 点以内 

ＤＶＤ・ビデオテープあわせて 2 点以内 

視覚障害者 

等用資料 
録音図書、点字刊行物 10 点以内 1 か月以内 

※図書・紙芝居・地図及び図書機材は貸出中のものに予約が入っていない場合に限り、貸出

の翌日から期限日の当日までの手続きにより、手続きのあった日からさらに 2 週間の貸

出期間の延長ができます。延長手続きは、最初の貸出日から 4 週間後の日を限度として

何度でもできます。ただし、雑誌・視聴覚資料・都立図書館等から借り受けた資料は延長

できません。 

※参考調査資料・雑誌最新号・高価本等は貸出できないものもあります。 

※図書資料と視覚障害者等用資料の両方の個人貸出を利用する場合の貸出数量は、合わせ

て 10 冊(点)以内です。 

イ 団体 

① 新宿区内に事務所又は事業所を有する法人その他の団体(構成員が 10 名以上) 

貸出資料・機材 貸出数量 貸出期間 

図書資料 図書、雑誌、紙芝居、地図等 100冊以内 
1 ヶ月以内 

図書機材 紙芝居舞台 必要数 

視聴覚資料 
16 ミリ映画フィルム(※1、※2) 必要数 

3 日以内 

ＤＶＤ 5 点以内 

視聴覚機材 

16 ミリ発声映写機(※1) 1 台 

ＤＶＤプレーヤー 1 台 

プロジェクター 1 台 

その他の機材 必要数 

※1 16 ミリ発声映写機操作講習の修了者のいる団体が対象です。 

※2 16 ミリ発声映写機検定証明書の交付を受けた映写機の使用が必要です。 

② 配本車による団体貸出対象団体 

  こども図書館が配本サービス事業を実施している区内の小・中学校、幼稚園、子ども園、保

育園、児童館、区学童クラブ等子どもの育成にかかわる団体及び病院については、図書資料の

貸出数量及び貸出期間は 150 冊以内、2 ヶ月以内、図書機材の貸出期間は 2 ヶ月以内です。 
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(3) 予約サービス 

ア 区内図書館の所蔵資料は、窓口・電話・WebOPAC 及び館内 OPAC から予約できます。 

イ 希望する資料が貸出中の場合は返却され受取館に用意でき次第、連絡します。 

ウ 希望する資料が未所蔵の場合は都立図書館等からの借り受け、都内他区市図書館からの相互

貸借により提供するほか、新たに購入して提供する場合があります。 

 3  レファレンスサービス 

ア 読書や図書館利用その他の相談・参考質問等を受けて図書館の資料情報を提供し、利用者の

課題解決や調査活動の支援等を行います。（電話でも対応） 

イ パソコン・スマートフォン・携帯電話から蔵書情報の検索が可能です。また、利用者パソコン

では、調査研究のために必要なホームページや商用データベースの閲覧ができます。 

 

 4  複写サービス 

  調査研究のために必要がある時は、著作権法の範囲内等で、図書館資料の一部のコピーが可能で

す。(有料) 

 

 5  利用者用パソコン  

  調査研究のために必要なホームページや商用データベースの閲覧が可能です。（1 回 30 分まで）

（音楽 CD や DVD の鑑賞及び画面のプリントは不可。）中央図書館では、国立国会図書館デジタル化

資料及び歴史的音源の利用が可能です。 

 

 6  パソコン利用席・公衆無線 LAN 

  中央・四谷・西落合・角筈・下落合図書館に、利用者自身のパソコンを持ち込んで利用できる席

（パソコン用電源あり）を設置しています。また、全館で館内所定のアクセスポイントからインター

ネットに接続可能です。 

 

 7  児童サービス 

(1) 啓発事業 

ア 新刊リスト 

  幅広い年齢層に対して推薦図書を紹介できるように、ひらがな・漢字等の難易度を 4種類に

わけた「クローバー（小学生向け）」と「Clover（中学生向け）」を作成しています。 

イ このほんしってる？ 

  新宿区立図書館ホームページのコンテンツである「こどもページ」内で、子どもたちの読書

意欲を高める本を紹介しています。 

 

(2) 読書活動の支援（集会・行事サービス） 

  演劇会・人形劇会、映画会、おはなし会、工作会等の各種集会・行事を実施しています。 

 

― 136 ―



－ 136 － 

 

(3) 予約サービス 

ア 区内図書館の所蔵資料は、窓口・電話・WebOPAC 及び館内 OPAC から予約できます。 

イ 希望する資料が貸出中の場合は返却され受取館に用意でき次第、連絡します。 

ウ 希望する資料が未所蔵の場合は都立図書館等からの借り受け、都内他区市図書館からの相互

貸借により提供するほか、新たに購入して提供する場合があります。 

 3  レファレンスサービス 

ア 読書や図書館利用その他の相談・参考質問等を受けて図書館の資料情報を提供し、利用者の

課題解決や調査活動の支援等を行います。（電話でも対応） 

イ パソコン・スマートフォン・携帯電話から蔵書情報の検索が可能です。また、利用者パソコン

では、調査研究のために必要なホームページや商用データベースの閲覧ができます。 

 

 4  複写サービス 

  調査研究のために必要がある時は、著作権法の範囲内等で、図書館資料の一部のコピーが可能で

す。(有料) 

 

 5  利用者用パソコン  

  調査研究のために必要なホームページや商用データベースの閲覧が可能です。（1 回 30 分まで）

（音楽 CD や DVD の鑑賞及び画面のプリントは不可。）中央図書館では、国立国会図書館デジタル化

資料及び歴史的音源の利用が可能です。 

 

 6  パソコン利用席・公衆無線 LAN 

  中央・四谷・西落合・角筈・下落合図書館に、利用者自身のパソコンを持ち込んで利用できる席

（パソコン用電源あり）を設置しています。また、全館で館内所定のアクセスポイントからインター

ネットに接続可能です。 

 

 7  児童サービス 

(1) 啓発事業 

ア 新刊リスト 

  幅広い年齢層に対して推薦図書を紹介できるように、ひらがな・漢字等の難易度を 4種類に

わけた「クローバー（小学生向け）」と「Clover（中学生向け）」を作成しています。 

イ このほんしってる？ 

  新宿区立図書館ホームページのコンテンツである「こどもページ」内で、子どもたちの読書

意欲を高める本を紹介しています。 

 

(2) 読書活動の支援（集会・行事サービス） 

  演劇会・人形劇会、映画会、おはなし会、工作会等の各種集会・行事を実施しています。 

 

― 136 ― － 137 － 

(3) 他の図書館、学校その他教育機関等との相互協力 

ア 団体利用 

  学習活動を目的として、学年・クラス単位で来館する団体を受入れしています。 

イ 図書館見学 

  図書館の案内、利用方法の説明等を来館団体に行っています。 

ウ 学校（施設）訪問 

  学校・施設に出向いて「読み聞かせ」「ブックトーク」等の事業を行っています。 

エ 職場体験学習 

  児童・生徒を対象に図書館のさまざまな仕事を体験できるプログラムを実施しています。 

オ 学習支援 

  学校等からの依頼を受け、調べ学習の資料等を準備し、団体貸出を行っています。 

  なお、こども図書館では学習支援配本の団体貸出や朝読書セットの貸出も実施しています。 

カ 病院サービス 

  区内の 3 病院と協定を結び、入院中の児童向けの図書を選定して各月に団体貸出サービスを

提供しています。（こども図書館のみ） 

  また、出張おはなし会も実施しています。（戸山図書館のみ） 

キ 図書館を使った調べる学習コンクール 

 「図書館を使った調べる学習コンクール」は図書館利用の促進と調べる学習の普及、及び地

域の活性化を促すことを目的として、近年教育現場で求められている「自己解決能力の育成」

を地域の公共図書館として支援していく取組です。 

 新宿区教育委員会が主催する地域コンクールにおける表彰作品のうち、館長賞と優秀賞を 

公益財団法人図書館振興財団が主催する全国コンクールに出品しています。 

 

 8  視聴覚サービス 

  レコード・ＣＤ・ビデオテープ・ＤＶＤ等の視聴覚資料の貸出を実施しています。 

(1) ＣＤ・ＤＶＤ等 

所蔵館一覧               ☆……所蔵   ★……試聴・再生確認可 

図書館名 

資 料 
中 央 四 谷 戸 山 角 筈 大久保 下落合 

レ コ ー ド ★      

Ｃ Ｄ ★ ★ ☆ ☆ ☆ ☆ 

カ セ ッ ト テ ー プ   ☆    

ビ デ オ テ ー プ ☆ ★     

Ｄ Ｖ Ｄ ☆ ★    ☆ 

※ＣＤ・カセットテープ・ビデオテープ・ＤＶＤについては、所蔵していない館で

も予約扱いで取り寄せ、貸出や返却が可能です。 
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(2) 16ミリ映画フィルム・団体貸出用ＤＶＤ・映写機材等 

  中央図書館では、区内の登録団体に 16 ミリ映画フィルム及び映写機材、団体貸出用ＤＶＤ及び

上映機材を貸出しています。いずれも貸出期間は 3 日間です。なお 16 ミリ映画フィルム及び 16

ミリ発声映写機の貸出は、映写機操作資格者及び 16 ミリ発声映写機検定証明書の交付を受けた映

写機によるものとし、区内の団体に限ります。 

 

 9  障害者サービス 

(1) 視覚障害者等サービス 

  視覚等に障害のある方、活字を読むことが困難な方に、対面朗読や録音図書等の視覚障害者等

用資料の貸出サービスを実施しています。（戸山図書館のみ） 

 

 

(2) 家庭配本サービス 

  各図書館（区役所内分室を除く）では、図書館への来館が困難な身体障害者等を対象に、図書館

職員又は図書館サポーターが資料の配本、受取に伺うことで、希望の資料の自宅までの配本、自宅

からの返本ができるサービスを実施しています。配本は原則月 2 回まで、貸出点数は 1 回につき

本・雑誌（最新号除く）・紙芝居あわせて 10 点、ＣＤ等 5点、ビデオテープ・ＤＶＤはあわせて 2

点までです。 

 

 10 大学図書館との連携 

  新宿区は、区内の大学図書館と区立図書館が相互協力を進め、東京富士大学、目白大学（新宿図書

館）、早稲田大学（教育・総合科学学術院図書施設）、学習院女子大学の 4 大学と図書館連携をするこ

とで合意し、覚書に調印しています。 

 

【利用方法・内容】 

  新宿区に住所を有する満 18 歳以上（東京富士大学、目白大学、学習院女子大学）又は満 20 歳以

上（早稲田大学）の新宿区立図書館の利用登録者で、資料の延滞や紛失がなく、研究テーマ等を持つ

方（学習院女子大学は原則女性のみ）が、年間登録料（各大学により異なり、東京富士大学は無料）

を納めて利用申し込みをすることにより、利用ができます。新宿区立図書館は、大学図書館が求める

区立図書館所蔵の郷土資料・地域資料・行政資料等の貸し出しに応じます。 

  利用できるサービスは次のとおりです。（各大学図書館の規程による） 

① 館内閲覧（閲覧席の利用） 

② 館外貸出（1 回に 5冊まで、期間は 2 週間） 

※早稲田大学（教育・総合科学学術院図書施設）では実施していません。 

③ 所蔵資料利用のためのレファレンス 

④ コンピューターによる検索 

⑤ 複写（有料・著作権法の範囲内） 

※上記の 4大学以外の図書館への紹介状の発行も行っています。 
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(2) 16ミリ映画フィルム・団体貸出用ＤＶＤ・映写機材等 

  中央図書館では、区内の登録団体に 16 ミリ映画フィルム及び映写機材、団体貸出用ＤＶＤ及び

上映機材を貸出しています。いずれも貸出期間は 3 日間です。なお 16 ミリ映画フィルム及び 16

ミリ発声映写機の貸出は、映写機操作資格者及び 16 ミリ発声映写機検定証明書の交付を受けた映

写機によるものとし、区内の団体に限ります。 

 

 9  障害者サービス 

(1) 視覚障害者等サービス 

  視覚等に障害のある方、活字を読むことが困難な方に、対面朗読や録音図書等の視覚障害者等

用資料の貸出サービスを実施しています。（戸山図書館のみ） 

 

 

(2) 家庭配本サービス 

  各図書館（区役所内分室を除く）では、図書館への来館が困難な身体障害者等を対象に、図書館

職員又は図書館サポーターが資料の配本、受取に伺うことで、希望の資料の自宅までの配本、自宅

からの返本ができるサービスを実施しています。配本は原則月 2 回まで、貸出点数は 1 回につき

本・雑誌（最新号除く）・紙芝居あわせて 10 点、ＣＤ等 5点、ビデオテープ・ＤＶＤはあわせて 2

点までです。 

 

 10 大学図書館との連携 

  新宿区は、区内の大学図書館と区立図書館が相互協力を進め、東京富士大学、目白大学（新宿図書

館）、早稲田大学（教育・総合科学学術院図書施設）、学習院女子大学の 4 大学と図書館連携をするこ

とで合意し、覚書に調印しています。 

 

【利用方法・内容】 

  新宿区に住所を有する満 18 歳以上（東京富士大学、目白大学、学習院女子大学）又は満 20 歳以

上（早稲田大学）の新宿区立図書館の利用登録者で、資料の延滞や紛失がなく、研究テーマ等を持つ

方（学習院女子大学は原則女性のみ）が、年間登録料（各大学により異なり、東京富士大学は無料）

を納めて利用申し込みをすることにより、利用ができます。新宿区立図書館は、大学図書館が求める

区立図書館所蔵の郷土資料・地域資料・行政資料等の貸し出しに応じます。 

  利用できるサービスは次のとおりです。（各大学図書館の規程による） 

① 館内閲覧（閲覧席の利用） 

② 館外貸出（1 回に 5冊まで、期間は 2 週間） 

※早稲田大学（教育・総合科学学術院図書施設）では実施していません。 

③ 所蔵資料利用のためのレファレンス 

④ コンピューターによる検索 

⑤ 複写（有料・著作権法の範囲内） 

※上記の 4大学以外の図書館への紹介状の発行も行っています。 
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 11 図書館サポーター制度 

  平成 16年 7 月より、図書館サポーター制度を導入しました。区民が幅広く図書館の活動に参加す

ることを通じて地域に密着した図書館づくりを進め、一層のサービス充実を図っています。 

  活動内容は、家庭配本、資料の修理や整理、書架整理、ＤＶＤ等の検盤、絵本の読み聞かせなどで

す。 

  図書館サポーターが情報交換や作業等に利用できる共有スペースとして、中央図書館 4 階にサポ

ーター準備室を設置しています。 

 

12 集会・行事サービス 

  区立図書館全館で、映画会、講演会等の集会・行事を開催しています。 

(1) 中央図書館における視聴覚行事 

ア 映画のタベ（原則として奇数月の第 3 金曜日 午後 6 時～) (会場：新宿コズミックセンタ

ープラネタリウム、令和 6 年 4 月からは中央図書館 4 階イベントルームで実施) 

イ 水曜上映会（原則として毎月第 2 水曜日 午後 2 時～) (会場：新宿コズミックセンタープ

ラネタリウム、令和 6 年 4 月からは中央図書館 4 階イベントルームで実施) 

ウ 16 ミリ発声映写機検定登録会 

(2) 平和事業 

ア 戦争と平和に関する図書資料等の展示 

イ 平和映画会 

(3) 夏目漱石関連事業 

  区立図書館では、平成 29 年 9月の漱石山房記念館の開館以降、区民や多くの漱石ファンにとっ

て繰り返し訪れていただけるような魅力的な記念館のＰＲをするとともに、漱石の作品により親

しんでもらえるようイベントを開催しています。 

 

13 司書（補）講習・インターンシップ研修 

  図書館司書（補）資格取得及びインターンシップ研修等のため一定期間実習生を受入れます。 

 

14 図書館資料のリサイクル 

  各館に「図書館資料のリサイクルコーナー」を設置し、図書館資料のリサイクルを実施していま

す。 

 

15 ビジネス情報支援相談会 

  中央図書館では、ビジネス情報支援相談会を原則隔月第 3 土曜日に無料で開催し、中小企業診断

士が希望者からの起業や経営についての相談を受けています。 

  原則毎月第 4 水曜日には角筈図書館でも開催しています。 

 

16 会議室の利用 

  図書館事業と関連のある会議・研究会及び催物、区内の社会教育関係団体等の会議・講習会及び催
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物などに利用できます。中央図書館は 80 席、鶴巻図書館と西落合図書館はそれぞれ 20 席、四谷図

書館は 16 席あります。 

 

17 展示コーナーの活用 

  図書館事業に関連のある団体等に対し、情報発信や学習活動の成果発表等の場と機会を提供する

ことを目的に、中央図書館 2 階に展示コーナーを設置しています。 

  利用期間は 30 日以内とし、展示する 7 日前までに利用申込書を館長あてに提出し、承認を受け

る必要があります。 

 

18 新宿区立中央図書館旧校庭の暫定活用（そらとだいちの図書館）ボランティア 

  中央図書館のにぎわい創出や、地域のゆるやかな繋がりづくりを目的とする旧校庭の暫定活用

（そらとだいちの図書館）の企画・運営に携わるボランティアを令和 2 年 12 月に募集し、令和 3

年 2 月から活動を開始しました。 

  現在は、菜園活動のほか、ひろばオープンデイやボランティアオリエンテーション、さまざまな

団体とのイベント等を開催しています。 
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物などに利用できます。中央図書館は 80 席、鶴巻図書館と西落合図書館はそれぞれ 20 席、四谷図

書館は 16 席あります。 

 

17 展示コーナーの活用 

  図書館事業に関連のある団体等に対し、情報発信や学習活動の成果発表等の場と機会を提供する

ことを目的に、中央図書館 2 階に展示コーナーを設置しています。 

  利用期間は 30 日以内とし、展示する 7 日前までに利用申込書を館長あてに提出し、承認を受け

る必要があります。 

 

18 新宿区立中央図書館旧校庭の暫定活用（そらとだいちの図書館）ボランティア 

  中央図書館のにぎわい創出や、地域のゆるやかな繋がりづくりを目的とする旧校庭の暫定活用

（そらとだいちの図書館）の企画・運営に携わるボランティアを令和 2 年 12 月に募集し、令和 3

年 2 月から活動を開始しました。 

  現在は、菜園活動のほか、ひろばオープンデイやボランティアオリエンテーション、さまざまな

団体とのイベント等を開催しています。 
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第 3  主な事業実績 

 

※1 こども図書館の来館者数は、中央図書館に含む。区役所内分室の来館者数は、実績があるが統計を取っていない。 

そのため、1日あたりの来館者数の分母は、こども図書館及び区役所内分室を除く開館日数（C）とする。 

※2 図書資料（雑誌含む）、視聴覚資料（個人貸出）の合計数。視聴覚資料（団体貸出）を除く。 

※3 図書資料（雑誌含む）、視聴覚資料（個人貸出）の合計数。相互貸借（他自治体より借受し、貸出）分も含む。 

※4 図書等資料費は各年度決算額。（区役所内分室の資料費を除く。） 

 

単位 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

人 346,425 347,570 344,577 340,877 346,313

日 3,442 3,406 3,006 3,429 3,433

日 2,911 2,875 2,508 2,896 2,900

人 1,956,961 1,989,091 1,264,941 1,615,464 1,617,803

点 1,118,756 1,139,812 1,158,643 1,171,275 1,183,000

人 93,326 98,436 86,783 78,747 95,218

人 63,360 65,678 59,010 54,630 65,444

点 2,821,364 2,802,080 2,274,013 2,953,125 2,773,257

円 142,305,253 144,042,656 144,489,532 144,857,841 144,889,860

  図書購入費（J） 円 96,518,907 97,164,001 97,253,515 97,027,596 96,307,652

新聞・雑誌購入費 円 22,611,944 23,187,170 23,202,667 23,441,732 24,495,861

視聴覚資料購入費 円 11,484,362 11,601,371 11,443,658 11,610,698 11,620,634

その他資料費 円 11,690,040 12,090,114 12,589,692 12,777,815 12,465,713

％ 18.3 18.9 17.1 16.0 18.9

人 672.3 691.9 504.4 557.8 557.9

点 3.2 3.3 3.4 3.4 3.4

点 30.2 28.5 26.2 37.5 29.1

点 819.7 822.7 756.5 861.2 807.8

回 2.5 2.5 2.0 2.5 2.3

円 410.8 414.4 419.3 425.0 418.4

円 278.6 279.6 282.2 284.6 278.1

来館者数（D）※1

人口1人あたりの所蔵資料数
（E/A）

1日あたりの来館者数　※1
（D/C）

年度
項目

 上段（I/A）　下段（J/A）

資料回転(流通)率
 （H/E）

図書等資料費（I）※4

新宿区人口（4月1日現在）（A）

登録者数（F）

区民登録者数（G）

貸出資料数<個人>（H）※3

区民登録率
（G/A）

登録者1人あたりの貸出資料数
 （H/F）

内
訳

開館日数（B）

所蔵資料数（E）※2

1日・1館あたりの貸出資料数
 （H/B）

区民1人あたりの図書費　※4

開館日数<こども・分室除く>（C）※1

Excel データ 

【ZZ】Ⅳ 図書館【141】主な事業実績 

【ZZ】Ⅳ 図書館【141】主な事業実績.xlsx

サービス考課

単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

人 347,570 344,577 340,877 346,313 349,318

日 3,406 3,006 3,429 3,433 3,457

日 2,875 2,508 2,896 2,900 2,923

人 1,989,091 1,264,941 1,615,464 1,617,803 1,623,498

点 1,139,812 1,158,643 1,171,275 1,183,000 1,187,505

人 98,436 86,783 78,747 95,218 111,959

人 65,678 59,010 54,630 65,444 76,010

点 2,802,080 2,274,013 2,953,125 2,773,257 2,727,578

円 144,042,656 144,489,532 144,857,841 144,889,860 145,451,637

  図書購入費（J） 円 97,164,001 97,253,515 97,027,596 96,307,652 95,733,536

新聞・雑誌購入費 円 23,187,170 23,202,667 23,441,732 24,495,861 25,454,224

視聴覚資料購入費 円 11,601,371 11,443,658 11,610,698 11,620,634 11,635,035

その他資料費 円 12,090,114 12,589,692 12,777,815 12,465,713 12,628,842

％ 18.9 17.1 16.0 18.9 21.8

人 691.9 504.4 557.8 557.9 555.4

点 3.3 3.4 3.4 3.4 3.4

点 28.5 26.2 37.5 29.1 24.4

点 822.7 756.5 861.2 807.8 789.0

回 2.5 2.0 2.5 2.3 2.3

円 414.4 419.3 425.0 418.4 416.4

円 279.6 282.2 284.6 278.1 274.1

※1　こども図書館の来館者数は、中央図書館に含む。区役所内分室の来館者数は、実績があるが統計を取っていない。

　そのため、1日あたりの来館者数の分母は、こども図書館及び区役所内分室を除く開館日数（C）とする。

※2　図書資料（雑誌含む）、視聴覚資料（個人貸出）の合計数。視聴覚資料（団体貸出）を除く。

※3　図書資料（雑誌含む）、視聴覚資料（個人貸出）の合計数。相互貸借（他自治体より借受し、貸出）分も含む。

※4　図書等資料費は各年度決算額。（区役所内分室の資料費を除く。）

来館者数（D）※1

人口1人あたりの所蔵資料数
（E/A）

1日あたりの来館者数　※1
（D/C）

年度
項目

 上段（I/A）　下段（J/A）

資料回転(流通)率
 （H/E）

図書等資料費（I）※4

新宿区人口（4月1日現在）（A）

登録者数（F）

区民登録者数（G）

貸出資料数<個人>（H）※3

区民登録率
（G/A）

登録者1人あたりの貸出資料数
 （H/F）

内
訳

開館日数（B）

所蔵資料数（E）※2

1日・1館あたりの貸出資料数
 （H/B）

区民1人あたりの図書費　※4

開館日数<こども・分室除く>（C）※1
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 １ SDGs (エスディージーズ)とは 
 SDGs (エスディージーズ)とは、「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）」のことで
あり、2015 年 9月、ニューヨーク国連本部において、193 の加盟国の全会一致で採択されました。 
 SDGs は発展途上国のみならず、先進国自身が取り組むユニバーサル（普遍的）なものであり、日本でも
SDGs 推進本部を設置し、SDGs 実施指針のもと積極的に取り組んでいます。 

 
 ２ SDGs で掲げる 17 の国際目標（17 のゴール） 

  SDGs では、社会が抱える問題を解決し、2030 年までに持続可能でよりよい世界を目指すために、「貧困」
「保健」「教育」「エネルギー」「気候変動」「まちづくり」など 17 分野にわたる国際目標を掲げています。 

 

 

 

 

 

 

1. 貧困をなくそう  2. 飢餓をゼロ  3. すべての人に 
健康と福祉を 

 

 

 

4. 質の高い教育を
みんなに 

 5. ジェンダー平等を
実現しよう 

 6. 安全な水と 
トイレを世界中に 

 

 

 

7. エネルギーを 
みんなに 
そしてクリーンに 

 8. 働き甲斐も 
経済成長も 

 9. 産業と技術革新
の基盤をつくろう 

 

 

 

10. 人や国の不平
等をなくそう 

 11. 住み続けられ
るまちづくりを 

 12. つくる責任  
つかう責任 

 

 

 

13. 気候変動に 
具体的な対策を 

 14. 海の豊かさを 
守ろう 

 15. 陸の豊かさも 
守ろう 

 

 

 

16. 平和と公正を
すべての人に 

 17. パートナーシッ
プで目標を達
成しよう 

  

 
 ３ 教育ビジョンにおける SDGs の推進 

学校はあらゆる教育・学習機会をとらえ、「持続可能な社会の創り手」を育成するという観点から、SDGs の
目標 4 の達成において重要な役割を果たします。 

   また、学校での教育・学習機会が、地域や世界の諸課題を自分ごととして考え課題解決を図る人材の育
成に寄与し、SDGｓの 17 すべての目標達成の基盤を作ることにつながります。 
教育ビジョンでは、学習指導要領をふまえ、次代を担う子どもたちに求められる資質・能力として「知識及び

技能」、「思考力、判断力、表現力等」、「学びに向かう力、人間性等」を育むことを施策の方向性としていま
す。これは SDGs に合致するものであり、教育ビジョンで示す施策（事業）の推進が、SDGs の目標 4 をは
じめとして、SDGs の 17 すべての目標達成につながるものと考え、新宿区教育ビジョン個別事業（令和 6年
度～令和 9 年度）から、教育ビジョンに掲げる各個別事業において、SDGs の目標を掲げ、取組を進めてい
ます。これに伴い、本冊子においても各事業に関連の深いSDGsの目標を掲げ、対応表として取りまとめました。 
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るまちづくりを

12. つくる責任 つ
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8. 働き甲斐も経済
成長も

9. 産業と技術革新
の基盤をつくろう

13. 気候変動に具
体的な対策を

14. 海の豊かさを
守ろう
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SDGs
17の国際目標（ゴール）

3. すべての人に健
康と福祉を

1. 貧困をなくそう

2. 飢餓をゼロに

4. 質の高い教育を
みんなに

5. ジェンダー平等
を実現しよう

6. 安全な水とトイ
レを世界中に

第 1 　新宿区教育ビジョン

 教育目標

 新宿区が目指す教育～ 3 つの柱と10の施策～

 1 　教育委員会の組織

第 2 　新宿区教育大綱

 5 　教育委員会の活動

 6 　教育委員会の点検・評価

 7 　教科用図書（教科書）の採択

 9 　情報公開制度及び個人情報保護制度の運営

 8 　広報活動

 10　教育委員会表彰

 11　歴代教育委員及び教育長

第 4 　教育予算の概要

Ⅱ　学　校　教　育

 1 　令和 6 年度予算の概要

 2 　令和 5 年度決算の概要

第 1 　学校教育の充実

第 2 　いじめ防止等の取組

第 3 　教育委員会

 3 　教育委員会事務局・教育機関の組織

 2 　教育委員会の職務

 4 　教育委員会の附属機関

 6 　｢より良い学校生活と友達づくりのためのアンケート(hyper-QU)｣の実施

第 3 　教育活動支援

1 　教育活動支援事業

 (1) 学習指導支援員の全校配置

 (2) 放課後等学習支援の実施

 1 　新宿区いじめ防止等のための基本方針

 2 　人権教育、道徳教育の推進

 3 　いじめ防止対策の推進体制

 4 　新宿区学校問題支援室

 5 　新宿区いじめによる重大事態調査委員会

 (8) 移動教室等

 (9) キャリア教育・進路指導　

 (10) 部活動

 (11) その他（平和のポスター展、幼児・児童・生徒の表彰、読書感想文表彰、環境学習発表会、中学校生徒会役員交流会）

 (3) 国際理解教育

 (4) サイエンス・プログラムの推進

 (5) 学校図書館の充実

 (6) 学校情報ネットワークシステムの活用

 (7) 情報モラル教育の推進

 (5) 国際理解室

 (6) つくし教室

 (7) 科学教育

 (8) ことばの教室

第 4 　幼 稚 園

2 　教育センター

 (1) 研修施設の利用

 (2) 教育調査研究、普及活動及び各種研修

 (3) 研修・研究・教育開発室

 (4) 教育相談室

 6 　保健衛生事業（区立幼稚園）

 7 　支援を要する幼児の入園（区立幼稚園）

 8 　区民ニーズに即した幼稚園の取組

 1 　幼稚園教育

 2 　園児の入園及び教育環境の整備

 3 　子ども・子育て支援新制度

 4 　幼児教育・保育の無償化

 5 　私立幼稚園補助金

※過去の実績やグラフ等、事業説明のない章については、SDGsの目標を掲載していません。

Ⅰ　新宿区教育委員会
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3,4,17

—

—

2,4,17
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1. 貧困をなくそう

2. 飢餓をゼロに

3. すべての人に健
康と福祉を

4. 質の高い教育を
みんなに

14. 海の豊かさを
守ろう

13. 気候変動に具
体的な対策を

10. 人や国の不平
等をなくそう

9. 産業と技術革新
の基盤をつくろう

6. 安全な水とトイ
レを世界中に

5. ジェンダー平等
を実現しよう

8. 働き甲斐も経済
成長も

7. エネルギーをみ
んなにそして
クリーンに

11. 住み続けられ
るまちづくりを

 7　四谷地区における区立小学校の通学区域の見直しについて

第12　学校保健衛生

 1 　健康管理及び環境衛生整備等項目

 2 　検診実施内容

 3 　検診結果

 2 　指定校変更制度

 3 　学校選択制度（中学校のみ）

 4 　学校適正配置

 5 　新宿区立小・中学校の通学区域、学校選択制度、適正規模及び適正配置の基本方針

 6 　新宿区学校選択制度の見直し方針

 9 　校舎内害虫・鼠駆除及び樹木の害虫駆除

 10　独立行政法人　日本スポーツ振興センター

 11　新宿区学校保健会

第13　学校給食

第 5 　地域との連携

 1 　地域協働学校（コミュニティ・スクール）の充実

 3 　まなびの教室（特別支援教室）

 4 　新宿養護学校（肢体不自由特別支援学校）

 5 　就学相談

第 7 　学校経営

 1 　学校評価

 2 　学校評議員制度

 3 　地域人材の活用による学校支援

第 6 　特別支援教育

 1 　学校内指導体制の充実に向けた支援

 2 　特別支援学級

第 9 　学校施設

 1 　学校施設の整備計画事業

 2 　施設整備

 3 　区外学習施設

第10　学校安全

 2 　教員の資質・能力の向上（学校支援アドバイザー、各種研修会、研究発表校）

 3 　教職員の勤務環境の改善・働き方改革

第 8 　学校一覧

 1 　新宿区立小・中・特別支援学校一覧

 2 　新宿区立幼稚園一覧

 6 　通学路の安全

 7 　通学路防犯カメラの設置

 8 　学校防災連絡会

第11　学　　事

 1 　就学事務

 1 　新宿区立学校危機管理マニュアル

 2 　学校安全計画の作成

 3 　安全教育の充実

 4 　安全用品等の配布

 5 　一斉連絡システム

 1 　実施状況

 4 　学校医等

 5 　臨時健康診断

 6 　就学時健康診断

 7 　小児生活習慣病の予防健診

 8 　環境衛生検査 16. 平和と公正を
すべての人に

17. パートナー
シップで目標を達
成しよう

Ⅱ

 1 　区立学校就学者（無償化）

 2 　私立学校就学者等支援給付金

12. つくる責任 つ
かう責任

15. 陸の豊かさも
守ろう

 2 　献立内容

 3 　学校給食費

 4 　年間主要事業

第14　学校給食費等助成（私立学校就学者等支援給付金）



4,17

4,17

4,17

4,17

4,17

4,17

4,17

4,17

4,17

4,8,17

4,8,17

—

—

4,11,17

—

4,17

4,11,17

4,11,17

4,11,17

4,11,17

4,11,17

4,11,17

4,11,17

4,11,17

4,17

4,17

4,17

4,17

4,17

4,17

4,17

3,4,11,17

—

—

3,4,17

3,4,17

3,4,17

3,4,17

3,4,17

3,4,17

3,4,17

3,4,17

—

—

2,4,17

3,4,17

2,4,17

2,4,17

1. 貧困をなくそう

2. 飢餓をゼロに

3. すべての人に健
康と福祉を

4. 質の高い教育を
みんなに

14. 海の豊かさを
守ろう

13. 気候変動に具
体的な対策を

10. 人や国の不平
等をなくそう

9. 産業と技術革新
の基盤をつくろう

6. 安全な水とトイ
レを世界中に

5. ジェンダー平等
を実現しよう

8. 働き甲斐も経済
成長も

7. エネルギーをみ
んなにそして
クリーンに

11. 住み続けられ
るまちづくりを

 7　四谷地区における区立小学校の通学区域の見直しについて
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 1 　健康管理及び環境衛生整備等項目

 2 　検診実施内容

 3 　検診結果

 2 　指定校変更制度

 3 　学校選択制度（中学校のみ）

 4 　学校適正配置

 5 　新宿区立小・中学校の通学区域、学校選択制度、適正規模及び適正配置の基本方針

 6 　新宿区学校選択制度の見直し方針

 9 　校舎内害虫・鼠駆除及び樹木の害虫駆除

 10　独立行政法人　日本スポーツ振興センター

 11　新宿区学校保健会

第13　学校給食

第 5 　地域との連携

 1 　地域協働学校（コミュニティ・スクール）の充実

 3 　まなびの教室（特別支援教室）

 4 　新宿養護学校（肢体不自由特別支援学校）

 5 　就学相談

第 7 　学校経営

 1 　学校評価

 2 　学校評議員制度

 3 　地域人材の活用による学校支援

第 6 　特別支援教育

 1 　学校内指導体制の充実に向けた支援

 2 　特別支援学級

第 9 　学校施設

 1 　学校施設の整備計画事業

 2 　施設整備

 3 　区外学習施設

第10　学校安全

 2 　教員の資質・能力の向上（学校支援アドバイザー、各種研修会、研究発表校）

 3 　教職員の勤務環境の改善・働き方改革

第 8 　学校一覧

 1 　新宿区立小・中・特別支援学校一覧

 2 　新宿区立幼稚園一覧

 6 　通学路の安全

 7 　通学路防犯カメラの設置

 8 　学校防災連絡会

第11　学　　事

 1 　就学事務

 1 　新宿区立学校危機管理マニュアル

 2 　学校安全計画の作成

 3 　安全教育の充実

 4 　安全用品等の配布

 5 　一斉連絡システム

 1 　実施状況

 4 　学校医等

 5 　臨時健康診断

 6 　就学時健康診断
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 2 　献立内容
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 4 　年間主要事業
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を実現しよう
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Ⅲ　社　会　教　育

 4 　ＰＴＡ活動への支援

第 2 　文化財の保護保存

 1 　文化財の指定・登録と保護保存

 3 　学校安全衛生委員会　

 1 　根拠法令

 1 　根拠法令

 2 　就学援助対象者認定基準

 3 　就学援助費目及び支給対象

第15　就学援助

 2 　新宿区奨学資金貸付制度の改正概要（令和7年度生から）

 3 　その他の主な奨学資金貸付制度

 7 　特別支援学級就学奨励費

 8 　令和 5 年度援助実績

第16　奨 学 金

 1 　新宿区奨学資金貸付制度の概要（令和6年度生まで）

 2 　教育委員会の役割と活動

 3 　家庭の教育力の向上支援

第 3 　主な事業実績

 14　図書館資料のリサイクル

 15　ビジネス情報支援相談会

 16　会議室の利用

 17　展示コーナーの活用

 18　新宿区立中央図書館旧校庭の暫定活用（そらとだいちの図書館）ボランティア

 9 　障害者サービス

 10　大学図書館との連携

 11　図書館サポーター制度

 12　集会・行事サービス（視聴覚行事、平和事業、夏目漱石関連事業）

 13　司書（補）講習・インターンシップ研修

 4 　複写サービス

 5 　利用者用パソコン

 6 　パソコン利用席・公衆無線LAN

 7 　児童サービス

 8 　視聴覚サービス

 7 　新しい中央図書館の検討

第 2 　業務内容

 1 　利用案内
15. 陸の豊かさも
守ろう

16. 平和と公正を
すべての人に

9. 産業と技術革新
の基盤をつくろう

Ⅱ

10. 人や国の不平
等をなくそう

11. 住み続けられ
るまちづくりを

13. 気候変動に具
体的な対策を

12. つくる責任 つ
かう責任

Ⅳ　図　書　館

 3 　事業の推進体制

第 1 　社会教育の推進

 1 　社会教育委員の活動

 2 　社会教育活動の推進

 1 　健康診断

 2 　公務・通勤災害

 2 　貸　出

 3 　レファレンスサービス

 2 　図書館の機能

 3 　新宿歴史博物館

第17　入学祝金

 1 　入学祝金制度の概要

第18　学校職員の福利厚生

 6 　過去 5 年間の要保護・準要保護児童・生徒数の推移

14. 海の豊かさを
守ろう

7. エネルギーをみ
んなにそして
クリーンに

8. 働き甲斐も経済
成長も

 3 　指定管理者制度の活用

 4 　図書館運営協議会

 5 　子ども読書活動の推進

 6 　新宿区立図書館基本方針

 4 　林芙美子記念館

第 1 　図書館行政

 1 　施設の概要

 2 　埋蔵文化財の保護保存

 4 　就学援助申請方法

 5 　令和 5 年度要保護・準要保護児童・生徒対象者数
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新宿区の教育

新宿区民憲章
平成 9年 3月15日

新宿区教育委員会

　わたくしたちは、日本の首都東京の中心に生活する誇りと責任をもち、先人の
築いた歴史と文化を受け継ぎ、ともに生きともに集う、ともに考えともに創る、
新時代の新宿を、明るく美しい理想的なまちにするため、この憲章を定めます。

新宿区は、身近な環境に配慮した、地球にやさしいまちづくりを
推進しています。
本誌「新宿区の教育」は、森林資源の保護とリサイクル促進のため、
古紙を利用した再生紙を使用しています。

だれもが安心して住み続けられるまちにします。

心のふれあう　おもいやりのある福祉を考え実行します。

安全で健康な　みどり豊かなまちをつくります。

ともに学び　はたらき　いきがいのもてる生活を実現します。

すばらしいまち新宿を　次の世代に引き継ぎます。

新
宿
区
の
教
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